


はじめにはじめにはじめにはじめに    

 

  当協会では各海外事務所を通じ、海外の地方自治制度や地域活性化施策などの各種個別

施策についての調査研究を行い、その結果を日本の各地方公共団体に紹介している。既に、

「英国の地方自治」「フランスの地方自治」等の９冊が、海外の地方自治シリーズとして発

行されている。 

 

  １９９１年のソビエト連邦崩壊後は、日本とロシアの地方自治体間の交流が活発となり、

日本との姉妹提携数においては２００２年４月１日現在で３８件にのぼる。この提携数は

世界で１０番目であり、その多くが日本海沿岸の地方自治体とロシア極東地方の自治体の

間で交わされている。また、青森から島根までの日本海に面する１１府県と主要新聞社、

さらに各府県の商工会議所連合会で構成する「北東アジア交流海道２０００キロ実行委員

会」が３カ年にわたって、日本海側の地域連携や北東アジア地域との交流を図っていくプ

ロジェクトが実施されるなど、北東アジア間の交流に対する期待は高い。 

 

  本書はこのような状況の中、ロシア極東に位置する「サハリン州」「沿海地方」「ハバロ

フスク地方」「サハー共和国」の地方自治制度についてまとめ、同時に各連邦主体の憲章ま

たは憲法を参考資料として掲載した。本書の発行にあたっては、筑波大学助教授 中村 逸

郎先生に原稿の執筆を依頼した。中村先生におかれては、多大なる御尽力をいただき、誠

に感謝に堪えないところである。 

 

 最後に、本書が地方自治体関係者やロシアの地方自治に関心を持つ方々に少しでも役に

立つことを願ってやまない。 

  

  平成 15 年6 月 

 

財団法人  自治体国際化協会 

 

理事長  二橋   正弘 
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序章序章序章序章    連邦政府の地方管理連邦政府の地方管理連邦政府の地方管理連邦政府の地方管理    

  
プーチン・ロシア大統領は就任後の２０００年５月１３日、「効率的で強い国

家」を掲げ、地方への支配を強化する大統領令を発表した。ロシアの再建をは

かるには、自立傾向を強めてきた地方へのテコ入れが重要であるという認識に

たち、中央権力の強化に乗り出すことになった。一言でいえば、中央権力の緩

んだ統制力を強めるのがプーチン大統領のねらいである。 
本稿の表題は「ロシア極東の地方自治」となっているが、厳密に解釈すれば

地方自治体とは基礎自治体のことである。だがこの表題の意味するところは、

以下で紹介する連邦の下位行政単位である共和国、州などの連邦主体のことも

含む。 
 

１．対立の政治構造 

ロシアではソ連邦の崩壊後、連邦秩序が崩壊し、政治的、経済的な混迷が深

まっていった。そうしたなかにあって、分権化という流れがエリツィン時代の

１９９３年頃をピークに強まり、連邦政府が作成する経済・社会プログラムの

なかで地域の問題解決にかかわるプログラムは全体の５パーセント以下にすぎ

ず、予算でみても６パーセントほどに低下した。連邦政府の衰退が自明になる

のとは対照的に、地方の実質的な権力は多くの連邦主体（ロシア連邦を構成す

る８９の行政単位、その内訳は２１の共和国、６の地方、４９の州、モスクワ

市とサンクト・ペテルブルグ市）の長とその行政機関に集中していった。連邦

主体がいわばミニ国家に変身し、ソ連時代に形成されていた中央集権的な国家

体制が多くの連邦主体で再生産される状況が出現したのである。 
ここで不思議なことはエリツィン時代に、なぜ中央権力が地方政府に譲歩し

たかという点である。その最大の理由は、地方政府の長の多くがロシア大統領

選挙でエリツィンを支持するのと引き換えに、権限委譲を迫ったからだと考え

られる。大統領選挙では実際、地方行政府がエリツィンの選対本部になったと

ころもあり、選挙後には連邦政府と地方行政府の癒着構造が形成された。この

ように考えると、地方分権化は中央権力者が生き残りをかけて権限を切り売り

した結果として生じ、地方行政府の長はその権限を利用して政権基盤を強化し

たのである。地方政府は中央権力から譲歩を引き出した成果を、連邦主体ごと

に採択される憲章に盛り込んだ。連邦主体によって中央政府との関係は異なる

ために一様に規定できないが、なかには本稿で紹介するサハー共和国のように

国家主権を掲げる連邦主体まで現れた。 
しかし地方政府がどんなに自立傾向を強めても、モスクワ市などの大都市は

別にして、多くの連邦主体の財政規模は日本の地方自治体と比較するとたいへ

ん小さいのが実状である。たとえば本稿のサハリン州、沿海地方、ハバロフス

ク地方、サハー共和国を見てみると、もっとも予算規模が大きいサハー共和国
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でさえ、日本では人口５万人の市予算の６割ほどである。予算規模がもっとも

小さなサハリン州にいたっては、１５パーセントにすぎない。 
地方政府が権限強化をはかっても、財政的に自立するのは困難であり、中央

政府頼り（歳入の２割から３割が中央からの「移転資金」）となってしまう。地

方政府が権力を拡大しているからといって、中央権力が一挙に衰退する状況に

はない。地方政府がどんなに声高に権限委譲を連邦政府に突きつけ、獲得した

権限を憲章に盛り込んでも、中央政府に依存する体制は従来どおりである。し

たがって、連邦主体の憲章はその内容の過激さに関係なく、ほとんど実質的な

意味を有しない。どんなに連邦政府からの自立を唱えても、財政基盤が脆弱で

あるかぎり、連邦主体の取り得る選択肢はほとんどない。 
にもかかわらず、権限拡大を記した憲章がいったん採択されれば、その憲章

自体が一人歩きをはじめ、その内容が地方政府だけではなく連邦政府も拘束す

る可能性がある。実質的な意味をもたないと考えられる憲章であるが、その憲

章が中央と地方の政治関係において大きな争点になることがある。実際にプー

チン政権が地方支配を強化しようとすると、地方政府は憲章を盾に抵抗するの

であり、憲章が実質的に重要な文書に変身する。したがって本稿ではサハリン

州、沿海地方、ハバロフスク地方、サハー共和国の各憲章を訳出することにし

た。 
こうして連邦政府と連邦主体の関係はロシア連邦制を理解する手がかりとな

った。しかし、「連邦政府」と「連邦主体」の枠組みでロシア連邦制を分析する

のは、いわば圧力団体化している連邦主体の動きに焦点をあて、連邦の政策決

定要因の一つを解明するのに役立つ反面、その側面を強調しすぎると、連邦主

体の下位行政単位である地方自治体（連邦主体のなかの地区、市、村などの行

政単位）にみられる自立的な動きを見過ごしてしまう。 
連邦主体の内部はいくつかの地区や市に分割されており、それらの一部は地

方政府にたいして一定の独自性を確保しようとしている。これにたいして連邦

政府にむけては分権化を唱え、自分たちの統合性と一体性を掲げる地方政府で

あるが、その内部の地区や市の自立的な動きには歯止めをかけようとするので

ある。 
たとえばロシア極東の連邦主体のなかにも、地方自治体の自立性を圧殺して

いるところがある。地方自治の形骸化にたいして、自立性を回復している住民

たちが「住民自治組織」を結成し、日常生活で生じる諸問題の解決に自主的に

取り組んでいる。地方政府の地方自治にたいする抑圧に、住民が抵抗しはじめ

ているのである。 
住民自治組織はモスクワ市やサンクト・ペテルブルク市の大都市をはじめ、

ウリヤノフスク市、ペルミ市、チュメニ市、ヴォルゴグラード市、サマラ市、

サラトフ市などの都市でも発足している。現時点では、本稿で紹介するロシア

極東地方をはじめとする農村部ではなく、比較的に人口が多いヨーロッパ・ロ



3

シア地域の主要都市部を中心に広がっている。 
住民自治組織の運動は行政機関に依存するのではなく、自発的に住民組織を

立ち上げ、その活動を通して地域社会を再建しようというのである。住民活動

が積極的になり、そしてそれがほかの社会団体との交流、さらには連携にまで

発展している。活動分野が広範に拡大していけばいくほど、住民たちは形式的

な権利には満足できなくなり、さらに実質的な権限を要求し、そして権限を行

使するうえの基盤となる財源の確保を求めようとする。権限の委譲だけではな

く、財源を確保しようというのである。 
このように考えると、連邦主体にみられる中央集権的な社会秩序は自立性を

回復する住民にとって閉鎖的な部分があるがゆえに、体制化しきれない勢力を

たえず醸成してしまう可能性を抱き込んでいる。共和国や州政府に強く反発す

る住民たちは、連邦主体の上級機関であるロシア大統領に頼ろうとする。大統

領は自治の形骸化を嘆く住民からの抗議を受けて、地方政府の実態について調

査を行う。 
住民自治の状況が悲惨な地域では大統領は積極的に改革に乗り出し、共和国

や州政府が大統領から批判される事態が起こる。大統領は地方政府にたいする

監督を強化するために、自分の権限を強化せざるを得ない。プーチン大統領は

権限強化を目的にロシア全土を７つの連邦管制区に分割し、その一つひとつに

大統領全権代表者を配置する。このような形での大統領権限の強化は、大統領

への支持率を押し上げる効果を生み、プーチンが７０パーセントの支持率を維

持できるひとつの要因となっている。 
住民自治の発展は一般的に、中央への権限の集権を阻止するという構図で描

かれることが多く、地域社会への市民の参加は肥大化する国家権力に歯止めを

かけることができると考えられている。言い換えるならば、「求心力のベクトル」

と「遠心力のベクトル」にたとえられ、連邦制度は相対する二つのベクトルの

せめぎ合いとして理解されることがある。 
しかしこのような対立構図で、ロシア社会を論ずることはできない。大統領

と住民の間には直接的な権力関係が形成され、大統領は住民からの支持を利用

して権限をより強化するのである。住民自治を活発化しようとすればするほど、

ミニ国家を包み込む形で大統領権限が強い中央集権国家が誕生する。住民自治

を推進しようとすればするほど、大統領の権限をより強化する必要性が高まっ

ている。まさに住民自治の拡大には、大統領の権限を強化する中央集権国家が

必要なのである。社会の最底辺を活性化するには、最頂点への求心力を強める

ことが大切であり、「中央」と「地方」の対立構造では描ききれない。つまり地

方自治を強化するには、同時に中央権力も強くしなければならないのである。 
 

２．大統領権限の強化 

プーチン大統領の地方改革では、ロシア全土を七つの連邦管制区に分類し、
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大統領によって任命される全権代表者が地方の動向を監視することになった。

従来は、連邦主体の一つひとつに大統領代表者がいたが、いわば形式的な役職

にすぎず、いくつかの地方はエリツィン時代に独自性を追求した。連邦主体が

制定する法令の２０パーセントが連邦憲法や法律に抵触しているといわれ、プ

ーチン大統領は求心力を回復するために本格的な地方改革に着手したのである。 
 新しく創設された七つの連邦管制区は、以下の通りである。 
①中央連邦管区(中央：モスクワ市) 
②北西連邦管区(中央：サンクト・ペテルブルグ市) 
③北カフカーズ連邦管区(中央：ロストフ・ナ・ドヌ市)  
④沿ヴォルガ連邦管区(中央：ニジニー・ノヴゴロド市)  
⑤ウラル連邦管区(中央：エカテリンカブルグ市)  
⑥シベリア連邦管区(中央：ノヴォシビルスク市)  
⑦極東連邦管区(中央：ハバロフスク市) 
 連邦管区の区分は七つの軍管区に合わせて行われ、また今回の再編成にとも

なって１３の関税事務所が七つに統合された。各連邦管区の中央は、大統領が

地方を統轄する政治的、経済的な拠点となった。 
 プーチン大統領の地方改革では、大統領全権代表者には高い地位が与えられ

ており、彼らはある程度自由に振舞うことができる。先の大統領令によれば全

権代表者の基本的な任務は、中央政府の決定や人事政策が各連邦管区内で確実

に執行されるように監督することである。中央政府の方針にしたがって管区内

の社会・経済発展計画を作成し、必要に応じて地方政府と自治体の業務に参加

することもできるが、もっとも重要な仕事はロシア憲法や法律に違反する法令

が管区内で制定された場合、それらの効力停止に関する動議を大統領に提出す

ることができる点である。 
 連邦主体の法律が連邦憲法に明白に抵触するケースは別にして、多くの場合、

解釈によって違憲の判断は微妙に分かれる。司法判断は最終的にはロシア憲法

裁判所で行われるが、政治的な判断は全権代表者にかかっている。もし中央と

地方の間で対立が発生した時、先の大統領令によれば両者を調停するのは全権

代表者の役割である。 
 連邦管区の設置についての評価は、地方政治家の間で分かれる。チトフ・サ

マラ州知事は全土を民族別に区分しなかったことに注目し、「ロシアは統一国家

になった。すべての連邦主体が、同一の権利とチャンスを得ることができた」

と歓迎した。チトフ知事は、民族共和国の突出した権限を認めない大統領の姿

勢を支持するのである。 
 これとは対照的に、新しい対立の発生を懸念する声があがっている。たとえ

ばイングーシ共和国のアウシェフ大統領は、北カフカーズ連邦管区の中央が自

分たちの所でないことに声を荒げ、「私がロストフ・ナ・ドヌ市に行くことは絶

対にない」と言明している。国内の有力な連邦主体であるイルクーツク州、ク



5

ラスノヤルスク州、沿海地方、タタルスタン共和国などでは、連邦管区の中心

地になれなかったことにたいする不満が強い。また北方領土問題をかかえるサ

ハリン州では、極東連邦管区の中央がハバロフスク市にあり、全権代表者の日

ロ関係への関わりを探る動きも出ている。 
シャイミエフ・タタルスタン共和国大統領によれば、全権代表者と地方政府

の指導者が敵対関係にある場合、地方にとって都合の悪い情報がプーチン大統

領に一方的に流れることを警戒している。プーチンの地方改革には賛否両論あ

るが、いずれにしても地方政治家の間では全権代表者にいくらかの手心を加え

てもらうような特別の配慮が必要であることで思惑は一致しているようである。 
プーチンは強い権限を確立することを目指しているが、皮肉にもその強化策が

新しい混乱を引き起こす危険性を孕んでいるのである。求心力の強化をはかる

連邦政府であるが、ロシア国家再生プログラムの作成と実現にあたっては地方

政府の役割は大きく、それらの諸機関が地域情勢を正確に把握し、そのうえで

連邦政府との密接な関係を構築する必要性が高まってきている。プーチンはロ

シア社会を再生させるには住民自治の拡大が不可欠であると考えているが、同

時にエリツィン時代に権限基盤を強化した地方政府との新しい関係樹立も重要

な課題である。 
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第１章第１章第１章第１章    ロシア極東連邦管区ロシア極東連邦管区ロシア極東連邦管区ロシア極東連邦管区 
 
１．概要 

ロシア極東連邦管区にはいるのは、１０の連邦主体である。サハー共和国、

沿海地方、ハバロフスク地方、アムール州、カムチャツカ州、マガダン州、サ

ハリン州、ユダヤ自治州、カリャーク自治州、チュコート自治州であり、総面

積は６２１万５９００平方キロメートル、ロシア全土の３５パーセントを占め

る。この地域の総人口は７４２万８０００人、ロシア総人口の５パーセントに

すぎない。面積では３５パーセントを占めながら、人口割合はわずか５パーセ

ントである。民族は３０以上を数え、ロシア人、ウクライナ人、タタール人、

ユダヤ人、朝鮮人などがすむ。 
ロシア極東地域の生産力は低く、その総生産高はロシア全体の６．６５パー

セントを占めるにすぎない。生産高の内訳では、サービス業が全体の６０パー

セントに達し、工業生産の３８パーセントが続き、農業の１パーセントとなっ

ている。ロシア極東地域でもっとも生産高が大きい連邦主体はサハー共和国で

あり、この極東地域の２５パーセントを占める。ロシア極東の経済は１９９５

年以降衰退傾向にあるが、そのなかにあってサハー共和国とハバロフスク地方

の落ち込みは最小限を保っている（２、３パーセントの減少）。 
ロシア極東地域の貿易は、１９９８年８月の経済危機以降回復してきている

といわれている。１９９６年の輸出入高は全生産高の３５パーセントを占め、

輸出高でみれば１０．６パーセントである。 
 

２．大統領全権代表者 

ロ シ ア 極 東 連 邦 管 区 の 代 表 部 ( ロ シ ア 語 に よ る 正 式 名 称 は Аппарат 
полномочного представителя Президента РФ в Дальневосточном 
федеральном округе)は、ハバロフスク市に開設されている。この代表部の長

は全権代表者であり、かれが大統領と極東地方とのパイプ役を務める。全権代

表者を含む指導部を構成するのは、２名の第一副代表者と１名の副代表者であ

る。副代表者はハバロフスク市ではなく、モスクワ市で勤務する。 
指導部を支えるのは、「主席連邦監督官」と「連邦監督官」である。監督官の

下には２名の「総参事官」と３名の「参事官」がおり、おもに地域の諸問題の

収集を担当する。住民対策は全権代表部にとって重要な任務であり、「市民面会

係長」をトップに、面会の手続きは「主任専門官」と「専門官」が担当する。 
 全権代表部の下部機関は各連邦主体に配置されており、その名称は「地域管

理 局 」 (Территориальное управление аппарата полномочного 
представителя Президента РФ в Дальневосточном федеральном округе)
である。ロシア極東連邦管区では、１０の連邦主体の一つひとつに地域管理局

が設置されている。 
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ロシア大統領 
 

全権代表者 
                 
                 
      地域管理局    地域管理局     地域管理局 
 
 
 ロシア大統領全権代表者の権限については、２０００年５月１３日付けの大

統領令「連邦管区におけるロシア大統領全権代表者にかんする規定」に記載さ

れている。これによれば、全権代表者は「連邦公務員」であり、大統領府の構

成メンバーである。かれの任命は大統領がおこない、全権代表者は大統領に従

属し、大統領への報告義務を負っている。全権代表者の任命にあたって候補者

を選出するのは、大統領府長官である。全権代表者の任期については、特に規

定はない。第一副代表者の任命手続きは全権代表者と同じであるが、副代表者

の任命権は大統領府長官にある。 
 全権代表者の重要な職務と権利は、以下の通りである。 
(1)全権代表者のおもな職務 
・連邦国家権力機関の決定が連邦管区で執行されているかどうかの監督 
・ロシア大統領が発令する人事政策を連邦管区で実施する 
(2)全権代表者のおもな権利 
・連邦管区内の連邦国家機関が必要とする情報、資料の収集 
・連邦主体と地方自治体に、全権代表部職員を派遣する 
・ロシア大統領令の実施を点検する 
・問題のある組織・機関の長を連邦国家機関の審査に付す 
・審議会を設置する 
 全権代表者はロシア全土では平均して、１０から２０ほどの連邦主体を担当

しており、大きな権限が付与されている。まず職務としてあげられているなか

で重要な点は、連邦レベルで採択された人事を地方政府が実行しているかどう

かを監視する役割を担っていることである。統一国家の樹立を掲げるプーチン

大統領にとって、地方の人事政策は中央政府の求心力を回復するうえで重要な

政策である。エリツィン時代には、連邦政府の意向が無視され、地方が独自の

人事政策を打ち出した時期があったために、プーチン大統領は全権代表者の活

動を通して中央政府の意思の徹底をはかろうとしているのである。 
 全権代表者の権利でもっとも注目されるのは、連邦主体と地方自治体に全権

代表部職員を派遣できることである。とくに問題となるのは、連邦主体ではな

く地方自治体への職員の派遣である。連邦主体は連邦国家機構を構成している

ので憲法上の齟齬はないが、ロシア憲法によれば地方自治体は連邦機構には加
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わらない。ロシア憲法で地方自治体に連邦機構からの自立性が保障されている

が、自治体の活動に全権代表者が連邦職員を派遣する権利がロシア大統領によ

って認められているのである。連邦大統領の意向が直接的に自治体の活動を拘

束する事態が状況によっては想定されるわけであり、ロシアにおける地方自治

の限界が浮き彫りになるのである。 
 
          ロシア極東連邦管区ハバロフスク代表部幹部名簿 
   職名 氏名 電話 
  大統領全権代表

者 
プリコフスキー・コンスタンティ

ン 
31-30-44 

  第一副代表者 アパナセンコ・ゲンナージ 31-30-44 
  第一副代表者 トリグーボフ・ヴィークトル 31-39-96 
    副代表者 グーリー・ヴィターリー 792-49-42(モスクワ) 
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第第第第 2222 章章章章    サハリン州の地方自治制度サハリン州の地方自治制度サハリン州の地方自治制度サハリン州の地方自治制度    

  
第１節 概要 

１．自然環境 

サハリン州はロシア連邦のなかで唯一、島々からなる連邦主体であり、州内

には５９の島が点在している。サハリン州は、ユーラシア大陸とタタール海峡

(日本の名称は間宮海峡)を隔てて位置している。総面積(サハリン州の公式統計

では北方領土を含む)は８万７１００平方キロメートル、そのなかでもっとも広

い島は全面積の８９パーセントを占めるサハリン島である。この島は南北に細

長く、その距離は９４８キロに及び、東西の長さではもっとも長いところで１

６０キロ、もっとも細い場所はわずか２６キロにすぎない。州の面積の三分の

二は、森林に被われている。 
 サハリン島の天候は周囲が海に囲まれているために大陸と比較して湿気が多

く、夏季には雨量が多い。冬季の平均気温は北部でマイナス２２度、南部では

マイナス６度。夏季の平均気温は北部で１０度、南部では１８度である。 
サハリン島とは別に、クリル諸島(千島列島)が南北に１３２０キロにわたって、

３０以上もの島々が連なっている。このクリル諸島は、「大クリル諸島」と「小

クリル諸島」に区分されている。大クリル諸島は、北端はカムチャツカ半島に

接し、南端は北海道まで延びており、長さは１２００キロである。その間に３

０の島々が連なっており、エトロフとクナシリはこの大クリル諸島に属してい

る。小クリル諸島は北海道の先端から北東の方向に連なっており、長さは１２

０キロに及ぶ。この小クリル諸島には６つの島があり、シコタンを除けばその

大部分は平坦な原野である。 
クリル諸島の総面積は１５万６０００平方キロメートルで、人口は２万２３

００人(１９９２年現在)である。民族構成ではロシア人をはじめとしてウクライ

ナ人、白ロシア人、朝鮮人、ニヴヒ人、オロチ人、アイヌ人が住んでいる。ク

リル諸島の気候は全般的に、モンスーン気候で寒い。もっとも寒いのは２月で、

平均気温はマイナス７度、最低気温はマイナス２５度まで下がることがある。

もっとも暑いのは８月で、北部では１０度、南部では３１度まで上がることが

ある。夏季には霧が深くなることがあり、冬季は吹雪が続く。 
 

２．歴史 

サハリンは１９３２年１０月２０日、当時の「極東地方」に編入する形でソ

連邦の正式な行政管区として発足し、１９３８年には「ハバロフスク地方」に

再統合された。第二次世界大戦後の１９４７年１月２日、現在のサハリン州を

結成した。 
サハリン本島の歴史を州の公式見解に基づいて遡ると、本島はオランダの探

検隊によって１６４３年に発見されたという。その当時、サハリン島は北海道
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の一部と考えられており、独立した島とは考えられてはいなかったようである。

その翌年に、ロシア人によってサハリン島の海岸線が確認されたが、実際にロ

シア人がサハリン島に渡ったのは１８０５年である（日本の間宮林蔵がサハリ

ン本島に渡ったのは１８０８年のことである）。クルゼンシテルン海軍大将は大

陸からサハリン島まで泳いで渡り、地図を作成した。その後、サハリン島で本

格的な調査が行われるのは１９世紀半ばである。 
１８５５年の日ロ通商友好条約で、サハリン島は日ロの共同領有に、千島列

島についてはエトロフ以南を日本、以北はロシア領に定められた。１８７５年

の樺太千島交換条約では、サハリン島はロシア領、千島列島は日本領になった。

１８６０年代以降、サハリン島はロシアの流刑地になり、１８９０年にはロシ

アの作家チェーホフが訪問し、のちに『サハリン島』を執筆している。日ロ戦

争のあとのポーツマス条約で、サハリン島の北緯５０度以南は日本領となるが、

１９４５年８月９日のソ連参戦を受けてサハリン島と千島列島はソ連の支配化

に置かれることになった。 
クリル諸島については、その島々の存在がロシア人によってはじめて確認さ

れたのは、１７世紀半ばである。ロシア人の探検隊のアトラソフが１６９８年

にはじめてクリル諸島に足を運び、１７３８年にシュパンベルクがクリル諸島

の地図を作成した。ロシア人は、サハリン本島よりも早くにクリル諸島に定住

している。 
 
第２節 サハリン州の政治・行政機構 

１．形成構造 

(1)存立基盤 
サハリン州の行政上の中心地は、ユジノ･サハリンスク市である。州の総人口

は２００２年現在、６０万８０００人である。注目したいのは、この数年で人

口が急減していることである。たとえば１９９４年と比較すると９万１２００

人、１３パーセントも減少している。人口の推移をみると、１９８７年に前年

比で７６０３人の増加を記録したのをピークに、その後は増加の幅が縮小し、

１９９３年以降は減少に転じている。 
サハリン州ではソ連崩壊後、経済・社会の混乱が生じ、根本的な建て直しが

緊急の課題となった。そのための基本政策を採択する州議会と、それを執行す

る州行政機関の新しい権限を盛り込み、州の存立基盤を提示する「サハリン州

憲章」が州議会で採択されたのは１９９６年１月２日のことである。州憲章の

制定にむけて本格的な作業に着手されたのはその２年前であり、州議会本会議

での３回の読会を経て、１９９５年１２月２６日に原案が採択された。この州

憲章には州の権限事項などが記されており、これを基盤としてサハリン州政府

は１９９６年５月２９日、連邦政府との間で権限分割協定を締結した。サハリ

ン州の専権事項を踏まえたうえで、連邦政府の役割が規定されたのである。 
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つぎに、州憲章に掲げられているサハリン州の存立基盤について考えてみよ

う。サハリン州議会は憲章の採択にあたって「現在と将来のサハリン住民とク

リル住民にたいする責任を自覚」し、「経済発展と住民福祉の改善」のためには

「島の特殊性であるところの比類のない豊かな天然資源」が不可欠であると考

えたと記されている。州憲章の本文にも、住民生活と天然資源の関係について

触れており、たとえば「天然資源と土地は、サハリンの住民生活と活動の基盤

として利用、保全」され、「サハリン州の諸利益は天然資源開発から得られる」

と書かれている(州憲章第７４条)。 
 そのうえで、サハリン州は「天然資源開発にかんする協定の作成と入札に参

加できる権利」を有し、利益の一部を獲得できることになっている(州憲章第７

４条)。サハリン州の領土と天然資源にたいする州住民の意識を強めようという

のが、憲章の基本的なねらいである。 
 
(2)州の境界線の変更 

サハリン州憲章第 3 条によれば、州の領土を構成するのはサハリン本島とク

リル諸島、そして小クリル諸島であると明記されている。ここで重要な点は、

サハリン州の領土をとりかこむ境界線の変更の手続きにかんする規定である。 
憲章では、州の境界線は連邦の法律にしたがって規定され、その変更はロシ

ア憲法に基づいて実行されると以下のように明記されている。「サハリン州は、

サハリン島とマーラヤ・クリリスカヤ・グリャーダ(註、ハボマイ諸島とシコタ

ンのこと)を含むクリル諸島から構成されており、州の境界線はロシア連邦が締

結する国際条約とロシア憲法、連邦の法令にしたがって規定される」と記され

ている。 
国際条約とは、連邦政府が諸外国と交わす条約のことであり、サハリン州の

境界線は、こうした国際条約に拘束されることになっている。サハリン州が連

邦を構成する主体である以上、国際条約はサハリン州にたいしても効力を有す

ると考えられるからであろう。 
しかし、州の境界線の変更には、たとえ国際条約の締結によるものであろう

とも、州住民の同意が条件となっている。州憲章には「州の境界線の変更への

サハリン州としての合意は、州住民投票で表明される」と断言されている。サ

ハリン州は、州の境界線が外国、おそらく日本の国境線と接していることを念

頭におき、それが日本とロシアの両政府間でなんらかの国際条約で一方的に変

更されることにたいして歯止めをかけようというのである。州の利益を無視す

るような日ロ政府間の外交交渉の決定には、州住民投票で対抗しようとする考

えである。 
サハリン州は、州憲章の発効とほぼ同時期の１９９６年１月３１日、「サハリ

ン州住民投票にかんするサハリン州法」を採択している。州住民投票の発議に

は、三つの方法がある。 
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①州議会議員の三分の一以上が加わる議員グループが発議し、三分の二以上

の議員の賛成が得られた場合 
②州知事が州議会にたいして提案し、議員の三分の二以上の賛成があった場

合 
③５０人以上から構成される市民グループが、州内の有権者１万人以上の署

名を集めた場合。ただし、この署名活動では最低条件として、州都ユジノ･

サハリンスク市で２千人以上の署名が条件となっている。 
上記の３番目の項目では、北方領土のある南クリル地区といった特定の地域

に片寄って署名が集中しないようにしており、州政府のあるユジノ･サハリンス

ク市での一定の署名数を課すことで、署名活動にたいする影響力を強めようと

いうのである。 
州住民投票が成立するには、州内の有権者５０パーセント以上の参加が必要

であり、その結果は投票数の過半数で決定される。ということは、全有権者四

分の一以上で採択されることになる。州住民投票で採択された決定は、「全住民

を拘束するものであり、いかなる国家機関の承認も必要としない。州住民投票

で採択された決定は、新たに州住民投票を実施せずに修正、無効にすることは

できない」ことになっている。 
 

２．州知事 

 サハリン州では行政上の最高責任者は知事であり、有権者の選挙でえらばれ

る。知事は州行政機関にたいして基本的な活動方針を提示し、ほかの連邦主体

と諸外国との関係を調整する。対外関係の協定に署名するのも、知事の職務で

ある。 
以下では、サハリン州の行政機関の権限を紹介するが、ここでの論旨は州議

会よりも州行政機関の最高責任者である州知事に実質的な権限が付与され、彼

を中心に州の復興と発展が図られている点である。州議会は知事のいわば追認

機関となっている。州憲章を採択したのは州議会であるが、皮肉にも州議会よ

りも州知事のほうが大きな主導権を握ることになった。 
 
             サハリン州の政治構造 
 
              極東連邦管区 
 
 
              州知事 / 州議会 
 
 
     区長 / 区議会      (地方自治体) 市長 / 市議会 
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注、地方自治体の行政単位としては、アレクサンドロフスク・サハリン地区、

アニワ地区、ドリンスク地区、コルサコフ地区、ネヴェリスク地区、オハ地区、

パロナイスク地区、ウグレゴルスク地区、ホルムスク地区、マカロフ地区、ノ

グリキ地区、スミールヌィフ地区、トマリ地区、ティモフスク地区、クリル地

区、北クリル地区、南クリル地区、ユジノ･サハリンスク市がある。 
 
 州知事は、旧ソ連の崩壊直後はロシア大統領に任命されていたが、１９９６

年１０月に実施された知事選挙以降は州有権者の直接選挙でえらばれている。

いわば、連邦から派遣された官吏のような存在であった知事は、州有権者によ

って選挙されることで、かれらに直接的な責任を負うことになった。知事の任

期は４年である。州知事が選挙で選出されると、住民のまえで宣誓を行うこと

になっている。その内容は、州憲章第２５条に以下のように記されている。 
「サハリン州知事の職務を遂行するにあたって、サハリン州住民に誠実に奉

仕し、人間と市民の権利と自由を尊重、擁護する。そしてロシア連邦憲法

と連邦の法令、サハリン州憲章と州の法令を遵守し、自分に課せられた知

事としての崇高な職務を誠実に遂行することを誓う」。 
 州知事の地位は比較的に安定しており、州議会は「知事をその職から解任す

るための弾劾を提案し、解職にかんする決議を採択」できるが、「サハリン州住

民投票の結果によらずして解職することはできない」ことになっている。 
 州知事に安定した地位が保障されているのは州議会議員と同じであるが、両

者が決定的に違うのは、知事は現実の活動において大きな主導権を握ることが

できる点である。州知事は「州議会の公開・非公開を問わず本会議に出席」し、

本会議の議事事項をはじめとする「州法案を州議会の審議にかける」こともで

きる。こうした権利を保障するために州議会本会議が閉幕しているときには、

州知事は議会にたいして「臨時会の招集にかんする提案をおこなうことができ

る」ことになっている。さらに、州知事には一定の拒否権も認められている。「サ

ハリン州議会が採択し、知事の署名が必要であるために送付されてきた法令を、

州知事は州議会に差し戻すことができる」という。議会には知事の拒否権をは

ねのけ、法令への署名を強制できる権限はない。 
 広範な裁量権を付与されている州知事の重要な権限のなかには、法案と予算

案の州議会への提出権をはじめとして法令の署名と公布、州の社会・経済発展

計画の議会への提出、州議会の臨時会の招集などがある。州知事の権限のなか

でも、州議会の承認を必要としていない事項にかんしては、知事が独自の判断

で「決定」を発布することができる。その政令は署名があった日に、州議会に

も送付される。 
 州知事の専権事項については、１６の事項が州憲章に列挙されている。その

なかの重要なものを以下に紹介しよう。 
①州知事は対外貿易にかんする協定、合意についてサハリン州を代表して署名
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する。 
②サハリン州政府を組織する。 
③サハリン州議会に法案を提出する権利を有する。 
④サハリン州議会の解散権をもつ。 
⑤サハリン州議会臨時会を召集する。 
⑥サハリン州議会に予算案を提出する。 
⑦毎年 2 月 1 日以前に、サハリン州の社会・経済状況とその発展にかんする年

次教書を発表する。 
 以上のような専権事項を背景に州知事の主導権を強化するために、「政治審議

会」が設置されている。構成メンバーは、２２人である。この審議会の主な機

能としては、社会で生じている諸問題を適宜に知事に報告し、それらにかんす

る助言を行う。知事からの要請を受けて、重要な社会、経済、政治問題につい

ての議案を知事と協議する。この審議会は同時に、サハリン州行政機関と社会

団体との調整役もはたすことになっている。  
 審議会は、最低でも３カ月に一度の割合で定例会を開催することになってい

る。臨時会は、審議会議長の発議で開催することができる。議長には多くの場

合、州知事の就任が慣例となっており、審議会の定足数は定数の半数以上と定

められている。採決は出席者の半数以上の賛成で得られ、同数の場合には議長

の判断に委ねられている。審議会の準備や具体的な問題についての文書の作成

などを行う作業グループを設置することが認められており、また審議会の活動

に専門家を招くこともできる。審議会での検討されている社会的に重要な問題

や決定については、マスコミを通して広く公表される。 
 州知事はすでに述べたように、比較的に安定した地位を保障されている。こ

のために知事が任期中に地位を追われるのは、例外的な事態である。任期中に

知事の権限が停止されるのは、以下のような場合に限定されている。 
①知事の死亡 
②サハリン州議会の不信任にともなう知事の解職 
③自己都合による辞任 
④ロシア連邦大統領による解職 
⑤裁判所による知事職務遂行不能の認定 
⑥裁判所による知事失踪の認定 
⑦裁判所による知事の有罪判決 
⑧ロシア連邦領土外での定住 
⑨ロシア連邦国籍の喪失 
⑩サハリン州有権者による解職 
 知事の解職は、以上の１０項目が定められている。このなかで注目したいの

は、ロシア大統領による解職である。知事は有権者によって選挙で選出され、

この意味では有権者を代表している。有権者の利益を代表して政策を遂行する
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ことになるが、その利益がロシア大統領の政策や利益と対立する場合、大統領

は知事を解職することができる。一言でいえば、大統領はサハリン州有権者の

利益を否定することができるのである。 
 
３．州政府 

 地方行政は、州とその下位組織である地方自治体(市と地区)が広範な権限と責

任をもって実施にあたっている。地方行政を実際に担当する最高機関はサハリ

ン州政府であり、この機関がどのように構成され、機能しているかは地方行政

の根幹的な問題である。 
 地方行政は基本的には、州住民の意思と利益に貢献するものであり、その組

織は住民の意思を敏感に、そして的確に反映できるように構成される必要があ

る。他方で、行政機関は住民にたいして一貫した責任をもって日常の行政に従

事し、その適否を住民が判断できるように、各行政機関の権限と責任の範囲、

機関相互間の指揮命令系統は明確に確定されている必要がある。 
 地方行政機関は簡単にいえば、上記のような内容を盛り込んだ形で構成され

ることが重要である。地方行政の業務が広範にわたり、住民生活への影響が大

きくなればなるほど、先の主旨は重視されるようになる。 
以下では、サハリン州の行政機関を概観してみることにする。州政府の権限

については、サハリン州憲章のなかに２４の事項が設けられている。ここでは、

重要な点を以下に列挙する。 
①サハリン州の総合的な社会・経済発展のための措置を講じる。 
②州知事がサハリン州議会に提出する予算案を作成する。  
③サハリン州国有財産を管理する。 
④連邦財産のなかでサハリン州に管理が付与されている財産を管理する。 
⑤住民サービスを実施する。 
⑥州知事の署名を受けて法令を公表する。 
⑦法律的な意義をともなう州政府決定を公表する。 
⑧非法律的な性質のものについては命令を公表する。 
 以上のような専権事項を基盤に州政府を指導するのは知事の役割であるが、

知事の仕事を補佐し、職員の監督にあたるために副知事の職が用意されている。

実際には日常業務を担当しているのが、副知事ということもできる。副知事の

人数についての特別の規定は設けられていない。通常は複数から構成されてお

り、第一副知事には重要な任務が課せられている。たとえば知事がなんらかの

事情で職務の遂行が不可能になった場合、かれにかわって第一副知事が執務を

とることになる。 
ただし、サハリン州議会への法案の提出、州法令の採択と却下、そして州議

会の解散権については知事だけに付与されている専権事項であり、知事にかわ

って副知事がこれら三つの職務を代行することは認められていない。 
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また、知事が裁判所の決定によって知事の職務が停止された場合は第一副知

事が代行することになるが、そのときには州議会の解散権をのぞき、知事の専

権事項を遂行できることになっている。 
 

サハリン州政府幹部名簿 
知事 
ファルフトジーノフ・イーゴリ  72-19-02 
副知事 
マラーホフ・イヴァン   72-29-78 

ゴミレフスキー・ヴィターリ  州政府事務局長  74-28-41 

ゲグテレーフ・セルゲイ   42-14-46 

ノーヴィコヴァ・ナターリヤ   42-45-81 

ポドリャン・セルゲイ   42-13-80 

スクリャレンコ・マグダリーナ   42-47-78 

ホロージン・アナトーリー   72-25-22 

シャポーヴァル・ヴラジーミル  ロシア大統領・政府サハリン州行政府

代表  

203-79-09 

(モスクワ市) 

アルトゥーホフ・ヴァシーリー  ロシア大統領・政府サハリン州行政府

副代表  

203-78-34 

(モスクワ市) 

バリューク・アナトーリー  総務部長  74-48-48 

 
 地方行政を担うサハリン州政府の事務を系統的に分掌させるために、委員会、

局、部などの内部部局が設けられている。 
委員会としては「経済委員会」「国際・対外経済・地域間関係委員会」「工業・

貿易委員会」「国家財産管理サハリン州委員会」が開設されている。 
局としては「社会保護局」「教育・文化・スポーツ局」「保健局」「建設局」「石

油・天然ガス開発局」「パルプ工業開発局」「漁業局」がある。 
部としては「労働部」「価格部」「財政管理部」「住居・公共サービス部」「燃

料・エネルギー・天然資源部」「運輸・郵便部」「道路部」「農業・食料品部」「新

聞・テレビ・ラジオ・マスコミ管理部」「獣医部」「公文書部」「国家表彰部」「住

民登録部」「社会団体・住民関連部」が設置されている。 
 
４. 州議会 

 ロシア国内の地方議会は、１９９３年１０月に大きな変革を迎えることにな

った。ソ連邦が崩壊したのは１９９１年１２月末であったが、その後もソ連時

代のソビエトという立法・行政機関は存続していた。１９９３年１０月９日に

エリツィン・ロシア元大統領はソビエト制度の廃止を発表し、サハリン州にお

いても同年１０月２２日にサハリン州知事によって廃止された。 
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ソビエト制度にかわって新しい立法機関の開設が決定したのは１９９４年２

月１６日であった。同年３月２７日に新しい州議会選挙が実施された。定足数

が２７人に拡大したのは１９９６年１０月の第２回州議会選挙からで、任期も

４年に定められた。 
 議員の地位は、州の法律で規定されている。議員の職位にある期間、連邦議

員などの公的な職を兼任し、報酬を供与されるような活動を行うことは禁止さ

れている。ただし教師や学術活動、創作活動については報酬をえることがあっ

ても認められている。有権者は、正式な手続きを経て議員を解職することがで

きる。 
 州議会本会議の定足数は、定数の三分の二以上である。選挙後の第１回本会

議は、選挙から６０日以内に開催され、開会宣言を行うのは議員のなかの最長

老と決められている。本会議は公開が原則であり、例外的に州の法令で定めら

れた議案を審議する場合には非公開で行うこともできる。 
 サハリン州議会には、さまざまな権限が与えられているが、そのなかでもっ

とも重要なものは「議決権」である。議決とは、サハリン州としての団体意思

を決定する行為であり、重要な議決権としては「法令の制定」と「予算の決定」

である。この二つは、サハリン州の活動の基本にかかわる意思決定であり、議

会のもっとも基幹的な権限である。 
 しかし予算の決定についていえば、その作成と提案権は州知事の専権事項で

あるために、議会がどの程度まで詳しく審議し、州知事の提案に修正を加える

ことができるかは疑問である。議員が修正をおこなうにしても、かなり高度な

専門知識と情報が必要であり、議会局がどこまで議員に協力できるかにかかっ

ている。だからといって逆に、議員が予算修正権を乱用するようなことがあれ

ば、知事の予算提案権が侵害されることになりかねない。どこまでも、知事の

提出した予算全体のもつ基本政策を破壊しない程度での修正ということになろ

う。極端な場合、州議会は州行政機関の追認機関になってしまうことも考えら

れる。 
 州議会が採決できる法令などの専権事項は２２項目が定められており、おも

な内容を以下に紹介しよう。 
①サハリン州知事によって提案された州予算とその執行報告を承認する。 
②州知事によって提案されたサハリン州の社会・経済発展計画を承認する。 
③サハリン州財産の管理と処分にかんする手続きを制定する。 
④サハリン州の行政区分とその変更の手続きを制定する。 
⑤サハリン州の行政機構を制定する。 
⑥連邦の法令によってサハリン州に帰属する税金と徴収金、それらの徴収の手

続きを制定する。 
⑦サハリン州内に設置されているロシア大統領、ロシア政府、ロシア連邦議会

連邦会議の代表部の活動規定を制定する。 
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⑧サハリン州住民投票実施の手続きを制定する。 
⑨州知事への不信任表明手続きを制定する。 
⑩サハリン州の協定の締結と破棄を制定する。 

以上のような専権事項を実現するために、議員はより専門的な審議をおこな

う常設委員会を開設している。その委員会は「社会政策委員会」「予算財政委員

会」「国家建設・地方自治委員会」「経済政策・工業委員会」「天然資源・環境保

護委員会」「法令・対外関係委員会」「議員倫理・情報政策・文化・社会団体問

題委員会」「教育・研究・スポーツ・青年問題委員会」であり、各委員会には平

均で５人ほどの議員が所属している。 
つぎに、州議会の権限停止について触れておこう。州議会の実質的な機能は

かなり限定されているのとは対照的に、議員の職位は比較的に安定している。

州知事には州議会の解散権なく、議会が解散される方法は二つに限られる。一

つは「自己解散」であり、「三分の二以上の議員の賛成」が要件となっている。 
解散のもう一つの方法は、州住民投票である。州住民投票実施のための要件

についてはすでに言及したように、その発議権は知事と市民グループに認めら

れている。州知事の提案が可決されるには、議員の三分の二以上の賛成が必要

である。知事と議会が対立した場合、議員たちが知事の提案する解散のための

州住民投票の実施に賛成することはほとんどあり得ない。州知事の発意で結果

的に州議会が解散される可能性は、かなり低いといえる。このように、いった

ん選挙で選出された議員は、自己解散か州住民投票によってだけ議会が解散さ

れるというきわめて安定した環境下で活動できるようになっている。 
州議会の活動を支援する事務局として、サハリン州議会議会局が開設されて

いる。この議会局の秘書的な機能を充実させ、強化することで、州議会の政策

立案能力を活性化することが期待されている。議会局の基本的な任務は「サハ

リン州議会議会局規定」に記されている。それによれば、まず「本会議の準備」

がある。本会議の議事日程を作成し、その実施のための環境整備を行う。二つ

目の任務としては、「議案の作成」がある。権限の範囲内で議会活動の問題につ

いての議案、声明案を作成する。三つ目に「議決の実現」があり、州議会の法

律・議決の監督を組織的に実施する。 
議会局の最高責任者は議長であるが、日常の活動を統轄するのは議会局長で

ある。職員は、議会局幹部職員、議会内常設委員会の議長などの提案を受けて

議会議長によって任命される。議会局長と管理職には、州議会議員が兼職する

ことは認められていない。議会局は「国家と法管理局」「情報分析部」「組織部」

「情報システム課」「総務課」「プレスセンター」「財政課」「人事課」「議長事務

室」「副議長事務室」「常設委員会事務室」から構成されている。 
 

５．地方自治 

ロシアでは憲法上、州レベルまでは国家権力機構に含まれており、地方自治
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体は州内の地区、市、村などの行政単位のことである。ロシア憲法が想定して

いる地方自治を担う主体は連邦主体ではなく、その下位行政単位である。州レ

ベルの立法・行政機関は国家機関であり、地方自治の主体になることが想定さ

れていない。 
サハリン州には、１８の地方自治体(ユジノ･サハリンスク市と１７の地区)が

存在している。サハリン州憲章では、ロシア連邦法である地方自治法に従って、

１８の自治体はそれぞれに自治体憲章を制定し、そのなかで立法機関と執行機

関の長の権限をはじめとする地区の存立基盤も独自に盛り込めることになって

いる。この立法・執行機関は「国家権力機関制度に含まれない」と明記されて

おり、サハリン州の立法・行政機関といわば並存する形となっている。 
 しかし、地方自治体が現実に活動するにはさまざまなサハリン州法で制約を

受け、独自の地方自治の確立という原則に枠がはめられる。自治体憲章の制定

では、「サハリン州法で定められている手続きに基づいて国家登録」される必要

があり、自治体の改組や名称の変更、さらには境界線の確定においても、それ

らの手続きはサハリン州法で定められている。 
州と自治体の関係の中心的な問題は、地方自治体が関与できる専管事項がど

のように定められるかである。｢地方自治体と国家機関の権限分割は、連邦の法

律とサハリン州法によってのみおこなわれる｣ことになっており、地方自治体が

自治体憲章のなかに自分たちの専管事項を記載しても形骸化するケースも考え

られる。 
 
第３節 州予算 

 
 ２００１年のサハリン州予算を見てみよう。その額は、本稿で紹介する沿海

地方、ハバロフスク地方、サハー共和国のなかでもっとも少ない。サハリン州

予算の最大の特徴は歳入不足で、３４億４７２４万９０００ルーブル（約１１

８億２０００万円）の歳出額にたいして、歳入額は３２億８５８２万１０００

ルーブルであり、その結果として１億６１４２万８０００ルーブルが不足する

ことになった。この不足額は、歳入の８．９１パーセントに達する。 
おもな歳入項目では、「税収」が１５億６８５０万ルーブルで、歳入総額の４

７．７３パーセントを占めている。税外収入は２億４３１１万６０００ルーブ

ルで、歳入総額の７．４パーセントを占める。税収１５億６８５０万ルーブル

が歳出総額３４億４７２４万９０００ルーブルに占める割合は４５．５パーセ

ントであり、税収が歳出をまかなえる割合は半分以下である。 
歳入で注目すべき点は、連邦政府からの「移転資金」は１０億３７７２万２

０００ルーブルで、歳入に占める割合は３１．５８パーセントに達することで

ある。この割合は、沿海地方ではわずか２．８パーセント、その他の連邦主体

でも２０パーセント前後であり、サハリン州の占める割合の大きさが明らかに
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なる。サハリン州予算における移転資金の歳出に占める割合では３０パーセン

トであり、サハリン州予算の歳出が連邦政府からの資金に頼っている実態が浮

き彫りになる。 
つぎに、歳出項目を見てみよう。歳出のもっとも多いのは「工業・エネルギ

ー建設費」の５億７２９７万３０００ルーブルで、歳出総額の１６パーセント

を占める。その理由は、特に冬季に毎年エネルギー供給が停止し、住民は暖房

のないアパートでの生活を余儀なくされる。サハリンは原油と天然ガスの産出

地でありながら、エネルギー危機に襲われるのである。エネルギー施設の老朽

化が原因の一つであり、州予算はこの再建に大きな支出を払っているのである。

歳出項目でつぎに多いのは「保健費」の２億６２８０万５０００ルーブルで、

歳出に占める割合は７．６パーセントである。 
 
 
          サハリン州予算歳入（２００１年） 
 歳入項目 額(単位は千ルーブル) 総額のなかでの割

合 
 税収 １，５６８，５００ ４７．７３％ 
  
  

(主な内訳) 
住民税 
天然資源利用料 

 
     ９３３，６３９ 
      ３００，５５３ 

 
    ２８．４１ 
     ９．１５ 

 税外収入 ２４３，１１６      ７．４０ 
 
 
 

(主な内訳) 
公営施設料 
土地の売却 

 
     １９９，８２３ 
           ７０ 

 
     ６．０８ 
     ０．００ 

 その他の収入 １，４７４，２０５ ４４．８７ 
 
 

(主な内訳) 
連邦からの移転資

金 

 
１，０３７，７２２ 

 
 ３１．５８ 

 総額 ３，２８５，８２１ １００．００ 
資料、サハリン州法「２００１年サハリン州予算」より作成 
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              サハリン州予算歳出（２００１年） 

  歳出項目 額(単位は千ルーブル) 総額のなかでの割合 
  国家諸機関と自治体 １９９，３５３    ５．７ 

防衛費 ５，７４７ ０．００１ 
  治安維持費 ９４，９８７ ２．７ 
  科学技術開発費 ８０８ ０．０２ 
  工業・エネルギー建設費 ５７２，９７３ １６．６２ 
  農業・漁業促進費 １１４，８３８ ３．３ 
  環境保全費 １７，９６０ ０．５２ 
  交通・情報整備費 ７９，５２５ ２．３ 
  市場インフラ整備費 ５００ ０．０１ 
  自然災害対策費 ７，１９９ ０．２ 
  住居・公共サービス費 ２１，２８５ ０．６ 
  教育費 ９３，０９９ ２．７ 
  文化・芸術支援費 ５４，４３１ １．５ 
  情報網整備費 ９，４６４ ０．２ 
  保健費 ２６２，８０５ ７．６ 
  社会政策費 １０４，１３０ ３．０ 

 経済刺激費 ９，８２０ ０．２ 
  その他 ６０９，８１１ １７．６ 
  歳出総額 ３，４４７，２４９ １００ 

  
資料、サハリン州法「２００１年サハリン州予算」より作成 
 
第４節 政治状況 

 
 サハリン州知事選挙が２０００年１０月に実施され、現職のファルフトジー

ノフが選出された。得票率は５６．３パーセントで、次点のシドレンコ・ユジ

ノ・サハリンスク市長の２１．５３パーセントを圧倒した。選挙戦では沿海地

方で生じたようなスキャンダルは起こらず、ファルフトジーノフ陣営が終始、

優勢な運動を展開した。 
 ファルフトジーノフの圧勝の背景には、かれが州内だけでなく対外関係にお

いても確立した政治基盤の強さがある。ファルフトジーノフがそもそも州知事

に就任したのはエリツィン元大統領の任命であったが、その一年後に有権者の

直接投票で選出されている。選挙という民主的な手続きでえらばれた知事とい

うことで、ファルフトジーノフの政治的な信用度は国際的に高まった。サハリ

ン州の豊富な天然資源は周辺諸国だけではなく欧米諸国にとっても関心の的に



23

なっており、ファルフトジーノフ知事はサハリン州の顔として認知されること

になった。 
 州内においても、ファルフトジーノフを支持する巨大企業グループが存在す

る。それは原油を扱う「ロスネフティ社」であり、ファルフトジーノフが展開

した州の対外経済関係拡大の受益者でもある。知事選挙戦では、国際的な投資

を呼び込むことができる指導者としてのファルフトジーノフの勝利がサハリン

州の復興と結び付けられ、この運動を地元マスメディアが積極的に支援した。 
 ファルフトジーノフと連邦政府の関係であるが、現時点まではかなり安定し

ているといえる。というのも、サハリン州内で産出される天然資源の分配にか

んする協定がサハリン州と連邦政府間で締結されており、その協定の作成に取

り組んだファルフトジーノフは連邦にとっては協定の実現を期待できる人物で

あるからだ。ファルフトジーノフが選挙で落選するような事態になれば、新し

い知事が連邦との従来の関係を見直すことも考えられ、連邦政府にとってはそ

の分リスクも考慮する必要があった。 
他方、連邦政府はファルフトジーノフを完全に支持しているわけではない。

というのも、ファルフトジーノフと漁業マフィアの黒い関係はたえず噂として

囁かれており、かれの巨大な資金への執着心は有名な話となっているからであ

る。このために、連邦政府はファルフトジーノフを支持する一方で、積極的な

関係樹立をためらっているのが実状である。 
 ファルフトジーノフにたいする非難の声は、今回の２０００年１０月選挙戦

であがっている。ロシア共産党を中心とする社会運動「われわれの島」が結成

され、かれの対立候補者であったシドレンコ市長を支援した。だが結果的には、

かれは惨敗し、ロシア共産党の強い地盤といわれてきたサハリン州での勢力衰

退を裏付けることになった。 
 
第５節 中央との関係 

１．ロシア憲法と州憲章の関係 

ロシア連邦内のサハリン州の地位については、サハリン州憲章のなかで規定

されている。それによれば、「サハリン州はロシア連邦を構成する」と明記され

ている一方で、「州の地位はロシア連邦憲法とサハリン州憲章によって定められ

る」と記されている。この記述は重要な意味をもっている。というのは、連邦

憲法と州憲章が並列されており、サハリン州にとって両者は同じレベルの意義

を有することを意味しているからである。連邦憲法と州憲章が抵触する場合の

事態が想定されておらず、ほかの州憲章がその場合、連邦憲法が優先すると明

記しているのとは対照的である。 
ここで問題が生じるのは、サハリン州内では州憲章とロシア憲法のどちらを

優先することになるかという点である。たしかに州憲章には、「ロシア憲法や連

邦の法律は遵守されねばならない」と明記されているが、ロシア憲法と州憲章
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のどちらが上級法であるかについてはなんの規定も盛り込まれていない。 
これとは対照的に、ロシア国内のいくつかの州憲章には、ロシア憲法と連邦

の法律は州憲章よりも優先的な効力を有するという条項が含まれている。たと

えばレニングラード州憲章には、「ロシア連邦憲法は最高の法的な効力を有して

おり、その直接的な効力はロシア連邦内のすべての領土で適応される」と記さ

れている。ロシア憲法の条文「憲法は最高の法的効力と直接の実効性を有し、

ロシア連邦全領土において適応される」を踏まえた内容であり、この点を州憲

章のなかで再確認しているのである。 
州憲章と憲法が抵触した場合、サハリン州ではどちらを優先させるかについ

てなんの規定もない理由として、憲法がロシア全土で優先的な効力を有してい

るのは当然であり、州憲章にわざわざ書き込む必要がないと考えられているか

らだと解することもできる。しかし本当のところ、あえて憲法との明確な関係

を規定せずに、州の自立性をできるだけ広範に打ち出すことができる余地を残

していると考えるほうが妥当であろう。連邦との関係で州の立場を明記してい

るところがあるとすれば、サハリン州は「ロシア連邦の構成主体」であると書

かれている箇所だけである。 
しかし問題は、むしろサハリン州が連邦の構成員であると記すことにとどめ

ていることである。いくつかの連邦主体では、連邦の一員であることを明記し

たうえで、連邦からの離脱を明確に否定している。 
たとえばスターヴロポリ地方憲章には、スターヴロポリ地方は「ロシア連邦

と切り離せない部分であり、ロシア連邦の構成から離脱する権利を有していな

い」と書かれており、こうした条項はクルガン州憲章やプスコフ州憲章にもみ

られる。スヴェルドロフスク州憲章にいたっては、明確に自分たちの主権を以

下のように制限している。「スヴェルドロフスク州はロシア連邦を構成しており、

切り離されることはできない」だけではなく、｢州内では連邦の主権が確立｣さ

れている。 
 
２．権限分割協定 

 サハリン州は存立基盤を州憲章のなかで明記したうえで、より正確にいえば、

連邦政府に州の独自性をみとめさせたうえで、サハリン州と連邦政府間の権限

分割を盛り込んだ協定を結んでいる。この「権限分割協定」では、天然資源や

土地、対外経済活動を中心に連邦と州の間での利益の分割にかんする基本的な

枠組みが定められ、さらに細かく「合意書」が交わされた。合意が達成されて

いる分野は、「農業」「土地の所有・利用・処分の諸問題」「教育と科学」「国際

関係と対外経済関係」についてである。 
 土地分割にかんしては、州総面積の８４．９９パーセントが連邦所有地(国防

省の管理地は３．３１パーセント)で、州所有地は１１．２９パーセント、自治

体所有地は１．９４パーセント、私有地は１．７６パーセントである。天然資
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源開発については、連邦政府との間でプロジェクト別に権限分割の合意を交わ

すことになり、サハリン州の利益にかかわる問題で、連邦政府が外国と結ぶ条

約・協定では、それらの草案の段階からサハリン州政府は参加できることにな

った。 
 
         連邦政府とサハリン州政府間の主要な協定 

 文書名 連邦側 サハリン州

側 
発効日 

ロシア連邦国家権力機関とサハリ

ン州国家権力機関間の管轄事項と

権限の分割にかんする協定 

大統領 
 
 

知事 
 
 

1996 年 5 月 29 日

 
 

農業部門における権限分割にかん

するロシア政府とサハリン州行政

府間の合意書 

 首相 
 

  知事 
 

1996 年 5 月 29 日

 

サハリン州領土における土地の所

有・利用・処分における権限分割

にかんするロシア政府とサハリン

州行政府間の合意書 

 首相 
 

  知事 
 

1996 年 5 月 29 日

 

教育と科学における権限分割にか

んするロシア政府とサハリン州行

政府間の合意書 

 首相   知事 1996 年 5 月 29 日

国際関係と対外経済関係における

権限分割にかんするロシア政府と

サハリン州行政府間の合意書 

 首相   知事 1996 年 5 月 29 日

  
第６節 対外関係 

１．経済活動 

サハリン州の２００１年貿易高は９億ドルであった。１９９９年の総額６億

９１９０億ドルと比較すると、約２億ドルの増加となった。２００１年の貿易

高の内訳をみると、輸出が７億ドルで、１９９９年の５億６３０万ドルよりも

約１億４００万ドルの増加となっている。２００１年の輸入は２億ドルで、１

９９９年の１億８５６０万よりも約１５００万ドルの増加である。 
２００１年の統計では、５億ドルの輸出超過になっている。輸出の主要品目

は原油、海産物、森林で占められており、８１カ国に輸出されている。輸出高

は減少しているが、内訳をみると、海産物の占める割合は前年の２２．４パー

セントから２５．８パーセントに増加している。輸出高でみる海産物のおもな

輸出先は韓国の４９．８パーセントを筆頭に、シンガポールの１３．４パーセ

ント、ドイツの５．８パーセント、中国の２．３パーセントの順である。原油
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の輸出高は全体の６０パーセントを占め、また注目されるのは石炭の輸出量が

前年比で三倍に急増していることである。輸入品目では原油設備がもっとも多

く、アメリカ、日本、韓国、シンガポールからのものが圧倒的に多い。 
諸外国との企業活動では、合弁企業が２００１年１２月３１日現在、３８１

社が登録されている。この数字のなかには、外資が１００パーセントの企業が

５５社含まれている(合弁企業の総生産の１５パーセントから１７パーセント

を占めており、２００１年に登録されたのは５社)。外国からの総資本は１億２

１１万６６４０ドルであった。２００１年に新しく登録された合弁企業は１５

社、２０００年の２１社と比べるとやや減少している。 
合弁企業のパートナーを見ると、もっとも多い国は日本で、１１８社(全体の

３１パーセント)である。資本参加している日本の企業はその大部分が中小企業

であり、サハリン経済の不安定と北方領土問題をかかえているために、合弁企

業の将来性については流動性が指摘されている。ただし、サハリン沖の天然資

源開発における日本企業の役割は大きいとの評価があり、これが唯一の明るい

材料となっている。 
日本についで多い企業はアメリカの８２社(２１パーセント)、そして韓国の６

１社(１６パーセント)、中国の２８社(７．３パーセント)、オーストラリアの１

９社(４．９パーセント)、 イギリスの１３社(３．４パーセント)、カナダの６

社(１．５パーセント)となっている。こられの合弁企業の総収益は１９９５年か

ら２００１年の間に９万４４９９ドル増加しており、州政府の歳入に貢献して

いる。 
他方で、合弁企業の解消も生じている。２００１年に登録を抹消した企業は

１４社、この数字は前年の２倍となっている。１４社の内訳では、サハリン州

調停裁判所の判決によるものが６社でもっとも多く、ついで外国企業の撤退が

５社、そして自発的な決定が３社となっている。 
 
２．文化・人物交流 

 ２００１年にサハリン州を訪問した外国からの代表団は１２１件で、参加人

数は８５０人であった。前年比をみると、代表団数は１．３倍、参加総数は１．

６倍に増加した。参加者でもっとも多かったのは日本からの７０６人、つぎに

アメリカからの８５人、韓国からの３０人、カナダからの１８人、インドから

の１５人、北朝鮮からの６人となっている。 
 サハリン州と日本との人物交流の大部分は、ビザなし渡航によって占められ

ている。２００１年に訪日したロシア人は５２５人、これにたいして北方領土

(エトロフ、クナシリ、シコタン)を訪問した日本人は１１２９人である。彼らは

滞在中、幼稚園や中学校の授業、さらに図書館、消防署、海産物の処理工場を

訪問した。サハリン州の報告書には、２００１年のビザなし渡航について、以

下のように記されている。 
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「２００１年のビザなし渡航では、受け入れた日本人側にかなり大きな変化

が感じられた。その原因は政府指導部の交替があるかもしれないが、自分たち

の立場を強硬に押し付けようとするのである。クリル諸島を日本の法的支配下

に移行する問題をめぐって、クリル住民に政治的な議論を吹っかけようとした。

たとえば６月１８日に日本から帰国したロシア側代表団は前年と比較して、領

土問題で従来にはなかったような日本側の圧力があったという。同様な思いは、

日本語を勉強するために５月１７日から６月３日まで日本に滞在した代表団に

も共通している」。 
 他方で、サハリン州と北海道の交流は活発化しているようである。２００１

年１月にユジノ･サハリンスク市に北海道庁の代表部がオープンし、同年５月に

は北海道のビジネス・センターが設置、さらには同年７月にはユジノ･サハリン

スク市と札幌市の間に定期空路が開設された(従来は函館との航路だけだった)。
また、２００１年８月にユジノ･サハリンスク市で「北海道週間」の催しとして

「日本の子供たちが描いた札幌雪祭り展」や州民たちによる日本語コンクール

が開催された。 
 サハリン州と韓国との交流は積極的に展開されており、その背景には州内に

すむ４万３０００人の朝鮮人の活動がある。第二次世界大戦の直前に日本によ

って強制移住された朝鮮人の二重国籍問題の解決にサハリン州と韓国政府が取

り組んでおり、日本側も朝鮮人に補償を行った。この問題をめぐって、２００

１年に三度の円卓会議が開催されており、政府間の交渉だけではなく、地方レ

ベルでの模索が続けられている。 
 サハリン州とアメリカとの交流は、２００１年３月２日に調印された「サハ

リン州政府とアメリカ・ビジネス・センターの協力継続にかんする合意」を基

盤に、ユジノ･サハリンスク市におけるアメリカ総領事館の開設にむけて動いて

いる。２００１年７月にサハリン州立図書館に「アメリカ・インフォメーショ

ン文化センター」が開設された。またファルフトジーノフ・サハリン州知事を

団長とする代表団がアラスカを訪問し、石油天然ガスの専門家たちと会談した。

知事の報告によれば、サハリン州内の天然資源の開発計画だけではなく、環境

保護問題、さらには経営・管理につても意見交換を行った。 
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第３章第３章第３章第３章    沿海地方の地方自治制度沿海地方の地方自治制度沿海地方の地方自治制度沿海地方の地方自治制度    

 
第１節 概要 

１．自然環境 

 沿海地方の総面積は１６５，９００平方キロメートル、ロシア連邦全土の０．

９７パーセントを占める。ロシア連邦の南東の端にあり、モスクワ市からは９

３００キロの距離である。北はハバロフスク地方、西は中国(国境線は１０００

キロ)、南は朝鮮民主主義人民共和国(国境線は３０キロ)に接している。そして

東は日本海に面しており、海を隔てて日本と韓国が位置する。 
沿海地方の境界線は３０００キロに達し、その半分の１５００キロは海岸線

と重なっている。領土の８０パーセントが森林で覆われている一方で、日本海

に浮かぶ多くの島々(主要な島はロシア、ポポフ、プチャーチン、レイネケ、リ

コールダ、リムスキー・コルサコフ、アスコーリド、ペトロフ)がある。 
 気候はモンスーン型であり、冬は内陸の影響を受けて気温が低く、乾燥した

晴天の日が続く。夏は、海洋の影響を受けて高温多湿で曇った日が多い。沿海

地方の行政上の中心地ウラジオストク市の１月の平均気温はマイナス１３度、

７月の平均気温は１７度、年間降水量は８２８ミリである。 
 
２．歴史と人口 

 沿海地方が行政単位として設置されたのは、ソ連邦時代の１９３８年９月２

０日のことである。２００１年現在の総人口は２２８万６９００人であり、１

９５０年代半ばの１００万人と比較すると倍増している。人口増加の理由とし

て自然増加と人口流入が考えられているが、後者の増加分が総人口増加分の７

０パーセントを占めている。性別では、男性の割合は４９．５パーセント、女

性は５０．５パーセントである。 
 沿海地方の人口の平均年齢は３３．７歳で、就業者の割合は全人口の６０．

１パーセント(１４４万人)である。平均年齢はロシアの平均値よりも若く、年金

生活者の割合はロシア平均よりも７パーセント低い。ただし近年の傾向として

高齢化が進んでおり、この２０年間で高齢者人口は２．４倍に倍増している。 
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         沿海地方の人口の推移(１９２６～８９年) 

総人口 都市人口 農村人口 年 

千人  千人 割合  千人 割合 

1926 639 100 173 27 466 77 

1959 888 100 452 51 436 49 

1970 1381 100 928 67 453 33 

1979 1978 100 1499 76 479 24 

1989 2258 100 1749 77 509 23 

  
次に、沿海地方の民族構成について触れておこう。９０もの民族が存在して

いるものの、ロシア人の割合は８７パーセントを占め、その他の民族を圧倒し

ている。民族分布を見ると、傾向としては農村にウクライナ人とベラルーシ人、

都市にドイツ人、タタール人、ユダヤ人、朝鮮人が住んでいる。極東地方の原

住民であるナナイ人、ウデゲ人、オロッコ人、エヴェン人、オロチ人などの少

数民族は全人口の１パーセント以下であり、年々減少傾向にある。 
 
第２節 沿海地方の立法・行政機構 

１．沿海地方の地位 

 沿海地方はロシア連邦を構成する８９の「連邦主体」の一つであり、行政上

の中心都市はウラジオストク市である。沿海地方は極東地方のその他の連邦主

体と同様に連邦を構成する単位であるが、沿海地方の憲章に明記されているよ

うにその地位はその他の連邦主体と平等である。先に指摘したようにサハリン

州憲章にはこの点についての規定が盛り込まれていないのにたいして、沿海地

方憲章には以下のように明記されている。「沿海地方は、ロシア連邦を構成する

その他の連邦主体と徹底的に同等な主体である」（沿海地方憲章第 1 条）。 
このように沿海地方が自己の地位を、その他の連邦主体と対等に考えようと

している姿勢は、憲章の以下の内容からも明白である。「その他の連邦主体がど

のような憲章を有しているかどうかに関係なく、沿海地方はロシア連邦のその

他の連邦主体と同等の権利を有する」（沿海地方憲章第 1 条）というのである。 
 ロシア連邦内には、連邦主体の名称として「共和国」「州」「地方」「市」など

がある。ソ連邦の崩壊後にロシア国内の共和国の多くが、州などの連邦主体よ

りも権限を拡大しようとし、共和国憲法のなかに民族自決権や主権の確立を謳

った。ロシア極東地方の共和国の動向については後述のサハー共和国で紹介す

るが、８９の連邦主体のなかでも共和国の地位が突出し、その他の連邦主体と

の間で地位の不均衡が生じた。共和国はロシア連邦にありながら州などの連邦

主体とちがって国家主権を有し、その地位は連邦内にあって大きな権限をもつ
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というのである。 
 このような共和国の動きのなかで、沿海地方は共和国との対等な権限を宣言

したものである。極東地方にかぎって見れば、サハー共和国が共和国憲法で主

権を宣言していようとも、その内容に関係なく、共和国と沿海地方の地位は対

等というのである。 
 さらに、沿海地方はロシア連邦の構成主体であることを沿海地方憲章のなか

で明記している。沿海地方は「ロシア連邦から切り離せない一部であり、ロシ

ア連邦の構成から離脱する権利を有しない」と明記されている。沿海地方はロ

シア連邦の構成体であることを自己規定しているのであるが、サハリン州憲章

はこの点を明記しておらず、両者は同じロシア極東地方にあって対照的である。 
 
２．沿海地方知事 

 サハリン州では州知事の権限が立法議会よりもかなり大きいことを指摘した

が、沿海地方でも同様な傾向がある。知事に実質的な権限が付与されており、

彼を中心に行政・立法機能が形成されている。以下では、知事の選出、権限に

ついて紹介しよう。 
 沿海地方知事は、沿海地方において「国家権力を行使する最高役職者」（沿海

地方憲章第５２条）である。沿海地方はすでに指摘したように連邦を構成する

主体であり、そのかぎりでロシア連邦を構成する主権を有しない国家である。

その国家としての連邦国家権力を行使する最高指導者が知事ということである。

知事は、「沿海地方の執行権力を組織し、その長を務める」（沿海地方憲章第５

２条）ことになり、「ロシア連邦、その他の連邦主体、地方自治体、そのほかの

行為主体との関係において沿海地方を代表」（沿海地方憲章第５４条）する。つ

まり、知事は沿海地方の顔ということである。 
 その知事の任期は４年であり、二期以上を務めることはできない（沿海地方

憲章第５３条）。二期以上の再任は禁止されているが、解釈上は一期でも間に別

の人が知事の職にあれば、再び選挙で当選すれば、知事のポストに就くことは

可能である。知事の被選挙権は３０歳以上の「ロシア国民」に付与される（沿

海地方憲章第５３条）。 
このようにロシア国民というのが資格要件となっているが、後述のサハー共

和国大統領の被選挙権要件ではロシア国民ではなく「サハー共和国民」となっ

ている。このような沿海地方の規定は憲章のなかで、どこまでもロシア連邦の

構成体であることを貫いていることから派生しているのである。 
 次に、知事の解職に移ろう。沿海地方憲章には、知事解任要件として１０項

目が記されているが、実際に重要な要件は２点にしぼられる。一つ目は沿海地

方立法議会の不信任表明にともなう解職であり、もうひとつはロシア大統領に

よる解職である。立法議会の不信任による解職の手続きについては後述するが、

ロシア大統領による解職は大きな問題を孕んでいる。有権者によって直接選出
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された知事を、ロシア大統領が解任することができるのである。沿海地方はロ

シア連邦を構成する主体であり、連邦行政機構の一部であると考えるならば、

知事は連邦大統領に従属するのは当然である。しかも沿海地方が連邦主体であ

り、連邦からの離脱権を否定していることを考えると、沿海地方にとってロシ

ア大統領の権限は絶対的に映るのかもしれない。 
しかし他方で、知事は沿海地方の有権者の意思を代表しており、どこまでも

有権者に拘束されるべきだという考えもある。有権者によって選出された知事

を、大統領の権限で解任されるというのは、大統領の越権行為と認識すること

も可能である。さらに問題は、大統領と沿海地方の有権者の思惑が対立した場

合である。大統領が解任したいと思う知事を、住民が支持するケースも想定さ

れる。両者の思惑が対立し、矛盾が先鋭化した場合、どのような方法で問題を

解決するのか、その方法については沿海地方憲章のなかにはなにも触れられて

いない。 
 この問題は、知事にたいする有権者による解職問題にもかかわる。たとえば

サハリン州憲章には有権者による解職が含まれているが、沿海地方憲章には盛

り込まれていない。有権者はいったん知事を選出したら、知事は有権者から任

期中の委託を受けたことになる。それだけに、その知事が大統領によって一方

的に解任されるようなことがあれば、有権者と大統領の対立は先鋭化する可能

性が高く、したがって知事と大統領の関係は沿海地方における政治変動の重要

な要因のひとつである。 
 つぎに知事と立法議会の関係を考えるにあたって、議会の不信任表明につい

て触れておく。立法議会が知事に不信任を表明できる要件は、沿海地方憲章の

なかに５点が記されている。内容を要約すれば、知事がロシア憲法と法律、ロ

シア大統領令、沿海地方憲章と法律に抵触するような決定を行い、その違法性

を裁判所が認定し、しかもその裁判所の判決があってから一カ月以内に知事が

その決定を改めない場合、沿海地方立法議会の議員定数三分の一以上の議員が

知事への不信任を発議することになる。その不信任案が採択されるには、議員

定数三分の二以上の賛成が必要である。知事の政治決定が明らかに法令に違反

している場合をのぞき、一般的にいえば法令の解釈によって知事の違法性の議

論は微妙に分かれる。そうしたなかで多様な解釈を押し切って知事の違法性を

確定し、退陣に追い込むのは現実にはむずかしいと考えられる。 
ここで、沿海地方知事の専権事項を見てみよう。一般的な職務としては、法

令に基づいて沿海地方の政治、社会、経済の発展のための基本政策を作成、実

施する。必要に応じて、知事は決定を採択できる。また、立法議会において年

次教書を発表しなければならない。このように知事の専権事項については、憲

章で多くの点が列挙されているが、もっとも重要な点は法案提出権を有してい

ること、そして立法議会の法令を拒否する権限をもっていることであろう。 
後者の権限について説明するならば、立法議会で採択された法律の採択日か
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ら７日以内に知事に送付される。知事に異議がない場合、知事は法律に署名し、

発効することになる。もし知事が法令を拒否した場合、議会は再度審議し、議

員定数三分の二以上の賛成があれば、知事の同意が得られなくても効力を発す

る。三分の二以上という規定は出席議員ではなく議員定数であり、現実的な問

題として絶大な権限を有する知事が拒否した法律を三分の二以上の賛成で可決

するのはほとんど不可能に近い。議会は現実には知事の追認機関になっており、

さらに知事は議会における法律の採択を全力を挙げて阻止するであろうし、議

員のなかには不要な政治的対立を回避したいという思惑がはたらくからである。  
 
知事：ダリーキン・セルゲイ 
生年月日：１９６３年１０月９日 
出身地：沿海地方ボリショイ・カーミン市 
最終学歴：１９９９年極東国立経済ビジネス・アカデミー 
専門：海上交通、財政経営 
経歴：ウラジオストク商業港港湾労働者を経て、１９８９年株式会社「ダリリズン

グ」の副支配人、１９９１年に「ロリス社」を創設。 
初当選：２００１年６月１７日に沿海地方知事に選出される。得票率は有権者の４

０．１７パーセント 
 
３．沿海地方政府 

 沿海地方における最高執行権力機関は、沿海地方政府である。その長は先に

述べたように知事であり、かれは知事就任から３０日以内に政府の部局と役職

者の人事政策に着手し、その案を沿海地方立法議会に提出する。 
沿海地方憲章に記されている役職者とは、第一副知事、財政担当の副知事、

沿海地方の財政を執行する管理機関長、沿海地方財産を管理する財団理事長で

ある(沿海地方憲章第６２条)。知事はこれらの役職者の活動を監督し、役職者が

不適切な命令を発した場合、その効力を停止することができる。役職者の就任

に立法議会の承認が必要である以上、役職者たちは議会に責任を負っている。

議会は役職者に不信任を表明することができ、それが可決された場合には役職

者は知事の同意なくしてその職をただちに解任される。 
沿海地方には第一副知事を筆頭に８人の副知事がいる。かれらは１１の局、

１２の部、1５の委員会、３つの課を担当する。局としては「保健局」「国際協

力・地域発展・投資局」「住宅・公共サービスと燃料資源局」「漁業局」「社会発

展局」「交通・郵便局」「農業経営と食糧局」「経済安全局」｢法律局｣がある。 
部としては「簿記・会計部」「総務部」「国家サービスと人事部」「文書部」「住

民登録部」「文化部」「森林総合部」「社会発展予想と情報部」「住民社会保障部」

「企業支援部」「市民防衛と非常事態管理部」「組織部」がある。 

委員会としては「道路整理委員会」「情報化委員会」「建築・建設委員会」「世
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論研究委員会」「天然資源委員会」「工業委員会」「燃料・エネルギー総合対策委

員会」「商業と消費者権利擁護委員会」「労働と地政学委員会」「旅行委員会」「国

有財産管理委員会」「体育文化とスポーツ委員会」「価値形成とその管理委員会」

「新聞・情報委員会」「経済発展委員会」がある。課としては「表彰課」「公文

書課」「動員課」がある。 
 
            沿海地方行政府の役職者 

・知事 ダリーキン・セルゲイ 電話(4232) 22-38-00 
 ・副知事  

第一副知事 コスチェンコ・アレクサンドル 電話(4232) 22-37-93  

副知事 ポポフ・ユーリー 電話(4232) 22-57-55 
副知事 イヴァーノフ・イーゴリー 電話(4232) 22-37-28 
副知事 ペレドリーン・セルゲイ 電話(4232) 22-38-04   
副知事 ヴェレルニコフ・ヴラジーミル 電話(4232) 22-18-85 
副知事 リフォイダ・ユーリー 電話(4232) 22-24-02 
副知事 トクレンコ・ゲンナージ 電話(4232) 22-37-28 
副知事 コロリョフ・ニコライ 電話(4232) 22-23-52 
副知事 ゲリツェル・ボリス  
事務局長 メリニコフ・オレク 電話(4232) 22-09-88 

  
４．沿海地方立法議会 

 沿海地方の最高立法機関は、立法議会である。議員定数は３９人で、任期は

４年である。改選後に立法議会が活動を開始する条件としては議員定数三分の

二以上の議員が選出されることであり、その条件が満たされた時点から３週間

以内に沿海地方知事によって第一回本会議が開催される。 
 本会議は公開が原則で、審議内容に応じて非公開も可能である。その場合で

も、知事と検事長は出席できる。本会議臨時会は知事、議会議長、議院内委員

会議長、議員定数三分の一以上の議員発議で開催される。議会の任期満了前の

解散は、議員定数三分の二以上の賛成で実現し、三カ月以内に選挙が実施され

る。 
 立法議会の専権事項については、沿海地方憲章に４０項目が記されている。

主要な権限は、以下の通りである。 
１．憲章、法律の採択、修正、補充 
２．協定と条約の批准 
３．沿海地方予算の承認 
４．沿海地方国有財産の売却、利用、所有にかんする法律の採択 
 議員定数はすでに述べたように 3９人であるが、その全員が常勤というわけで

はない。議長と副議長をはじめとして 15 人が常勤議員として活動しており、残
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りの 14 人は議員活動とは別に本職を持っている。14 人は本会議や所属する議

院内委員会が開催されるときに勤務し、この意味でかれらは議員といっても専

門職ではない。いわばアルバイトのような議員は、ソ連時代のソビエト（立法・

行政機関）でも見られた。ソビエト代議員の地位は名誉職のように見られ、そ

れだけに住民活動はほとんど行っていなかった。現在の沿海地方立法議会議員

においても、非常勤議員に大きな期待はできず、立法議会の形骸化を浮き彫り

にしている。 
 
          沿海地方立法議会常勤議員名簿 
 ○議長  ソプチューク・セルゲイ(２００２年６月に就任) 
 ○副議長 ブシュカリョーフ・イーゴリ(２００２年６月に就任) 

○議員  ドゥードニク・セルゲイ ○議員  ジェコーフ・セルゲイ 
 ○議員  ジュラフスキー・ミハイル ○議員  クセンズーク・ヴラジーミル 
 ○議員  クルートヌィフ・イーゴリ ○議員  クズーチ・アレクサンドル 
 ○議員  リセンコ・ゼンナージ ○議員  ロゴボイ・イヴァン 
 ○議員  リバルキン・ユーリー ○議員  シロチェンコ・タチヤーナ 
 ○議員  ウマネッツ・ボリス ○議員  チェルノウソヴァ・タチヤーナ

○議員  ユスポーフ・アザート  
 
 沿海地方立法議会内には、六つの委員会が設置されている。議員の全員が委

員会に所属しており、議論を交わし、ときにはその内容を法案として議会に提

出することができる。委員会とその議長は、以下の通りである。「財政・税政策

と財源にかんする委員会」(議長、セレブリャコフ・ユーリー)「経済政策と所有

にかんする委員会」(議長、ゴストリー・アナトーリー)「地域政策と法律にかん

する委員会」(議長、ヒジンスキー・ヴラジーミル)「食糧政策と供給にかんする

委員会」(議長、シドレンコ・セルゲイ)「社会政策と市民の権利擁護にかんする

委員会」(議長、イリーナ・ヴェロニーカ)「立法議会の審議規定、議員倫理、活

動組織化にかんする委員会」(議長、スミルノフ・ユーリー)。 
 
５．地方自治 

 沿海地方には１２の市、２０の地区から構成される地方自治体がある。自治

体の人口としてもっとも多いのは、６３万４０００人のウラジオストク市であ

る。つぎに多いのはナホトカ市の 1６万４０００人、ウスリースク市の１６万１

０００人である。沿海地方の主要自治体はこの３つの市であり、これらの都市

に人口が集中している。 
各自治体は権限や行政・立法制度などを盛り込んだ自治体憲章を採択できる。

自治体は独自に権限や機構を制定できるが、ただし一定の制約はある。沿海地

方憲章によれば、各自治体は必ず「代議機関」を設置することが義務づけられ
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ている(沿海地方憲章第６９条)。代議機関の名称は１９９６年に採択された沿海

地方地方自治法によれば、「委員会」「ドューマ(議会)」「会議」が選択肢として

可能であり、議員定数は５人から２５人の幅で認められている。 
自治体のなかでも「市」は上記の代議機関の設置が義務づけられているが、

人口が５０００人以下の小さな自治体については代議機関にかわって、住民が

直接参加する「住民集会」または「協議会」を設置することができる。「住民集

会」については全住民の半数以上、「協議会」については三分の二以上の参加が

開催の条件となっている(沿海地方地方自治法第２４条)。 
自治体の長は市長、または区長であり、住民による直接的な選挙でえらばれ

る。ただし、人口が５０００人以下の自治体では、長は１８歳以上の地元住民

のなかから「住民集会」または「協議会」で直接選出される。長の選挙は代議

機関の議長によって実施が決定され、長は代議機関のメンバーを兼任する(沿海

地方憲章第２６条)。執行機関の長は、代議機関の構成メンバーとなれるのであ

る。 
自治体の境界線の変更には、自治体の地元住民の同意が必要であり、住民投

票の実施を課しているところもあれば、自治体の代議機関の承認で可能とする

自治体もある。沿海地方は周辺諸国と領土問題を抱えていないので、自治体の

帰属問題はもちあがっていない。 
 地方自治体の専権事項については、沿海地方憲章に１２事項が記されている。

重要な事項とてしは、地方税を独自に設定することができる。つまり独自財源

が認められているのである。また、自治体所有の財産を自分たちの権限で処分、

利用できる。 
沿海地方憲章によれば、「地方自治の権限は、国家権力機関の一方的な手続き

によって廃止、または制限されない」と明記されている。そのうえで、住民と

自治体役職者が国家権力機関によって地方自治権が侵害された場合には、裁判

所に提訴できる権利が付与されている(沿海地方憲章第７５条)。このような自治

権を基盤に、地方自治体と沿海地方との関係が構築される。沿海地方政府は沿

海地方の法律に基づいて、国家権限の一部を自治体に譲渡することができ、自

治体は沿海地方政府にたいして付与された権限を行使するための物質的な保障

を受けられる。 
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         沿海地方の地方自治体 

自治体名 人口 自治体名 人口 
○市    
アルセニエフ市 71,000 人 アルテム市 69,000 
バリショイ・カーメン市 80,000 ヴラジオストク市 634,000 
ダリネゴールスク市 50,000 ダリネレチェンスク市 50,000 
レサザヴォツク市 45,000 ナホトカ市 164,000 
パルティザンスク市 49,000 フォーキノ市  
スパスーク・ダーリニー市 61,000 ウスリースク市 161,000
○地区    
アヌチンスキー地区 50,000 ダリネゴールスク地区  
ダリネレチェンスク地区 32,000 カヴァレローフスキー地区  
キーロフ地区 16,000 ラゾーフスキー地区  
ミハイロフスキー地区  ナジョージジンスキー地区  
オクチャーブリ地区  パルチザン地区  
ポグラニーチヌィ地区  ポジャールスキー地区  
スパスキー地区  テルネイスキー地区   
ハンカイスキー地区  ハサン地区  
ホロリスキー地区  チュグエフスキー地区  
シコトフスキー地区  ヤコヴレフスキー地区 

 

第３節 沿海地方の予算 
 ２００１年の沿海地方予算を見てみよう。歳入総額が１００億８７０９万３

０００ルーブル（約３３３億６０００万円）にたいして、歳出総額は９７億４

４７３万１０００ルーブルである。沿海地方の予算規模は、たとえばサハリン

州予算の３倍であり、ハバロフスク地方とほぼ同程度であるが、サハー共和国

の三分の一である。 
おもな歳入項目では、「税収」が３４億２７７万２０００ルーブルで、歳入総

額の３３．７パーセントを占めるにすぎない。つまり、歳入の半分を大きく切

っているのである。これとは対照的に税外収入は６３億９２２７万ルーブル、

歳入総額の６３パーセントを占める。税収３４億２７７万２０００ルーブルが

歳出総額９７億４４７３万１０００ルーブルに占める割合は３４．９であり、

税収が歳出をまかなえる割合は三分の一ほどである。 
歳入で注目すべき点は、連邦政府からの「移転資金」は２億９２０５万１０

００ルーブルで、歳入に占める割合はわずか２．８パーセントである。移転資

金の歳出に占める割合では、２．９パーセントにすぎない。サハリン州では３

０パーセントを超えており、その他の連邦主体でも二割程度を占めていること
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を考えれば、沿海地方が連邦政府に資金的に依存していない実態が明らかにな

る。 
つぎに、歳出項目を見てみよう。歳出のもっとも多いのは「工業・エネルギー・

建設関連費」の７０１万５０００ルーブル、「交通・道路・通信・情報」の５２

８万８０００ルーブルが続く。 
注目点としては内務関連の歳出が多いことである。沿海地方は中国、北朝鮮

と国境を接しており、密輸が頻発している。それを取り締まるための経費が、

その他の連邦主体よりも多く歳出されている。 
 
 

２００１年予算(単位は千ルーブル) 
 計画 歳入額 充足率     

連邦政府からの

移転資金 
292,051 291,376 100 

税収総額 3,402,772 3,235,037 95 
 物品税、消費税 553,885 465,871 84 
 所得税 2,109,179 1,948,620 92 
 企業財産税 376,690 402,825 107 
 天然資源利用料 187,380 237,554 127 
 総合税  175,638 171,978 98 

 その他(関税等)  8,189  
 税外収入 6,392,270   

歳入総額 10,087,093    
    資料、沿海地方立法議会決議第１１７文書(２００２年６月７日採択) 



38

 
２００１年予算(単位は千ルーブル) 

歳出項目 歳出額 充足率 
○法秩序活動と国家安全   
内務機関関係 
犯罪取締り総合計画 
麻薬取締り計画 
火災消火活動費 
火災予防対策総合計画 

1,449 
1,153 

296 
100 
100 

45.1 
55.6 
25.9 
19.2 
19.2 

  総計 1,549 41.5 
○工業・エネルギー・建設   
建設・建築 
総合計画「水道水の整備」 
総合計画「母子の健康増進」 
農業促進と農地整備 

7,015 
1,225 
2,561 
3,229 

32.6 
29.7 
34.6 
32.3  

  総計 7,015 32.6 
○交通・道路・通信・情報   

情報化整備総合計画 5,288 58.8 
  総計 5,288 58.8 
 歳出総額 9,744,731  

 
第４節 沿海地方の政治状況 

 
 サハリン州がファルフトジーノフ知事のもとで安定した政治状況を確立して

きたのにたいして、沿海地方の不安定な政治状況はロシア全土に知れわたって

いる。その不安定な状況を生んだ主役は、１９９３年から７年間知事を務めた

ナズドラチェンコである。 
 事のはじまりは、１９９３年春であった。当時の沿海地方立法機関であった

「沿海地方ソビエト」の議員の大部分が、「赤い支配人」という院内会派を結成

していた。いわゆる旧ソ連体制下の国営大企業の支配人であったり、またはそ

の利益を代表していたりしたのである。赤い議員たちは沿海地方の企業経営に

たいする支配力を強化するために、当時の知事であったヴラジーミル・クズネ

ツォフの解職を迫り、１９９３年春にかれは職を追われることになった。 
 エリツィン元大統領は新しい知事を提案したが、結局、議員たちが推薦する

ナズドラチェンコが同年５月に知事に就任した。補足になるが、ナズドラチェ

ンコ知事は同年１０月にモスクワで生じた「エリツィン」対「保守派」の抗争

では後者を支援した。１９９４年に入ると、新しい沿海地方議会選挙で「赤い

支配人」に属する議員たちの大部分が当選し、ナズドラチェンコ知事を支持す
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る基盤を立法府において築くことになった。 
ナズドラチェンコ知事は自分の王国をつくろうとするのであるが、その最大

の障害がウラジオストク市長のヴィークトル・チェレプコーフの存在であった。

行政中心地のウラジオストク市長は、ロシア憲法に基づいて地方自治を打ち出

すのであった。さらには、１９９７年夏に沿海地方知事代理としてヴィークト

ル・コンドラートフが送り込まれ、エネルギー危機問題を理由にナズドラチェ

ンコの解任を模索する動きを示した。連邦政府を巻き込んだ政争のすえ、コン

ドラートフが身を引くことで決着した。 
 エリツィンと対立することの多かったナズドラチェンコは、プーチン政権の

誕生と同時に、連邦政府との関係修復に乗り出した。１９９９年１２月のロシ

ア連邦議会国家会議の選挙では、当時首相の与党「プーチン党」の支援を唱え、

同時に実施された知事選挙でもかれは再選をはたした。その当時、選挙の集計

に不正があったといわれたが、当時連邦政府はその不正には目を閉じた。２０

００年になると、クレムリンで沿海地方指導部の責任問題が浮上し、２００１

年１月３１日に沿海地方を訪問したプーチン大統領は「地元行政府は知事選挙

で住民の信頼を得ていない」と明言した。同年２月５日、プーチンと電話会談

をおこなったナズドラチェンコ知事は辞任を発表した。 
２００１年６月に実施された沿海地方知事選挙では、新人のダリーキン・セル

ゲイが得票率４０．１７パーセントで当選した。ナズドラチェンコ辞任につい

ては、連邦政府の勝利であり、今後は極東連邦管区大統領全権代表であるコン

スタンティン・プリコフスキーの支配が強化されると予想されている。 
 
第５節 中央との関係 

 
 沿海地方と連邦政府の関係については、沿海地方憲章第３節に記載されてい

る。それによれば、枠組みとして両者の権限は「連邦の専権事項」「沿海地方の

専権事項」「連邦政府と沿海地方の共同権限」に区分けされる。 
 まずは沿海地方の専権事項として１３項目があげられているが、重要なのは

以下の３点であろう。一つ目は「沿海地方国家権力機構の制定」である。沿海

地方国家権力機構が連邦の法律に基づくのはいうまでもないが、独自の判断で

形成できる。沿海地方国家権力機構はロシア憲法によれば、連邦機構の一部で

あり、しかも連邦に組み込まれているので、厳密にいえば連邦主体が勝手な制

度を構築することはできないはずである。それなのに、連邦の法律という制約

はあるものの、かなり自由に制定できるのである。 
 二つ目の重要な専権事項であるが、「沿海地方国有財産の管理と処分」である。

沿海地方は国有財産を有し、その管理と処分は自由にできるというのである。

具体的にどんな国有財産を有することができるかが大きな問題であり、特に天

然資源の所有は沿海地方の財源にかかわっている。国有財産の特定については、



40

沿海地方憲章では特に触れられていない。三つ目は、沿海地方の独自財源の制

定である。連邦との関係である程度の自立性を確保するには、独自財源の特定

は不可欠な要件である。つまり、沿海地方国家権力は連邦機構の下部機関であ

り、財政的にも連邦政府に完全に従属していれば、まったく自由な裁量権はな

いことになる。 
 このように沿海地方は、ロシア憲法が規定する「連邦政府‐連邦主体」の従

属関係と比較すれば、大きな自立性を打ち立てている。この観点をさらに鮮明

に推し出しているのは、以下の叙述である。「専権事項にかんして沿海地方国家

権力機関は、法律と法令の採択を含めて、自主的に法的統制を実現することが

できる。連邦の法律と、専権事項にかんして採択された沿海地方の法律、法令

の間で対立が生じたときには、沿海地方の法律と法令を優先する」（沿海地方第

２８条）。 
 この規定は、まさに沿海地方における連邦政府との関係を雄弁に語っている

と同時に、自己矛盾も露呈させている。連邦と沿海地方の法律が対立した場合、

沿海地方の法令を優先するというのである。逆にいえば、連邦の法律が沿海地

方に不利益を生む可能性がある場合、沿海地方は独自の法令を制定し、連邦に

たいして抵抗することができる。自分たちの採択した法令を盾に、沿海地方の

利益を擁護できるのである。他方で、沿海地方は憲章の序文で連邦の構成体で

あると明記し、連邦からの離脱権を否定している点についてはすでに指摘した。

沿海地方は連邦への忠誠を掲げているのであるが、他方で沿海地方の専権事項

については独自性を優先している。一般論としては連邦に従属する形を整え、

個別の問題では沿海地方の自立性を確保するのが沿海地方の思惑なのであろう。 
 
第６節 対外関係 

 
沿海地方が独自に対外経済活動を開始したのは、1９８８年以降である。企業

が自由に諸外国の企業を相手に貿易することが認められたからであるが、沿海

地方がもっとも注目を浴びたのは、１９９０年に三つの経済構想が持ち上がっ

たときである。 
一つ目の経済構想は、ナホトカ市を「経済特区」に指定する計画である。１

９９５年１月には４６９件の外国企業が登録され、投資額は２億２０００万ド

ルに達した。アメリカと韓国の企業の進出が著しく、１９９７年にはソウル市

で「ロシアと韓国の総合協定」が締結された。 
二つ目の経済構想は、閉鎖都市であったウラジオストク市を開放し、沿海地

方の南部を経済特区にする内容である。これには「大ウラジオストク構想」と

いう名称がつけられ、このなかには４市(ウラジオストク市、ナホトカ市、アル

チョム市、パルティザンスク市)と６地区(パルティザンスク地区、ハサン地区、

シコトフスキー地区、ナジェージェンスキー地区、ウスリースク地区、オクチ
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ャーブリ地区)が含まれた。この構想を支援したのが日本の新潟県、石川県、富

山県であり、シベリア・極東地方を東アジアと結ぶ拠点となることが期待され

た。 
沿海地方が諸外国と政治・文化交流を本格的に開始したのは、この「大ウラ

ジオストク構想」がもちあがった頃である。これ以前はナホトカが唯一の拠点

で、ベトナム、中国、日本との関係に限定されていたのにたいして、オースト

ラリア、インド、韓国、アメリカ、フィリピンとの関係が新たに結ばれた。１

９９７年には、ウラジオストク、ナホトカ、ウスリースクに日本を含む外国７

６社の支店が開設された。 
三つ目の経済構想は、「トゥマンガン構想」である。チャンチューニ市を拠点

に、韓国、朝鮮民主主義人民共和国、中国、モンゴルとの密接な対外関係を樹

立することをめざすプランである。 
１９９０年以降三つの経済構想があったが、もっとも取引高が大きかったの

は１９９２年前半である。つまりソ連邦の崩壊直後であり、外国から沿海地方

にたいする期待がもっとも高かったときである。主要貿易相手国は中国であり、

今日でも第１位を占める。 
貿易統計は、１９９９年第一四半期が最新のものであるが、通関実績で２億

８１１０ドル、前年同時期比で３４パーセントの増加となっている。貿易相手

国の９９パーセントが近隣諸国であり、先の中国をはじめとして韓国、北朝鮮、

さらには旧ソ連諸国の主要６カ国、ウクライナ、カザフスタン、ウズベキスタ

ンなどの諸国が大部分を占めている。ただし、旧ソ連諸国との割合は年々減少

している。 
 輸出品目では三分の一以上を原材料が占め、魚、海産物、材木、非鉄金属、

非鉄金属と黒色金属のスクラップが中心である。輸入品目では、食料品、食材、

電化製品、工作機械が多い。 
 他方で合弁企業では、１９９９年現在で８０カ国との間で総数３４０社が創

設されている。この数字は５年前の 1９９４年の６４７社と比較すると、半減し

ている。沿海地方における合弁活動は、衰退傾向にあるといえる。相手国とし

ては、多い順番に日本、韓国、中国、アメリカである。合弁企業でも外国企業

が主体となった企業は３３社あり、そのほとんどが日本、韓国、アメリカであ

る。これらの合弁企業の半数が商業とレストラン関係であり、四分の一が工業

製品、残りはコンピューター関連、建設、ホテル、観光である。 
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第４章第４章第４章第４章    ハバロフスク地方の地方自治制度ハバロフスク地方の地方自治制度ハバロフスク地方の地方自治制度ハバロフスク地方の地方自治制度    

 
第１節 概要 

１.自然環境 

 ハバロフスク地方はロシア連邦の構成主体のなかでは広大な面積を有してい

るほうに分類され、総面積は７８万８６００平方キロメートルである。この広

さはロシア連邦の４．５パーセント、ロシア極東の１２．７パーセントを占め

ている。領土は南北に１８００キロメートル、東西にもっとも広いところで７

５０キロメートルにわたる。 
モスクワ市からは、８０００キロメートルの地点にある。日本海とオホーツ

ク海に接しており、海岸線は３３９０キロメートルに及ぶ。ハバロフスク地方

の地形は全土の四分の三が山地であり、その標高は低いところで５００メート

ル、もっとも高い山は２５００メートルに達する。 
 ロシア極東のほぼ中央に位置しているハバロフスク市は交通の要所であり、

ロシア国内や旧ソ連諸国をはじめとするアジア太平洋諸国、さらには西欧諸国

との航空路が開設されている。 
ハバロフスク地方の気候は基本的にはモンスーン型であり、冬は寒く、南部

の平均気温がマイナス２２度であるのにたいして、北部はマイナス４０度まで

下がる。夏は湿気が高いのが特徴である。平均気温は、南部は２０度、北部は

１５度である。 
 
 ２.人口と民族 

 ハバロフスク地方の総人口は２００２年１月現在、１４８万５８００人であ

る。その人口はロシア連邦の全人口の１．０パーセントを占め、平均年齢は、

３５．８歳。人口の推移であるが、１９９２年をピークに減少に転じており、

その原因はハバロフスク地方外への流出と自然減によるところが大きい。 
 人口密度は１．９人で、ロシア全土の平均の四分の一にすぎない。都市住民

は全人口の８０パーセント以上を占め、もっとも人口が多いのはハバロフスク

市の６０万５００人であり、ロシア極東ではウラジオストク市についで多い。

第二の都市は、２８万６７００人のコムソモリスク・ナ・アムーレ市である。 
 つぎに民族構成であるが、ロシア人が８６．４パーセントを占めている。つ

ぎにウクライナ人の６．１パーセント、北方少数民族の１．５パーセント、ベ

ラルーシ人の１．１パーセント、タタール人の１．０パーセントである。先の

北方少数民族には、ナナイ人(アムール川下流にすむウラルアルタイ族)の１万５

００人、ズヴェンキ人の３６００人、ウリチ人の２７００人、ニヴヒ人の２４

００人、ズヴェン人の１９００人が含まれている。 
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     表 ハバロフスク地方の人口分布と人口密度(２００２年１月１日現在) 

地区名 住民数 
(単位は千人) 

人口密度 
１平方キロメートル当たりの人数 

アムール地区 80.2 4.9 

アヤノ・マイスキー地区 3.6  0.02 

ビキンスキー地区 26.9 10.8 

ヴァニンスキー地区 46.7 1.8 

ヴェルフネブレインスキー地区  32.8 0.5 

ビャゼムスキー地区 28.6 6.6 

コムソモーリスキー地区 29.0 1.2 

ラゾォ地区 57.6 1.8 

ナナイスキー地区 21.7 0.8 

ニコラエフスキー地区 47.2 2.7 

オホーツキー地区 14.3  0.09 

オシペンコ地区 7.5 0.2 

ソビエト・ガヴァンスキー地区  51.4 3.3 

ソールネチヌィー地区 39.8 1.3 

トゥグロ・チュミカンスキー地区  2.5  0.03 

ウリチスキー地区 27.0 0.7 

ハバロフスク地区 81.8 2.7 

 
 
第２節 ハバロフスク地方の立法・行政機構 

１．ハバロフスク地方の地位 

 ロシア連邦内でのハバロフスク地方の地位については、ハバロフスク地方憲

章に明記されている。それによれば、ハバロフスク地方は「ロシア連邦主体で

あり、ロシア連邦から切り離すことができず、しかもロシア連邦の構成から離

脱する権利を有しない」と定められている。ハバロフスク地方はロシア連邦の

構成主体であると同時に、連邦離脱の権利を否定している。 
そのうえでその他のロシア連邦主体との地位にかんする関係では、「平等な権

利を有する」と規定されている（ハバロフスク地方憲章第２条）。ロシア連邦内

には共和国や州などの名称の連邦主体があるが、共和国のなかには州よりも大

きな権限を有すると宣言しているところがある。ハバロフスク地方憲章では、

そのような共和国と平等であると記しているのである。ただし、その記述は沿
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海地方ほど徹底していない。沿海地方憲章には、「そのほかの連邦主体がどのよ

うな憲章を有しているかどうかに関係なく、沿海地方はロシア連邦のその他の

連邦主体と同等の権利を有する」（沿海地方憲章第 1 条）が記されている。だが、

ハバロフスク地方憲章には同様な規定は盛り込まれていない。 
 つぎにハバロフスク地方の地位の変更では、連邦政府によって一方的に押し

つけられるのではなく、ハバロフスク地方の同意が必要である。ハバロフスク

憲章によれば、「ハバロフスク地方の地位の変更は、連邦の憲法的な法律に基づ

いて、ロシア連邦とハバロフスク地方の両者の合意を前提に可能である」と記

されている。地位の変更には名称と領土の分割、併合が含まれており、ハバロ

フスク地方の合意とは「ハバロフスク地方に居住し、投票権を有するロシア連

邦市民の国民投票による自由な意思表示」と明記されている（ハバロフスク地

方憲章第２条）。地位の変更には、ハバロフスク地方で国民投票の実施が必要な

のである。 
  
２．ハバロフスク地方知事 

 先に述べたサハリン州、さらには沿海地方と同様に、ハバロフスク地方知事

も立法議会よりも大きな権限が付与されている。知事は「ハバロフスク地方を

代表」し、知事を中心に「ハバロフスク地方最高国家権力執行機関（ハバロフ

スク地方政府）を形成」する（ハバロフスク地方憲章第３５条）。ハバロフスク

地方憲章には、「ハバロフスク地方知事はハバロフスク地方の首長であり、ハバ

ロフスク地方最高国家権力執行機関（政府）を指揮する」と規定されている（ハ

バロフスク地方憲章第３４条）。ハバロフスク地方は連邦主体であり、一つの主

権をもたない国家であり、知事はいわばその最高権力者なのである。 
 知事の選出方法であるが、ハバロフスク地方憲章には以下のように記されて

いる。「ハバロフスク地方知事は、ハバロフスク地方に在住し、連邦の法律に基

づいて選挙権を有するロシア連邦市民によって、有権者の平等を原則に、直接

選挙、秘密投票のもとで選ばれる」と記されている。知事は議会で任命される

のではなく、有権者によって直接選出されるのである。 
知事の被選挙権については「連邦の法律とハバロフスク地方の法律に基づい

て被選挙権を有するロシア連邦市民に付与される」と書かれている。被選挙権

は３０歳以上のロシア市民で、知事は「立法議会（ドューマ）議員、地方自治

体代表機関の議員を兼職する」ことは禁止されている（ハバロフスク地方憲章

３４条）。知事の任期は４年、連続して二期を限度に選出される。知事の多選は、

憲章で禁じられている。 
 つぎに、知事の解職について説明しよう。ハバロフスク地方憲章には、知事

の任期満了前の解職にかんして９つの事項が記述されている。知事の死亡、ロ

シア連邦国籍の喪失などがあるが、重要な事項は２点に限定される。一つ目は

ロシア大統領による解職であり、この事項はすでに紹介したサハリン州と沿海
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地方にも盛り込まれている。サハリン州では有権者による解職が記されている

が、ハバロフスク地方では沿海地方と同様にこの事項は認められていない。 
 つぎに、知事の解職事項で重要な事項は、立法議会（ドューマ）による知事

不信任の採択である。この要件については、そのほかの連邦主体よりも規定が

詳しく書かれている。知事がロシア憲法、連邦の法律、ハバロフスク地方憲章

と法律に抵触する命令を発表し、その違法性が裁判所で認められてから一ヶ月

以上も訂正しない場合、立法議会（ドューマ）は不信任を採択することができ

る。法律違反が明白でない場合は、立法議会（ドューマ）議員定数の三分の一

以上の議員が発案し、議員定数三分の二以上が賛成した場合、不信任が可決す

る（ハバロフスク地方憲章第３８条）。立法議会（ドューマ）によって不信任が

採択された場合、知事は直ちに辞職することになり、採択日から最大１８０日

以内に知事選挙が実施される。辞職した知事の代行を務めるのは、ハバロフス

ク地方第一副議長（第一副知事）である。 
 つぎに、知事の専権事項を見てみよう。知事がハバロフスク地方の長である

ことについては述べたが、かれの権限について詳述してみよう。ハバロフスク

地方憲章第３５条には知事の専権事項が列挙されている。それによれば、ハバ

ロフスク地方を代表する知事は｢国際関係と対外経済関係において協議する権

利を有し、ハバロフスク地方の名において協定と合意書に署名する｣ことができ

る。そのほかの連邦主体と同様に、知事は予算案を立法議会（ドューマ）に提

案する権利を有しており、その執行報告も義務付けられている。 
 以上の権限事項はそのほかの連邦主体の首長とほとんど同じであるが、ハバ

ロフスク地方知事に付与されている権限の最大の特徴は、地方自治体の長を解

任できることである。「ハバロフスク市内の地方自治体の長を除いて、地方自治

体の長を解任し、選挙日を決める」ことができる。憲章によれば、知事が解任

できるのは「長が自治体住民によって選挙で選ばれている場合に限る」と記さ

れている。さらに「地方自治体憲章で手続きが制定されていない場合、地方自

治体の長を解任したあと、選挙で選出されるまでの期間、知事は地方自治体の

長を任命する」ことができる。 
 ハバロフスク市内の地方自治体の長の解職については、ハバロフスク地方憲

章によれば知事は「解職にかんする提案をロシア大統領に行う権利を有する」

と記されているが、大統領がその提案を受けて解任できるかどうかは不明であ

る。加えて、なぜハバロフスク市内の自治体長だけが例外的に知事の解職事項

から除外されているかは明らかでない。 
だが、問題がもっと深刻なのはロシア憲法によれば、地方自治体というのは

本来、連邦国家機構と並存する制度であり、連邦機構の下部機関ではない。地

方自治体は国家機構から独立した自立機関であり、国家機関からの干渉は想定

されていない。それなのに、ハバロフスク地方では制度上、地方自治は制限さ

れており、しかも住民が直接に選出した長を知事が一方的に解任できるのであ
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る。自治体の長の解職をめぐって、知事と自治体住民の意思が真っ向から対立

する場合が想定され、その場合にどのように問題が解決されるかは明らかでな

い。 
つぎに、知事と立法議会（ドューマ）の関係について触れておこう。立法議

会（ドューマ）がロシア憲法、ロシア連邦の専権事項、ロシア連邦と連邦主体

の共同権限事項、ハバロフスク地方憲章と法令に抵触するような法令を採択し、

その違法性を裁判所が認定し、その決定を受けて立法議会（ドューマ）が法令

を修正しない場合、知事は立法議会（ドューマ）を解散できる。立法議会（ド

ューマ）の選挙は、解散日から最大１８０日以内に実施される（ハバロフスク

地方憲章第３３条）。 
 立法議会（ドューマ）の採択した法律については、1０日以内に知事に送付さ

れる。知事はその決議を拒否することができるが、立法議会（ドューマ）は議

員定数三分の二以上の賛成があれば、原案をそのまま採択できる。採択された

決議は、知事によって１４日以内に公布される（ハバロフスク地方憲章第３２

条）。 
 
３．ハバロフスク地方政府 

 ハバロフスク地方政府は、ハバロフスク地方において常設で活動する「最高

国家権力執行機関」である(ハバロフスク地方憲章第３６条)。指導部の構成メン

バーは知事(政府議長)、第一副知事(政府第一副議長)、副知事(政府副議長)、閣

僚である。政府の活動は定期的に、立法議会（ドューマ）に報告されることに

なっている。 
 ハバロフスク地方政府の専権事項であるが、それについてはハバロフスク地

方憲章のなかに７点列挙されている。法案の作成やハバロフスク地方の社会・

経済発展計画の作成・実施、連邦財産とハバロフスク地方国有財産の管理・処

分などがあげられているが、もっとも重要な権限は知事が立法議会（ドューマ）

に提出するハバロフスク地方予算案を作成すること、そして予算執行を行い、

その収支報告を準備することである。 
 ハバロフスク地方政府の権限のなかで注目すべきは、地方自治体への監督機

能が盛り込まれていることである。その具体的な内容は、以下の通りである。「地

方自治体の法令がロシア憲法、連邦の法律、ロシア連邦のその他の法令、ハバ

ロフスク地方憲章、ハバロフスク地方の法律、ハバロフスク地方のその他の法

令に抵触している場合、地方自治体、その選出機関、またはその役職者にたい

して、抵触している法律をロシア連邦の法律に基づいて修正するように提案す

る権利を有する」。 
法律間の齟齬の問題は微妙なケースが多いが、ハバロフスク地方憲章では地

方政府にその提案権を認めている。ロシア憲法では地方自治体は連邦主体と並

存する行政単位であり、その自立性が確立されている。こうしてなかで地方政
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府の地方自治体への監督業務が憲章に記載されており、ハバロフスク地方では

地方自治に一定の枠組みがはめられているといえよう。 
 
               ハバロフスク地方政府閣僚名簿 

職 名 氏 名 連絡先 

知事 イシャーエフ・ヴィクトル   

知事事務局長 カチーマ・ヴィークトル ℡(4212) 32-96-96 

第１副知事 

(ロシア政府内代表) 

チルキン・アンドレイ 

 

 

 

第１副知事全権代行者 

(経済担当) 

シールキン・ヴラジーミル 

 

svi@adm.khv.ru 

 

副知事 

(建設・エネルギー担当)

ポポフ・ヴラジーミル 

 

energy@adm.khv.ru 

 

副知事 

(工業・交通担当) 

ズラジェフスキー・セルゲイ 

 

industry@adm.khv.ru 

副知事(社会問題) チハナツキー・セルゲイ ℡. (4212) 32-75-26 

副知事 

(防衛産業部門担当) 

テヴェレーヴィチ・ヴィークト

ル 

oborona@adm.khv.ru

 

財産関係相 グローモブァ・ガリーナ kanc@adm.khv.ru 

財務相 カツーバ・アレクサンドル priem@krfd.khv.ru 

農業相 コロゴーロフ・ニコライ APK@adm.khv.ru 

経済・対外関係相 レヴィンターリ・アレクサンド

ル 

econ@adm.khv.ru

食品業・商業相 ブローフ・イーゴリ sale@adm.khv.ru 

文化相 ジュロモスキー・ヴァレーリ ℡(4212) 32-54-73 

教育相 アブーホヴァ・リュドミーラ ℡(4212) 32-53-44 

天然資源相 ポチェレーヴィン・ゲンナージ ℡(4212) 32-56-88 

保健相 サフコーヴァ・ヴァレンチーナ ℡(4212) 32-45-71 

住居エネルギー供給相 スリーフカ・ヴラジーミル ℡(4212) 32-89-02 

建設相 ヴァシーシン・セルゲイ ℡(4212) 32-66-78 

林業相 シハーレフ・ヴァシーリ ℡(4212) 32-40-23 

社会保障相 シパーノフ・レフ ℡(4212) 32-50-90 

 
４．ハバロフスク地方立法議会（ドューマ） 

 ハバロフスク地方国家権力立法機関は「ドューマ」と呼ばれており、「常設の

唯一最高の立法権力機関」である。議員定数は２５人で、任期は４年である(ハ
バロフスク地方憲章第２５条)。議員はハバロフスク地方にすむ有権者によって

直接選出され、被選挙権は２１歳以上のロシア市民である。議員は任期期間中、
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連邦国家会議議員、その他の連邦主体の議員、地方自治体代表機関の議員、自

治体の長をはじめ、その他の国家公務員、地方公務員を兼任できない(ハバロフ

スク地方憲章第２６条)。 
 立法議会（ドューマ）は議員定数三分の二以上が選出された時点で、活動を

開始する。第一回本会議は選挙日から３０日以内に招集されることが義務づけ

られており、議長は議員の互選で決められ、かれは本会議を準備、主宰する。

議長の活動を支えるために、立法議会（ドューマ）事務局が設置される。 
 立法議会（ドューマ）の主要な専権事項は、ハバロフスク地方憲章に詳細に

記載されている。それによればハバロフスク地方憲章の修正、地方予算案とそ

の執行報告にたいする承認、国有財産にかんする法令の整備、国民投票法の採

択などがある。すでに述べたが、知事にかんする事項では「ハバロフスク地方

知事不信任決議を含む、ハバロフスク地方知事の任期満了前の停止」を採択す

ることができる(ハバロフスク地方憲章第３０条)。 
立法議会（ドューマ）への法案提出権を有しているのは立法議会（ドューマ）

議員と立法議会（ドューマ）常設委員会をはじめとして、知事、ハバロフスク

地方選出の連邦議会議員、地方自治体代議機関議員である。本会議は公開が原

則であるが、本会議出席議員三分の二以上の賛成で非公開にすることができる。

ただし非公開であっても、知事、その全権代表者、ハバロフスク地方検事長は

出席できる(ハバロフスク地方立法議会（ドューマ）議事規定第１９条)。 
立法議会（ドューマ）には、四つの議会内委員会が開設されており、議員が

専門的に議論する場であると考えられている。その委員会とは、「予算・財政・

税制委員会」(議長はグローモフ・アレクサンドル議員)、「社会経済発展委員会」

(議長はユラーソフ・ニコライ議員)、「国家建設・地方自治・地域間委員会」(議
長はペトロフ・アレクサンドル議員)、「人間の権利・社会保障委員会」(議長は

ボンダレンコ・アナトーリー議員)である。 
 

           ハバロフスク地方議会常勤議員名簿 
    氏名 職位と所属委員会 電話番号 
オノプリエンコ・ユーリー 議長 32-50-27 
ツリュリーク・ニコライ 副議長 32-44-58 
バラーノフ・セルゲイ 
 

予算・財政・税制委員会 
人間の権利・社会保障委員会 

32-63-04 
 

ヴォリンツェーヴァ・オリガ 
 

社会経済発展委員会 
予算・財政・税制委員会 

32-58-46 
 

ジメレネツキー・ヴャチェスラフ 

 
予算・財政・税制委員会 
国家建設・地方自治・地域間委

員会 

32-56-60 
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ジュコーヴァ・スヴェトラーナ 

 

予算・財政・税制委員会 
国家建設・地方自治・地域間委

員会 

32-53-35 
 

イサコーフ・エヴゲーニー 人間の権利・社会保障委員会 32-49-18 

オストロフスキー・アナトーリー 

 
人間の権利・社会保障委員 
社会経済発展委員会 

31-59-40 
 

 
５．地方自治 

 ハバロフスク地方では、地方自治を実現する行政単位として、二つの市、１

７の地区がある。地方自治体の意思を表明する手段として、住民投票、集会、

会合、協議会などが盛り込まれている。住民による直接的な意思表示は例外的

な措置であり、現実には議員たちが構成する代表機関が地方自治体の意思決定

を行う。代表機関の名称は、市では「市議会（ドューマ）」、地区では「代表者

会議」である。代表機関の権限事項としては、自治体予算の承認、自治体税の

制定、自治体憲章の採択、さらには自治体の長の活動にたいする監督がある。 
地方自治体の長の名称は地方自治体によって異なり、「行政機関長 (глава 

администрации)」「市長(мэр)」｢村長(староста)｣がある。長の主要な権限とし

ては自治体経営管理の遂行、自治体予算の作成、そして予算の執行機能がある。 
ハバロフスク地方内の地方自治体代議機関議員と職員の総数は１３００人で、

その大部分は女性である。職員の年齢別構成は３０歳から５０歳までの年齢が

もっとも多く、全体の８０パーセントを占める。職員についてみれば、全職員

の８７パーセントが高等教育(大学)修了者であり、博士号取得者一人と修士号取

得者二人が含まれている。かれらの専門は技術、経済・経営である。 
 

ハバロフスク地方の地方自治体 

自治名 首長 所在地 

ハバロフスク市 ソコロフ・アレクサン

ドル 
680000, Россия, г.Хабаровск, 
ул. К.Маркса, 66 
Тел./факс (4212) 31-53-46 
E-mail:lac@mayor.kht.ru 
URL: www.khabarovsk.kht.ru 

コムソモリスク・ナ・ア

ムーレ市 
ミハレフ・ヴラジーミ

ル 
681000, Россия, 
г.Комсомольск-на-Амуре,Хабаровский 
край, Аллея Труда, 13 
Тел. (8272) 4-32-33 
Факс (8272) 4-44-19  
E-mail:city@kmscom.ru 
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ソヴェーツカヤ・ガヴァ

ニ市 
シェヴチゥーク・ヴァ

レーリー 
682880, Россия, Хабаровский край,  
г.Советская Гавань, ул.Советская,25 
Тел. (8238) 4-51-12 
Факс (8238) 4-59-39  
E-mail:adm@city.sovgav.ru 

ニコラエフスク・アムー

レ市 
ヴ ォ ツ ェ ホ フ ス キ

ー・ヴラジーミル 
682430, Россия, Хабаровский край,  
г.Николаевск-на-Амуре, 
ул.Советская,73 
Тел. (8235) 2-22-36 
Факс (8235) 2-22-48  
E-mail: admin@admin.nikol.ru 

アムールスク市 クズミーヌィフ・ゲン

ナージー 
682640, Россия, Хабаровский край, 
г.Амурск, пр.Мира,11 
Тел./факс (8242) 2-04-28 
E-mail: bobby@admin.amursk.ru 
URL: www.amursk.ru 

ビキン市 ケコチ・ゲンナージー 689980, Россия, Хабаровский край, 
г.Бикин, пер.Советский,2 
Тел. (8255) 2-10-18 
Факс (8255) 2-11-33 

アヤノ・マイスキー地区 ミトロファノフ・ヴィ

ークトル 
682470, Россия, Хабаровский край, 
с.Аян, ул. Советская,8 
Тел. 21-1-03 
Факс 21-3-42 
E-mail: sistadmin@ajn.kht.ru 

ヴァニノ地区 ムシャノヴィチ・ボグ

ダーン 
682860, Россия, Хабаровский край, 
рп.Ванино, пл.Мира,1 
Тел. (8237) 5-12-53 
Факс (8237) 5-32-25 
E-mail: root@admvan.vanino.ru 

ヴェルフネブレインスキ

ー地区 
コエ゛ローヴァ・ゾー

ヤ(首長全権代行者) 
682080, Россия, Хабаровский край, 
рп.Чегдомын, ул.Центральная,49 
Тел. (8249) 5-17-62 
Факс (8249) 5-11-87 
E-mail: olga@tgd.kht.ru 
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ヴャゼムスキー地区 パンチェンコ・アナト

ーリー 
682940, Россия, Хабаровский край, 
г.Вяземский, ул.Коммунистическая,8
Тел. (8253) 3-10-35 
Факс (8253) 3-37-35 
E-mail: vzmadmin@vzm.kht.ru 

コムソモーリスキー地区 コロムチェフ・アレク

サンドル 
681000, Россия, Хабаровский край, 
г.Комсомольск-на-Амуре, 
ул.Краснофлотская,32Б 
Тел. (8272) 4-45-17 
Факс (8272) 4-22-64 
E-mail: akr@kmscom.ru 

ラゾ地区 ゴヴォル・エヴゲニー 682920, Россия, Хабаровский край, 
рп.Переяславка, 
ул.Октябрьская,35 
Тел. (8254) 2-16-36 
Факс (8254) 2-11-65 
E-mail: admin_prs@lazo.khv.ru 

ナナイスキー地区 クロチキン・アレクサ

ンドル 
682350, Россия, Хабаровский край, 
с.Троицкое, ул.Калинина,102 
Тел. (8256) 4-13-83 
Факс (8256) 4-16-85 
E-mail: nanai-adm@trk.kht.ru 

オホーツク地区 マサリーティン・ヴィ

ターリー 
682480, Россия, Хабаровский край, 
рп.Охотск, ул. Ленина,16 
Тел. (8241) 9-14-72 
Факс (8241) 9-11-57 
E-mail: administr@oxt.kht.ru 

ポリナ・オシペンコ地区 ジェグチャレフ・ユー

リー 
682380, Россия, Хабаровский край, 
с.им.П.Осипенко, 
ул.Амгуньская,72 
Тел. (8244) 2-14-57 
Факс (8244) 2-18-57 

ソールネチヌィー地区 ボグダーノフ・ヴラジ

ーミル 
681901, Россия, Хабаровский край, 
рп.Солнечный, ул.Ленина,23 
Тел. (8246) 2-30-95 
Факс (8246) 2-24-10  
E-mail: asr@ns.kmsom.ru 
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ツグロ・チュミカンスキ

ー地区 
チェブニン・ヴラジー

ミル 
682460, Россия, Хабаровский край, 
с.Чумикан, пер.Советский,3 
Тел. 9-15-64 
Факс 9-12-00 
E-mail: sistadm@tmk.kht.ru 

ウリチスキー地区 コレスニヤク・ヴィー

クトル 
682400, Россия, Хабаровский край, 
с.Богородское, ул.30 лет Победы, 54 
Тел. (8251) 5-16-73 
Факс (8251) 5-10-74 
E-mail: 
postmaster@adminraion.bgr.kht.ru 

ハバロフスキー地区 チハナツキー・セルゲ

イ 
680020,Россия,г.Хабаровск, 
ул.Волочаевская,6 
Тел. (4212) 36-36-52 
Факс (4212) 32-92-01 
E-mail: kymi@mail.kht.ru 

 
第３節 ハバロフスク地方の予算 

 ２００１年のハバロフスク地方予算を見てみよう。歳入は１２１億１０７２

万７０００ルーブル（約４０２億円）、歳出は１０２億７６０１万８０００ルー

ブル、歳入の超過額は１８億３４７０万９０００ルーブルに達する。予算規模

をみると、サハリン州の約４倍、沿海地方とほぼ同程度であるが、サハー共和

国の約半分である。 
おもな歳入項目では、「税収」が５６億８０７９万１０００ルーブルで、歳入

総額の４６．９パーセントを占めている。税外収入は１億６１５１万７０００

ルーブルで、歳入総額の１．３パーセントを占める。税収５６億８０７９万１

０００ルーブルが歳出総額１０２億７６０１万８０００ルーブルに占める割合

は５５．２パーセントであり、税収が歳出をまかなえる割合は半分を超えてい

る。 
歳入で注目すべき点は、連邦政府からの「移転資金」は２９億９５３９万５

０００ルーブルで、歳入に占める割合は２４．７パーセントに達することであ

る。移転資金の歳出に占める割合では２９．１パーセントであり、ハバロフス

ク地方予算の歳出が連邦政府からの資金に頼っている実態が浮き彫りになる。

予算規模では沿海地方とほぼ同程度であるが、沿海地方予算では移転資金の歳

入に占める割合はわずか２．８パーセントであり、ハバロフスク地方の割合２

９．１パーセントとの間には大きな差がある。ただしすでに指摘したように、

超過歳入は１８億３４７０万９０００ルーブルで、数字でみるかぎり、移転資

金の３７パーセントは使われなかったことになる。 
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つぎに、歳出項目を見てみよう。歳出のもっとも多いのは「工業・エネルギ

ー建設費」の１８億１３８６万４０００ルーブルで、歳出総額の１７パーセン

トを占める。その理由は、特に冬季に毎年エネルギー供給が停止し、住民は暖

房のないアパートでの生活を余儀なくされる事態が頻発しているからである。

歳出項目でつぎに多いのは「社会政策費」の１３億４６０５万６０００ルーブ

ルで、歳出に占める割合は１３パーセントである。さらに「住民サービス費」

の８億６２２８万８０００ルーブルが続いている。 
 

２００１年予算(単位は千ルーブル) 
歳入項目 計画 歳入額 充足率     

税収 5,564,201 5,680,791 102.1 
利潤税 4,360,307 4,437,327 103.0 

財産税 540,000 556,299 84 
所得税 83,900 90,994 108.52 
企業財産税 376,690 402,825 107 
天然資源利用料 72,140 76,606 106.2 
税外収入 164,839 161,517 98.0 

固有歳入 5,729,040 5,842,308 102.0 
連邦予算からの

移転資金 
2,995,395 2,995,395 100.0 

 
総歳入 11,591,606 12,110,727 104.5 

   資料、ハバロフスク地方ドューマ決議第５９文書(２００２年１０月２日採択) 
 

２００１年予算(単位は千ルーブル) 
主要な歳出項目 歳出額 充足率 
国家管理と地方自治体 342,008 113.1 
裁判所 19,576 74.9 
治安・国家安全 461,989 101.8 
工業・エネルギー・建設 1,813,864 94.5 
農業・漁業 308,758 100.1 
環境保全 7,506 69.4 
交通 148,546 93.1 
漁業インフラ整備 5,808 100.9 

住居サービス 862,288 96.9 
自然災害対策費 23,914 93.7 
教育 276,963 95.8 
文化・芸術・映画 126,381 98.9 
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マスメディア 21,837 98.7 
保健と体育文化 827,859 100.3 
社会政策 1,346,056 99.2 
  総計 10,276,018 99.8 

 
第４節 政治状況 

 ハバロフスク地方のイシャーエフ知事は、ロシア極東に位置する連邦主体の

なかではサハリン州のファルフトジーノフ知事と並んで安定した地位を築いて

いる人物である。１９９１年１０月にロシア大統領令によってハバロフスク地

方知事に任命された。１９９６年１２月に再選された（得票率は７７パーセン

トで、次点候補者はわずか７パーセント）。２０００年１２月の知事選挙では、

８８パーセントの得票率で圧勝をはたした。 
 イシャーエフ知事には現在、対抗勢力はほとんどいない。かれが有権者から

大きな支持を得ている要因としては、経済が安定していることがあげられる。

個々の基本的な経済指標を見れば、ハバロフスク地方の経済は好景気というわ

けではない。ロシア極東のなかにはエネルギー問題を頻繁に引き起こしている

ところがあるが、ハバロフスク地方にかぎっていえば、大きな問題になること

はない。また、年金や賃金の未払いの問題が近年頻発したが、ハバロフスク地

方では沈静化の方向にむかっている。このように、相対的な観点にたてば、ハ

バロフスク地方はその他の地方よりも日常生活は安定しているといえる。 
 イシャーエフ知事の政治的安定化を生んでいる要因として、政治対立がない

ことがあげられる。知事と地方議会、ハバロフスク市長の間で、大きな対立が

生じていない。２０００年９月にソコロフがハバロフスク市の新しい市長に選

出され、かれのもとでハバロフスク市は建設ラッシュで活気を帯びてきている。

ソコロフ市長の行政手腕にたいする評価は高まっているが、そのことが要因と

なってイシャーエフ知事との間で権力闘争は起きていない。ハバロフスク地方

議会においても、イシャーエフ知事を支持する与党が圧倒的に多くの議席を占

めている。 
 安定した政権基盤を築くイシャーエフ知事であるが、かれがその存在を警戒

する人物がいる。その人は、プリコフスキー・ロシア極東連邦管区大統領全権

代表である。２０００年５月に連邦管区が開設されて以来、互いを意識し「ラ

イバル関係」が続いている。プリコフスキー大統領全権代表が中央と連邦主体

間における権力的な垂直構造の徹底を力説するのにたいして、イシャーエフ知

事は極東ザバイカル協会議長を務め、自らがロシア極東地域の盟主であるとい

う意識が強い。 
 「２０１０年までの国家発展戦略」の起草者であるイシャーエフ知事は経済

の専門家を自認しており、ハバロフスク地方のガスパイプライン構想や「北東

アジア圏」におけるロシア極東地域の経済的発展と統合を積極的に提唱してい
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る。イシャーエフ知事は、一般市民からは実務家のイメージが強かったが、こ

んにちでは徐々にカリスマ的な個性を発揮してきていると評される。 
 
第５節 中央との関係 

 ハバロフスク地方は１９９６年４月２４日に連邦政府との間で、「ロシア連邦

国家権力機関とハバロフスク地方国家権力機関間の管轄と権限事項分割にかん

する協定」を締結している。いわゆる連邦政府との権限分割協定であり、連邦

政府とハバロフスク地方の共同権限を基軸に、各自の権限について記述されて

いる。 
 まずは両者の共同権限であるが、協定にはおもな権限として以下の事項が記

されている。 
①１９９６年から２００５年までの経済・社会発展計画の作成と実現 
②天然資源の合理的利用と大陸棚の開発 
③防衛産業の生産活動 
④貴金属の採掘問題 
⑤移民問題 
⑥関税政策 
⑦カードル政策 
 連邦政府は上記の共同権限事項に基づいて、はたすべき役割を法令として採

択することになる。協定によれば、連邦政府は「ハバロフスク地方国家権力機

関の参加をえて、本協定において共同権限となっている事項にかんして連邦の

法律と法令を作成し、採択する」と書かれている。また共同権限事項にかんす

るハバロフスク地方政府の機能としては、「本協定と連邦の法律に基づいて法的

な統制を行使する」ことになっている。つまり共同権限については、最初に連

邦政府が具体的な任務を法令として採択し、その後でハバロフスク地方政府が

その法令にしたがって行動することになる。 
 権限分割問題で重要なのは、国有財産の帰属である。協定によれば、「ハバロ

フスク地方の国有財産に帰する財産の所有、利用、処分の問題は、連邦の法律

に基づいてハバロフスク地方の法律で統制される。ハバロフスク地方は自主的

に、ハバロフスク地方国有財産を管理する国家権力機関を創設できる」ことに

なっている。ハバロフスク地方が独自に所有する国有財産についてはハバロフ

スク地方政府の裁量権が認められている。これにたいして連邦とハバロフスク

地方の共有財産については、両者間の「個々の合意」に基づいて管理されるこ

とが協定に明記されている。天然資源の利用にかんしては、「ハバロフスク地方

は連邦政府と協力して、北方少数原住民族の伝統と経済活動を考慮のうえで特

別な法的規制を制定する」ことになっている。 
 権限分割協定には連邦政府とハバロフスク地方が対立した場合の解決方法に

ついて、以下のように記されている。「本協定を実現する過程で生じる紛争と対



56

立、共同権限事項にかんするロシア連邦機関とハバロフスク地方国家権力機関

間の権限についての紛争は、ロシア憲法と連邦の法律で定められている手続き

にそって両者の協議で解決される」ことになっている。 
 この権限分割協定は１９９６年４月２４日に発効したが、2００２年８月１２

日に効力を停止した。その理由については不明であり、新しい協定が締結され

るかどうかもわからない。 
 
第６節 対外関係 

 上記の権限分割協定によれば、「ハバロフスク地方はロシア憲法、連邦の法律、

ロシア連邦の国際条約に抵触しないかぎり、国際関係と対外関係に自由に参加

し、諸外国と協定を交わす」ことができる。そして「ロシア連邦国家権力機関

は連邦の法律に基づいて、ハバロフスク地方の国際関係と対外関係を調整」す

ることになる。ハバロフスク地方は一定の枠組みのなかではあるが、諸外国と

の自由な貿易が容認されているのである。 
２００１年の統計をみると、貿易高は２２億２０８０万ドルである。その内

訳は輸出が２０億５３００万ドル、輸入が１億６７８０万ドルであり、輸出が

貿易高に占める割合は９２パーセントに達する。貿易高の年代別の推移をみる

と、２００１年の数字がソ連邦の崩壊後ではもっとも多い。ソ連崩壊直後の１

９９２年貿易高は４億９６８０万ドル（輸出が３億７１１０万ドル、輸入は１

億２５７０万ドル）で、２００１年の貿易高は１９９２年の４．５倍に膨らん

でいる。２００１年貿易高はこの１０年間を振り返っても突出して多く、前年

の１４億５７００万ドルの１．５倍に跳ね上がっているが、その理由について

は不明である。 
２００１年輸出高をみると、占める割合でもっとも多い品目は機械製作の５

９．４パーセントである。ハバロフスク地方はソ連時代から機械産業の中心地

であったが、いまでも輸出高の半分以上を機械製作が占めている。つぎに多い

輸出品目は石油製品の１６．２パーセント、さらに材木関係の１４．２パーセ

ント、海産物の２．９パーセント、サービス産業関連の２．５パーセント、粗

鋼の２．１パーセントなどが続いている。 
 貿易相手国では、輸出関連ではもっとも多いのは中国であり、全輸出高の６

８パーセントを占める。中国と国境を接していることが大きい。つぎに多いの

は日本であり、９パーセント、シンガポールの８パーセント、スイスの４パー

セント、韓国の３パーセントが続く。輸入をみると、輸出に比べて多様であり、

なかでも欧米諸国との関係が深いのが特徴である。もっとも多いのは中国と日

本の２０パーセントで、つぎに韓国の１２．６パーセント、ドイツの９．３パ

ーセント、アメリカの６．５パーセント、イギリスの６．３パーセントが続く。

日本との関係では、ハバロフスク地方は日本からは圧倒的に輸入が多い。 
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ハバロフスク地方の貿易高２００１年(単位は百万ドル) 
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第５章第５章第５章第５章    サハー共和国の地方自治制度サハー共和国の地方自治制度サハー共和国の地方自治制度サハー共和国の地方自治制度    

 
第１節 概要 

サハー共和国は、ロシア連邦を構成する共和国のなかでもっとも広大な面積

をもつ連邦主体である。ロシア極東の北西に位置し、その面積は３１０万３２

００平方キロメートルである。ロシア全土の五分の一を占め、西欧諸国の総面

積の三分の二に達する（日本の領土の７．８倍）。 
サハー共和国の４０パーセントが北極圏に属しており、ロシア国内でもっと

も寒い地域である。サハー共和国内のオイミャーコン地区とヴェルホーヤンス

ク地区では、冬季の最低気温はマイナス７０度にも達する。 
サハー共和国の人口は約１００万７００人であり、ロシア連邦の全人口の０．

７パーセントにすぎない。面積は広いわりに人口は少ない。人口密度はロシア

連邦主体のなかでもっとも低く、１平方キロメートルあたりわずか０．３人で

ある。 
サハー共和国内には１２０の民族が混在しており、原住民と移民に大きく分

けられる。原住民のなかでもっとも多いのは３８万２０００人のヤクート人で、

全人口の３３パーセントを占める。ヤクート人につづいてエヴェンキ人の１．

４パーセント、エヴェン人の１パーセント、ユカギール人の０．１パーセント

が続く。移民のなかで圧倒的に多いのはロシア人で、全人口の５０．３パーセ

ントを占める。続いてウクライナ人の７パーセント、タタール人の１．５パー

セントが続く。原住民と移民を比較すると、６割が移民である。 
サハー共和国内の就業者数は５３万７０００人で、全人口の約５３パーセン

トを占める。職業別の内訳では「研究文化部門」の１６パーセントを筆頭に、「工

業部門」の１５．５パーセント、「農業」の１３．６パーセント、「商業関連」

の１２．６パーセント、「交通・通信」の１１パーセント、「建設部門」の８．

２パーセントが続く。 
 
            サハー共和国の概要（1999 年現在） 

 首都 ヤクーツク市    
 サハー共和国の設立 １９９２年４月２７日 

（ソ連時代の１９２２年に自治

共和国になる） 
 面積 ３1０万３２００平方キロメート

ル 
 人口 １００万７００人 

 内訳 
都市人口 
農村人口 

 
６４万４５００人 
３５万６２００人 
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  主要民族  
 
 
 

内訳（全人口のなかの割合）

ロシア人 
ヤクート人 

 
５０．３％ 
３３．０％ 

 
第２節 サハー共和国の立法・行政機構 

１．サハー共和国の地位 

 サハー共和国の地位は、ロシア極東のその他の連邦主体と大きく異なる。と

いうのもサハー共和国は、ロシア連邦内にあっても「主権国家」を掲げている

からである。そして、国家主権をサハー共和国の存立基盤に据えるのである。

その他の連邦主体が連邦の構成体であることを明記し、連邦からの離脱権を明

確に否定しているところがあるなかで、サハー共和国の地位は大きく異なる。

たとえば、ハバロフスク地方は「ロシア連邦主体であり、ロシア連邦から切り

離すことができず、しかもロシア連邦の構成から離脱する権利を有しない」と

定められているのにたいして、サハー共和国はロシア連邦内にあって連邦主権

と並存する形で共和国主権を樹立しているのである。 
 主権国家という位置づけである以上、サハー共和国はその他の連邦主体とは

ちがって憲章ではなく憲法を採択している。ロシアには連邦憲法があるが、そ

れなのにサハー共和国は主権を基盤とする独自の憲法を有しているのであり、

共和国国民にとっては、共和国憲法と連邦憲法の二つの憲法が存在することに

なる。そのサハー共和国憲法によれば、「憲法に基づいてサハー共和国は市民社

会と国家建設を樹立する。共和国内では共和国憲法は最高法であり、その規範

は直接的な効力を有する」と明記されている（サハー共和国憲法第７条）。 
このサハー共和国憲法の前文には、「憲法を国家主権の基本法と定める」と書

かれている。そして、共和国憲法によればサハー共和国は「民族実決権を基盤

に据えた主権国家、民主国家、法治国家」である（サハー共和国憲法第 1 条）。

サハー共和国が主権を有しているかぎり、「サハー共和国領土内の土地、地下資

源、水資源、森林、動植物、その他の天然資源、空域、大陸棚は、サハー共和

国の国有財産であり、それらを共和国民から切り離すことはできない」のであ

る（サハー共和国憲法第５条）。 
 主権を掲げるサハー共和国は、「国際・対外経済関係の舞台では自立した行為

主体である。共和国は諸外国と貿易し、その他の諸関係を確立する。さらには

国際協定を交わすことができ、国際機関の活動に参加する権利を有する」ので

ある。サハー共和国は国内的には主権を有し、国際関係ではロシア連邦から自

立したアクターなのである。 
 ここまではサハー共和国がもつ国内的、対外的な主権を紹介したが、もっと

も重要な点はロシア連邦との関係である。ロシア連邦が国際社会で広く認めら

れている主権国家である以上、そのなかに位置するサハー共和国がはたして完
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全な主権を行使することは可能なのであろうか。ロシア連邦の国家主権とサハ

ー共和国の国家主権が、なんらかの利益をめぐって対立することはないであろ

うか。そのような場合、対立はどのような方法で解決されるのであろうか。連

邦主権と共和国主権の対立についてサハー共和国憲法では、サハー共和国は主

権国家であることを前提に、そしてロシア連邦政府にそのことを認識させたう

えで、「自由意志と平等の諸原則」を基礎に連邦政府とサハー共和国政府の間で

「連邦条約」を締結することが提案されている（サハー共和国憲法第８条）。 
連邦条約には連邦政府とサハー共和国政府の各自の権限、そして両者の共同

権限が盛り込まれ、この連邦条約に基づいてサハー共和国とロシア連邦政府間

の関係が調整されるのである。つまり、サハー共和国は主権国家であることを

宣言し、その存立基盤を連邦政府が容認したうえで、連邦政府との間で国家間

条約に相当する連邦条約が結ばれるのである。その他の連邦主体の多くは主権

を否定し、連邦の構成主体であることを掲げているために、サハー共和国のよ

うに連邦政府と連邦条約を締結する必要はない。権限分割協定はあっても、国

家間の取り決めのような連邦条約を結ぶことはないのである。 
 
２．サハー共和国大統領 

 サハー共和国の最高役職者は知事ではなく、大統領である。かれは「共和国

における執行権力の長」である（サハー共和国憲法第６５条）。サハー大統領は

「国家主権と共和国領土の一体性を確保し、サハー共和国の憲法と法律、さら

には共和国が採択した共和国間と国際間の義務を遵守」する。共和国大統領は、

共和国の領土保全を確立する最高権力者なのである。 
 共和国大統領になることができる資格は、サハー共和国出身の共和国市民で

あること、加えて共和国に１５年以上の居住年数があること、さらには年齢が

４０歳以上６０歳以下であり、公用語であるサハー語とロシア語を自由に読み

書きできることである（サハー共和国憲法第６６条）。被選挙権の年齢制限が４

０歳以上６０歳以下というのは厳しい制約であり、共和国市民であるという規

定も珍しい。 
その他の連邦主体の知事の被選挙権では年齢は２５歳、または３０歳以上と

いうのが一般的であり、上限についての規定はない。サハー共和国では共和国

市民であることを規定しているが、その他の連邦主体ではロシア市民であるこ

とを条件にしている。サハー共和国は主権国家を存立基盤にしているために、

共和国民という制約を課し、連邦国民とは一線を画しているのである。 
 サハー共和国大統領は有権者によって直接選出され、任期は５年、連続二期

以上の再任は認められていない（サハー共和国憲法第６７条）。大統領候補者は

政党、社会組織、社会団体、労働集団、有権者グループによって選出され、共

和国内の七つの自治体以上の有権者の支持が必要である。具体的には、各自治

体で有権者の５パーセント以上の署名が条件である。 
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つぎに共和国大統領の解職に移ろう。大統領がサハー共和国の憲法と法律に

明らかに違反したことをサハー共和国憲法裁判所が判決し、それを受けてサハ

ー共和国国家議会両院の三分の二以上の議員が賛成した場合に解職が成立する

（サハー共和国憲法第７４条）。このように共和国大統領は最終的に、国家議会

によって解任されることがある。国家議会が大統領にたいして大きな権限を有

しているのにたいして、大統領は「国家議会と国家権力地方代表機関の解散権

とそれらの活動を停止させる権利を有しない」のである(サハー共和国憲法第７

１条)。つまり大統領は、国家議会だけではなく地方議会にたいしても解散権を

有していないのである。 
 共和国大統領の専権事項は、共和国憲法のなかに２７項目が盛り込まれてい

る。大統領は国家議会に共和国予算案をはじめてして法案を提出する権限、共

和国首相と副首相、内務大臣、国立銀行総裁などの任命権、サハー共和国が交

わす国際条約と国際協定の署名などが列挙されているが、サハー共和国大統領

のもっとも重要な権限としてはダイヤモンド・フォンドと金フォンド、外貨フ

ォンドの管理である。サハー共和国はダイヤモンドと金の産出量は世界でも有

数の産出国であり、その売却による外貨獲得はサハー共和国の大きな財源とな

っている。サハー共和国の天然資源は諸外国の関心の的となっており、この管

理権は共和国大統領が握っている。 
 
３．サハー共和国政府 

 サハー共和国における国家権力の執行・管理機関は、サハー共和国政府であ

る。その長は首相であり、政府の活動を組織化し、指導する。共和国政府は社

会・経済政策を作成し、実現することを目指しており、共和国国家議会にたい

して毎年活動を報告する義務を負っている。 
 共和国政府内には、二つの国家委員会が設置されている。一つは「地質と地

下資源利用委員会」であり、もう一つは「貿易・物質技術・資源委員会」であ

る。ダイヤモンドと金などの地下資源はサハー共和国にとって、ロシア連邦政

府だけではなく対外関係においても重要な国家戦略手段であり、この問題を国

家プロジェクトとして考えている。 
共和国政府内には、様々な委員会と部局が設置されている。「土地改革委員会」

「疫病監視委員会」「統計委員会」「体育文化スポーツ委員会」「公文書委員会」

「貴金属委員会」「文化遺跡保存委員会」「撮影委員会」「母子問題委員会」。 
 部局では、「国家監査局」「労働基準監督局」「カードル養成配置局」「マスメ

ディア局」「人事局」「年金局」「中央選挙管理委員会」「経営管理とマーケティ

ング局」が開設されている。サハー共和国はロシア国内と諸外国に積極的な対

外関係を確立しようとしており、共和国政府の代表部を各地に開設している。

たとえば、ロシア国内ではモスクワ市、ハバロフスク市、サンクト・ペテルブ

ルグ市、ノボシビルスク市、イルクーツク市、外国ではトロント市である。 
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          サハー共和国閣僚名簿(２００２年１１月現在) 
 職名 氏名 連絡先 
 首相 セーメン・ナザーロフ 43-55-55 
 第１副首相 エゴール・ボリーソフ 43-51-99 
 副首相 アルトゥール・アレクセーエフ 42-23-24 
 副首相 ヴァシーリー・グラブツェヴィチ 43-56-56 
 副首相 イヴァン・ドリーニン 43-55-35 
 副首相代行 エヴゲーニヤ・ミハイローヴァ 43-56-60 
 対外関係相 ミガールキン・アレクサンドル 42-23-21 
 内務相  42-25-02 
 青年・体育文化・スポーツ問題相 ボリーソフ・コンスタンティン 42-27-93 
 住居公営・エネルギー相 ポポフ・ヴァレーリー 42-27-39 
 保健相 エゴーロフ・イヴァーン 42-40-22 
 文化精神促進相 ボリーソフ・アンドレイ 42-11-63 
 交通・郵便・情報化相 チレーノフ・ヴラジーミル 42-23-07 
 教育相 ミハイロヴァ・エヴゲーニヤ 42-03-56 
 環境相 アレクセーエフ・ヴァシーリー 24-12-90 
 工業相 オグリィ・アレクサンドル 42-35-25 
 農業相 ナウモフ・ドミートリー 24-18-62 
 建設相 ブスラーエフ・ユーリー 42-44-12 
 労働・社会保障相 ペスコーフスカヤ・ユーリヤ 42-40-34 
 財産相 アレクセーエフ・ゲンナージ 24-16-55 
 財務相 ベレーズキン・エルンスト 42-36-84 
 経済発展相 ダニーロフ・ヴラジーミル 43-52-25 
 青年相 アントーノフ・アナトーリー 24-05-11 
 市民防衛・自然災害対策相 ショモーエフ・ヴァレーリー 42-43-80 
 小企業・旅行・雇用問題相 スクリブィキン・アナトーリー 42-13-27 
 科学・職業訓練相 トルストィフ・ゲンナージー 26-14-26 

 
４．サハー共和国立法議会 

 サハー共和国の「最高代表・立法・監督機関」は、国家議会(イル・トゥメン)
である。議会は二院制で、「共和国会議」と「代表者会議」から構成されている。

議員の任期は５年で、被選挙権は２１歳以上のサハー共和国市民である。ほか

の連邦主体では連邦市民であることが要件であるのにたいして、サハー共和国

ではサハー共和国市民であることが条件に盛り込まれている(サハー共和国憲

法第５１条)。ここにおいても、共和国主権の原則が貫かれている。共和国会議

の議員定数は３０人、代表者会議は３４人である。 
(1)共和国会議(議長はフィリポフ・ヴァシーリー)のおもな権限 
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・サハー共和国の憲法的な法律の審議と採択 
・サハー共和国の国内・対外政策の採択 
・サハー共和国政府にたいする信任問題の採択 
・サハー共和国大統領解職の採択 
・サハー共和国国家機構の承認 
・共和国大統領が提案する共和国政府首相の承認 
・共和国予算、外貨フォンド、貴金属フォンドの監査 
 
(2)代表者会議(議長はソロモフ・ニコライ議員)の主な権限 
・共同権限にかんするロシア連邦の法律の批准 
・国家間条約と協定の批准 
・サハー共和国政府閣僚と国家委員会議長の承認 
・共和国とロシア連邦の法律の効力停止にかんする採択 
 共和国国家議会への法案提出権を有しているのは、共和国国家議会議員をは

じめとして、共和国大統領、共和国政府、共和国会議常設委員会、代表者会議

委員会などである(サハー共和国憲法第５９条)。共和国国家議会で採択された法

律は、当該会議議長が署名し、共和国大統領に送付される。大統領がそれを１

４日以内に拒否しない場合は、法律は公表と同時に効力を発する。 
共和国大統領が法律を拒否した場合、該当議会は再度審議し、その結果を共

和国大統領に報告する。大統領が再び拒否した場合、国家議会の両院合同会議

が開催される。そこで採択されたならば、両院議長の署名と同時に法律は効力

を発することになる(サハー共和国憲法第５９条)。 
 共和国会議に開設されている委員会は、以下のとおりである。「予算・財政・

社会政策委員会」(議長はブルナーショフ・ロベルト議員)、「法律・地方自治体

代表機関問題・カードル政策委員会」(議長はラリオーノフ・エゴール議員)、「工

業・建設・エネルギー・交通・郵便委員会」(議長はサヴィーノフ・ユーリー議

員)、「農業・エコロジー委員会」(議長はディヤコーノフ・ハルラムピー議員)、
「科学・文化・教育・スポーツ、保健・母子問題・青年問題委員会」(議長はポ

イセーヴァ・アリビーナ議員)、「人間の権利・国内対外政策・民族間問題・少

数民族問題・社会団体・政党問題委員会」(議長はクリヴォシャープキン・アン

ドレイ議員)、「企業家問題委員会」(議長はオコネシニーコフ・ニコライ議員)、
「有権者要望実現委員会」(議長はピールスカヤ・マリーナ議員)。 
 つぎに、代表者会議の常設委員会を紹介しよう。「財政・税金委員会」(議長

はウローフ・アレクサンドル議員)、「投資政策・工業力向上委員会」(議長はプ

ロコーピエフ・ユーリー議員)、「私有化・反独占対策委員会」(議長はフョード

ロフ・ロジーノフ議員)、「農業政策委員会」(議長はオフロープコフ・フィリッ

プ議員)、「国家権力機関と地方自治委員会」(議員はブリズガーロフ・ペョート

ル議員)、「科学・教育・文化委員会」(議長はジルコフ・アレクサンドル議員)、
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「労働・社会政策委員会」(議長はゴトフツェーフ・ユーリー議員)、「少数民族

問題委員会」(議長はザハーロフ・ニコライ議員)、「家庭・子供・青年問題委員

会」(議長はポドゴーロフ・アレクサンドル議員)、「有権者要望実現委員会」(議
長はボジェネンコ・ヴァレーリー議員)。 
 
５．地方自治 

 サハー共和国内には３３の地方自治体があり、その一つひとつの広さはハン

ガリーの面積に匹敵するほど広大である。これらの自治体は、三つの行政単位

に分類される。一つは「市」、二つ目は「村落」、三つ目は「種族共同体(ウルー

ス)」である。 
種族共同体は中央アジアからシベリアに広がる遊牧民の仮泊地であり、ソ連

時代の１９２６年に行政単位となった。ウルースという名称はその後、一時的

に消滅するが、ソ連邦の崩壊後と同時に復活し、現在では地方自治体の正式な

名称となった。 
サハー共和国における地方自治整備は、その他の連邦主体と比較してかなり

遅れている。その最大の理由は共和国領土がかなり広大であるうえに人口密度

が低く、少数民族のなかには遊牧民が含まれているからである。地方自治体と

しての体をなすところまで至っていないのが現状である。 
サハー共和国憲法のなかでも、地方自治体についての具体的な記述はなく、

概括的な原則に留まっている。現時点では地方自治を創設する段階であり、サ

ハー共和国国家議会で作成されている法案としては、「地方自治体財政法」「集

会(会合)・協議会にかんする法律」「地方自治体住民投票法」「地方自治体憲章国

家登録手続きにかんする法律」「土地改良法」などがある。 
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              地方自治体の分類 

○市 
ミールヌィ市、ネリュングリ市、ニュルバ市、ポクロフスク市 
○村落 

アルダン村、ヴェルホーヤンスク村、ヴィリュイスク村、レンスク村、オレクミ

ンスク村、スレドニコーリムスク村、トモート村、ウダーチヌィ村 
○種族共同体 
アヴィスキー共同体、アルダンスキー共同体、アライホーフスキー共同体、アム

ギンスキー共同体、アナバルスキー共同体、ブルンスキー共同体、ヴェルフネヴ

ィリュイスキー共同体、ヴェルフネコリムスキー共同体、ヴェルホーヤンスク共

同体、ヴィリュイスキー共同体、ゴールヌィ共同体、ジガンスキー共同体、ハン

ガラススキー共同体、コブヤイスキー共同体、レンスキー共同体、メギノ・カン

ガラススキー共同体、ミルニンスキー共同体、モムスキー共同体、ナムスキー共

同体、ニージネコリムスキー共同体、ニュルビンスキー共同体、オイミャコンス

キー共同体、オレクミンスキー共同体、オレネクスキー共同体、スレドネコリム

スキー共同体、スンタールスキー共同体、タチンスキー共同体、ネリュングリ市

付属地、ヤクーツク市付属地、トムポンスキー共同体、ウスチ・アルダンスキー

共同体、ウスチ・マイスキー共同体、ウスチ・ヤンスキー共同体、チュラプチン

スキーチ共同体、エヴェノ・ビタンタイスキー共同体 
 
 
第３節 サハー共和国の国家予算 

 サハー共和国の２００１年予算では、歳出と歳入ともに２９１億５７４０

万ルーブル（９９９億６８２２万円）である。この予算規模は、サハリン州の

８．５倍、沿海地方とハバロフスク地方の約３倍である。 
おもな歳入項目では、「税収」が７１億７９２万４０００ルーブルで、歳入総

額の２４．６パーセントを占めている。税外収入は１１４億６８６４万４００

０ルーブルで、歳入総額の３９．３パーセントを占める。税収７１億７９２万

４０００ルーブルが歳出総額２９１億５７４０万ルーブルに占める割合は２４．

３４パーセントであり、税収が歳出をまかなえる割合は四分の一にすぎない。 
 歳入項目を見てみよう。税収総額は７１億７９２万４０００ルーブルである

が、そのおもな内訳では、もっとも多いのは「所得税」の２７億３４１７万６

０００ルーブルであり、つぎに「天然資源利用料」の２５億４５５８万１００

０ルーブルである。つぎに税外収入では、その総額は１１４億６８６４万４０

００ルーブルであり、そのおもな内訳は「ダイヤモンド公社からの歳入」の１

１０億８４６１万２０００ルーブルが突出している。つぎには「共和国有株式

配当」の３億５０００万ルーブル、「共和国財産の売却」の１２７５万ルーブル
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が続いている。 
連邦予算からの「移転資金」は６５億４３００万ルーブルで、それが歳出入

に占める割合は２２．４パーセントを占めている。沿海地方の割合２．８パー

セントと比較すると、かなり大きな数字であるが、サハリン州よりも約１割少

なく、ハバロフスク地方の割合２４．７パーセントとほぼ同じである。 
つぎに歳出であるが、その総額は２９１億５７４０万ルーブルである。おも

な項目は「教育費」３７億６６９８万１０００ルーブルを筆頭に、「債務返還費」

２８億２３３０万９０００ルーブル、「地域発展促進費」２５億ルーブル、「保

健費」18 億５５９０万７０００ルーブル、「社会政策費」15 億３４８６万ルー

ブルが続く。 
  
       サハー共和国予算歳入(２００１年、ルーブル) 

税収 ７，１０７，９２４ 
税外収入 １１，４６８，６４４

移転資金 ６，５４３，０００ 

その他 ４，０３７，８３２ 

総額 ２９，１５７，４００

 
第４節 政治状況 

 サハー共和国の最大の政治変動は、サハー共和国建国の立役者であったミハ

イル・ニコラーエフ大統領が２００１年１２月の共和国大統領選挙への参加を

辞退したことである。１９９１年１２月に初代の共和国大統領に就任した以降、

１０年間にわたって共和国の最高指導者としてサハー共和国の政治と経済を指

導してきた。とくに共和国内で産出されるダイヤモンドと金の裁量権の拡大に

努め、中央政府から多くの譲歩を獲得した。裁量権を用いて、天然資源の外国

への売却に成功した。後進国に特徴的である開発独裁の様相を強め、安定した

政権運営を行ってきた。 
 ニコラーエフはサハー共和国の自立的な発展に成功した反面、中央政府との

政治的な癒着を強めることになった。とくにエリツィン元大統領の「家族」と

ベレゾフスキー財閥との黒い関係は以前から指摘されており、かれらにニコラ

ーエフから豊富なダイヤモンドがプレゼントされたというのである。ニコラー

エフは、「ダイヤモンドの財布」と揶揄されるほどの豊富な資金を手にしている

ようである。ニコラーエフは資金提供の見返りとして、天然資源にたいする大

きな裁量権を獲得したといわれている。 
 今回の大統領選挙では一旦、ニコラーエフは立候補した。かれ自身は、再選

をはたしたかったようである。選挙では１０人が立候補したものの、ニコラー

エフの再選は確実視されていた。だがかれは辞退を表明し、後継者として現大

統領のヴャチェスラーフ・シトゥローフを指名した。かれはサハー共和国内の
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最大のダイヤモンド会社「アルローサ」の総裁であり、この点でニコラーエフ

の人脈に通じる人物なのである。 
シトゥローフが２００１年１２月に大統領に選出されたことで、ニコラーエ

フは既得権益を温存することになったと評されている。もともと「アルローサ」

社の設立にニコラーエフが関わっており、この会社をめぐる汚職はシトゥロー

フの大統領就任で解明されることはほとんど不可能になった。 
 今回のニコラーエフの辞退については、さまざまな憶測が広がっている。そ

のなかでもっとも信憑性が高いと思われるのは、プーチン大統領のバックには

「ペテルブルク財閥」が構えており、ニコラーエフがその財閥との関係樹立に

失敗したといわれている。ニコラーエフがサハー共和国内の行政権力を支配し、

協力者にプレゼントを贈るやり方に、プーチン大統領は疑念を持ち続けていた

ようである。 
共和国大統領選挙では候補者として、サハー共和国出身者で、ヤクート人で

あるロシア連邦検事次長のヴァシーリー・コルモーゴロフが送り込まれ、連邦

政府としては癒着にメスを入れる構えを見せた。ニコラーエフは中央政府の意

思を感じとり、すみやかに立候補を辞退したようである。 
 
第５節 中央との関係 

すでに紹介したように、サハー共和国は１９９０年に「サハー共和国国家主

権宣言」を採択しており、この宣言を基盤として連邦政府との関係が構築され

ている。サハー共和国は１９９５年７月２９日、連邦政府との間で「ロシア連

邦国家権力機関とサハー(ヤクーチヤ)共和国国家権力機関間の管轄と権限事項

の分割にかんする協定」を締結している(注、サハー共和国大統領とロシア大統

領の交替にともない２００２年９月２６日に協定の内容が一部修正される)。 
 権限分割協定の前文で注目されるのは、ロシア連邦の統一性とサハー共和国

の位置付けが以下のように記述されている点である。連邦政府とサハー共和国

は「ロシア連邦領土の統一性とロシア連邦主体としてのサハー共和国の維持を

保障」すると明記されたうえで、両者の関係は「ロシア憲法、連邦条約、連邦

の法律、本協定を基盤に」構築されることになっている。 
サハー共和国の主権宣言では国家主権の確立を掲げているが、連邦政府との

権限分割協定では連邦主体としてのサハー共和国の立場が明確に打ち出されて

いる。権限分割協定でサハー共和国の専権事項となっているのは、以下の点で

ある。 
①連邦の法律に基づいてサハー共和国国家権力機関機構を制定する 
②ロシア憲法と連邦の法律に基づいてサハー共和国内に地方自治体を創設する 
③サハー共和国内の自治体行政単位を制定する 
④サハー共和国予算の作成と執行 
⑤サハー共和国国有財産の利用と処分 
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⑥諸外国と協定を締結する 
⑦ロシア連邦の国際義務に抵触しないかぎりで国際関係を樹立する 
 つぎに、連邦政府とサハー共和国のおもな共同権限は以下のように定められ

ている。 
①共同権限下にある土地、地下資源、水資源の所有、利用、処分 
②サハー共和国内の国有財産の分割 
③サハー共和国国家機構と地方自治体の一般原則の作成と実現 
④諸外国との対外関係の調整 
 連邦政府とサハー共和国間でもっとも重要な問題は天然資源の裁量権である

が、この点について権限分割協定はほとんど触れていない。天然資源の帰属は

サハー共和国の重要な財源であり、共和国主権の経済的な基盤のはすである。 
連邦政府とサハー共和国は各自の管轄事項にしたがって権限を行使すること

になるが、細かな問題をめぐっては思惑の相違から対立が生じることが当然予

想される。両者間の紛争解決については、権限分割協定のなかでは「共同管轄

の権限実現をめぐって発生する紛争は、合意された手続きに基づいて解決され

る。解決の合意が達成できない場合には、ロシア憲法で盛り込まれている手続

きにしたがって解決される」と記載されている。 
 
第６節 対外関係 

 サハー共和国の対外関係はダイヤモンドを基軸に展開されており、その中心

となっているのは１９９２年２月１９日に設立された「ロシア・サハー・ダイ

ヤモンド社」である。この会社の株保有者は、ロシア政府がもっとも多く（株

の３８パーセントを所有）、つぎにサハー共和国政府（３２パーセント）、ロシ

ア・サハー・ダイヤモンド社職員（２３パーセント）、サハー共和国内の地方自

治体（８パーセント）の順となっている。 
 ２０００年のダイヤモンド売上高は４３４億８４８０万ルーブル、前年比で

２６．４パーセントの増加を記録している。輸出高は、売上高のなかの３３パ

ーセント、１４３億６７９０万ルーブルであり、残りの６７パーセントに相当

する２９１億１６９０万ルーブルが国内販売であった。 
 ダイヤモンド輸出のパートナーは、大部分が「デビルス社」とその関連会社

である。輸出高１４３億６７９０万ルーブルの９３．２パーセントを占める１

１０億４９２０万ルーブルがデビルス社であった。ダイヤモンドの輸出にかん

してはすでに、ロシア政府が１９９３年１0 月２日にデビルス社と協定を交わし

ており、採掘されたダイヤモンドの原石の９５パーセントを引き渡すことにな

っているのである。 
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《参考文献》 
サハリン州憲章 

第一章 総則 
第１条  
サハリン州はロシア連邦内にあり、他のロシア連邦主体と平等の権利を有する。 
第２条 
１．サハリン州の地位は、ロシア連邦憲法とサハリン州憲章によって規定され

る。 
２．サハリン州の地位は連邦憲法と法律に基づいて、ロシア連邦とサハリン州

の合意のもとで変更できる。 
第３条  
１．サハリン州の領土は、サハリン島と隣接する島々、クリル列島と小クリル

諸島から構成される。 
２．サハリン州領土を囲む境界線は、連邦の法律に基づいて規定される。 
３．サハリン州の境界線は、ロシア連邦憲法にしたがって変更される。 
４．州境界線の変更にかんするサハリン州としての賛否は、州住民投票を通し

て表明される。 
第４条 
１．サハリン州の権力の源泉は州内にすむロシア連邦市民にあり、市民は自己

の権力を直接に、または国家権力機関や自治体を通して間接的に行使する。 
２．サハリン州の直接的な最高権力は、住民投票と自由選挙を通して表明され

る。 
第５条 
サハリン州の国家権力は、ロシア連邦憲法、連邦の法律、サハリン州憲章、サ

ハリン州の法律、ロシア連邦国家機関とサハリン州国家機関の間で締結される

権限分割協定に基づいて行使される。 
第６条 
サハリン州内では、ロシア連邦憲法、連邦の法律、ロシア連邦国家権力機関の

命令、サハリン州憲章、サハリン州の法律、サハリン州国家権力機関の命令、

自治体の法律は各機関の権限に基づいて遵守される。 
第７条 
サハリン州の行政機関と自治体の設定、その変更手続きは、サハリン州の法律

で定められる。 
第８条 
１．サハリン州内では一般的な原則、国際法の規範、及びロシア憲法に基づい

て、人間と市民の権利、自由が認められ、保障される。 
２．人間と市民の権利と自由はロシア憲法に基づいて、思想と法律の内容とそ

れらの適応、立法機関と執行機関、さらには自治体の活動を規定する。それら
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は、裁判所によって法的に保障される。 
３．サハリン州内の人間と市民の権利と自由の制限は、ロシア憲法に基づいて

連邦の法律によって実行される。 
４．サハリン州内の人間と市民の権利と自由の保護は、ロシア憲法、連邦の法

律、それらに基づいて採択されたサハリン州の法律によって実施される。 
５．サハリン州内では、人間と市民の権利と自由にかんする補足的な条項が採

択される。 
 
第二章 サハリン州の国家権力機関の一般原則 
第９条 
１．サハリン州国家権力は、立法、行政、司法に区分される。立法（代表）機

関、行政機関、司法権力はそれぞれに独立しており、各自の権限を行使するに

あたっては相互関係を構成する。 
２．サハリン州国家権力機関制度は、ロシア憲法、立法（代表）機関とロシア

連邦主体の国家権力執行機関の一般原則、連邦の法律、さらにはサハリン州憲

章に基づいて制定される。 
第１０条 
１．サハリン州の立法権力は、サハリン州議会である。 
２．サハリン州の執行権力は、サハリン州の法律に基づいて形成されるサハリ

ン州の上級執行機関－サハリン州行政機関の州・自治体機関－から構成される。 
３．サハリン州の司法権力は、ロシア連邦司法制度を構成する。 
第１１条 
１．ロシア連邦国家権力機関とサハリン州国家権力機関の相互関係は、権限分

割を基盤に構築される。権限分割は、ロシア連邦の専権事項、ロシア連邦とサ

ハリン州の共同権限事項、サハリン州の専権事項から構成される。 
２．ロシア連邦国家権力機関とサハリン州国家権力機関の権限事項の分割は、

ロシア憲法、ロシア憲法と連邦の法律に基づいて締結される連邦条約、そして

その他の権限分割協定に拠る。 
第１２条 
１．ロシア憲法に基づくロシア連邦とサハリン州の共同権限は、以下の通りで

ある。 
1 ロシア憲法と連邦の法律に基づくサハリン州憲章、サハリン州の法律を制定す

る。 
2 人間と市民の権利と自由を保障する。少数民族の権利を保護する。法律、法秩

序、社会的安全を維持する。国境地帯を防衛する。 
3 土地、地下資源、水資源とその他の天然資源を所有、利用、処分する。 
4 国有財産を分割する。 
5 天然資源の利用、環境保護とエコロジー保全の確立、自然保護地帯の保護、歴
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史的、文化的記念物の保護。 
6 育成、教育、学問、文化、体育文化とスポーツの一般的問題を扱う。 
7 健康維持、家族・母親・父親・子供の保護、社会保障を含む社会的保護を行う。 
8 伝染病とその被害、事故と自然災害発生の危険性の警告、それらの復旧にむけ

ての措置を講じる。 
9 ロシア連邦内での徴税の一般原則を制定する。 
10 行政法、行政訴訟法、労働法、家族法、住居法、土地法、水と森林にかんす

る法律、地下資源法、環境保護法を制定する。 
11 司法・法秩序機関の人員、弁護士、公証人を確保する。 
12 少数民族の風習と伝統を保護する。 
13 国家権力機関と地方自治制度の一般原則を制定する。 
14 サハリン州の国際・対外経済関係の調整とロシア連邦の国際条約の遂行を行

う。 
２．制定されている連邦の法律が定める手続きに基づいて、サハリン州国家権

力機関は、サハリン州の経済利益を実現するための措置を講じる。その実現に

おいては、サハリン州が直接に管轄するロシア連邦の経済特区を例外として、

ロシア連邦が大陸棚における主権と排他的権利を行使する。 
第１３条 
サハリン州の権限は以下の通りである。 
1 サハリン州憲章、サハリン州の法律と規範の採択と修正、それらが遵守されて

いるかどうかの統制。 
2 ロシア連邦の憲法的機構の基盤と連邦の法律によって制定されている国家機

関の立法(代議)・執行機関の一般原則に基づいたサハリン州国家権力機関制度の

制定、それらの機関と活動の手続きの制定。 
3 サハリン州予算の作成、承認、執行。州の予算外予算、これには外貨、サハリ

ン州基金、地域発展基金を含む。 
4 サハリン州の自治体区分を制定する。 
5 サハリン州の政策決定と経済、社会、文化の発展と環境保護の分野における州

プログラムの作成。 
6 サハリン州の国家財産。 
7 州のエネルギー、交通、情報、技術、その他の生活関連制度。 
8 ロシア憲法に基づく法案提出権の実行、ロシア連邦大統領とロシア連邦政府の

審議に委ねる問題の提出。 
9 地域間協力と国際協力の実行、ロシア連邦主体としてのサハリン州の権限に関

わるロシア連邦の国際協定の承認、外国の行政単位と行為主体、または外国の

パートナーとの協定(合意)を締結する。 
10 サハリン州国家公務員の確保。 
11 連邦の法律で付与されている権限内で、地方自治と地方公務員への法的な保
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障。 
12 サハリン州の称号、褒章、賞金の設置と授与。 
13 ロシア連邦の専権事項外、ロシア連邦とロシア連邦主体の共同権限の事項に

関するロシア連邦の権限外の権限を行使する。 
 
第三章 サハリン州の立法権力 
第１４条  
１．サハリン州における国家機関の立法(代表)機関は、サハリン州議会である。

サハリン州議会は、サハリン州における常設の最高・唯一の立法権力機関であ

る。 
２．サハリン州議会は法人格を有し、公式印章を有する。 
３．サハリン州議会議員の任期は、４年である。 
第１５条 
１．サハリン州議会は、２７人の議員から構成される。議員は、連邦の法律に

基づいてサハリン州に居住し、選挙権を有するロシア連邦市民の秘密投票で選

ばれる。専門的に常勤で活動する議員数は、サハリン州議会で定められる。 
２．サハリン州議会議員の法的な地位は、連邦の法律とサハリン州の法律で規

定される。 
３．サハリン州議会議員は在職中、サハリン州内では不可侵の権利を有する。 
４．サハリン州議会議員の身分不可侵の手続きは連邦の法律で定められ、議員

の責任追及の手続きと原則は連邦の法律とサハリン州の法律で制定される。 
５．サハリン州議会議員は在職中、ロシア連邦議会国家会議議員、ロシア連邦

議会連邦会議議員を兼職できない。さらにロシア連邦のその他の国家機関の要

職、連邦国家公務員、その他のサハリン州の国家的要職またはサハリン州の国

家公務員、そして連邦の法律で認められていない職を兼任できない。 
６．サハリン州議会議員で常勤の職位にある場合、その議員はその他の有給の

活動を行うことはできない。ただし教師、学術・創造活動と連邦の法律で除外

されているものは認められる。 
７．サハリン州議会議員は、サハリン州の法律で制定されている手続きと規定

に基づいて、サハリン州住民によって解職される。 
第１６条 
１．サハリン州議会は、ロシア憲法、連邦の法律、サハリン州憲章、サハリン

州の法律、サハリン州議会の規定とその他の規則に基づいて権限を行使する。 
２．サハリン州議会は、議員定数三分の二以上が選出されると同時に権限が発

生する。 
第１７条 
１．サハリン州議会本会議定例会第一回会議は、選挙日から６０日以内にサハ

リン州選挙委員会議長によって召集される。 
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２．サハリン州議会本会議定例会第一回会議は、最長老議員によって開会が宣

言される。 
第１８条 
１．サハリン州議会の組織と活動の手続きは、ロシア憲法、連邦の法律、サハ

リン州の法律、サハリン州議会の規定と決議によって定められる。 
２．サハリン州議会本会議は、公開で行われる。ただし連邦の法律、サハリン

州憲章、サハリン州の法律、サハリン州議会で採択された規定とその他の規則、

州議会の活動手続きを定めた規定とその他の規則で制定されている場合を除く。 
３．サハリン州議会は、常設と臨時の委員会とその他の機関を開設する。 
４．サハリン州議会の活動を確立するために、サハリン州議会事務局を設置・

構成し、その規定はサハリン州議会で採択される。 
５．サハリン州議会の活動のための資金は、サハリン州予算から歳出される。

サハリン州議会の構成、定数、歳出規模はサハリン州議会が決定し、毎年マス

メディアを通して公表される。 
第１９条 
サハリン州議会は、以下の事項を採択する。 
1 サハリン州憲章とその修正を採択する。 
2 サハリン州の権限内で、州の権限事項、ロシア連邦とサハリン州の共同権限事

項を法的に統制する。 
3 サハリン州の法律の執行、州予算の執行、サハリン州国家財産にかんして制定

されている処分手続きの遵守を監督する。 
4 ロシア憲法、連邦の法律、サハリン州憲章、サハリン州の法律で制定されてい

るその他の権限を実行する。 
第２０条 
１．サハリン州の法律で定められているサハリン州議会の権限は、以下の通り

である。 
1 サハリン州知事からの州予算案と予算執行報告を承認する。 
2 サハリン州における外貨を含む予算外基金の形成と活動にかんする手続きを

制定し、州予算外基金とその執行報告を承認する。 
3 サハリン州知事が提案するサハリン州の社会・経済発展計画を承認する。 
4 サハリン州の国家財産の管理と処分にかんする手続きを制定する。そのなかに

は、管理会社、その他の法的形態をとる財団と企業への資本参加を含む。 
5 サハリン州の自治体区分とその変更を承認する。 
6 サハリン州の行政機構を構成し、州行政機関を規定する。 
7 ロシア連邦の法律でサハリン州の権限に盛り込まれている税金と徴税、そして

それらの徴収手続きを制定する。 
8 サハリン州憲章に基づいて、州議会の構成と活動の原則を制定する。 
9 ロシア連邦の憲法的法律に基づいて、サハリン州裁判所の構成と活動の手続き
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を定める。 
10 ロシア連邦大統領、ロシア政府、ロシア連邦議会決議に基づいて、サハリン

州立法機関の構成と活動の手続きを定める。 
11 サハリン州の管理・監査院の構成と活動の手続きを定める。 
12 サハリン州議会と州知事の選挙実施手続きを制定する。 
13 サハリン州国民投票の実施とその手続きを制定する。 
14 サハリン州内での地方自治体選挙の実施手続きを制定する。 
15 ロシア連邦の法律で盛り込まれている規則にそって、地方自治体の立法機関

を解散する。 
16 ロシア連邦の法律に基づいて、サハリン州議会が州知事にたいして不信任を

表明する手続きを制定する。 
17 サハリン州議会議員と州知事を、州有権者が解職する手続きを制定する。 
18 サハリン州議会の権限内で、地方自治体諸機関の活動の手続きを制定する。 
19 サハリン州が交わす協定の締結とその破棄にかんする手続きを制定する。 
20 サハリン州議会における北方少数民族の代表の地位を定める。 
21 サハリン州の称号、褒章、賞金の制度を制定する。 
22 ロシア憲法、連邦の法律、サハリン州憲章、サハリン州の法律に基づいて、

サハリン州の管轄と権限にかんするその他の問題を審議する。 
２．サハリン州議会は、以下の事項を決定する。 
1 サハリン州議会の活動手続きを定める。 
2 サハリン州の法律を解釈する。サハリン州裁判所が開設されるまでは、サハリ

ン州憲章を解釈する。 
3 ロシア憲法に基づいて、ロシア連邦議会国家会議への法案提出権を有する。 
4 連邦の憲法的法律に基づいて、ロシア連邦憲法裁判所に提訴する。 
5 サハリン州財産基金の役職者の任命と解職を行う。任命手続きがロシア憲法と

連邦の法律に盛り込まれている場合、個々の州役職者の任命への同意の手続き

を定める。 
6 州知事が任命するサハリン州第一副知事に同意する。 
7 サハリン州知事、州知事第一副知事への不信任（信任）を表明する決定を行う。 
8 サハリン州裁判所判事を任命する。 
9 サハリン州検事局検事、州裁判所の議長と副議長、州調停裁判所の議長と副議

長、州裁判所法廷の議長と副議長、州調停裁判所法廷の議長と副議長、州地区

裁判所法廷の議長と副議長、州のロシア連邦最高裁判所法廷管理局長、連邦の

法律で制定されている手続きに基づいたその他の役職者の任命に同意する。 
10 連邦の法律とサハリン州の法律に基づいて、サハリン州議会議員の任期満了

前の停止にかんする決議を行う。 
11 サハリン州有権者委員会の全委員の半数を任命する。 
12 サハリン州財産基金にかんする規定を承認する。 
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13 サハリン州境界線の変更に合意する。 
14 サハリン州議会と州知事の選挙日を決定する。 
15 サハリン州の法律で定められている場合、州国民投票を実施する。 
16 サハリン州知事の提案に基づいて、州営企業の創設とその資本参加の割合に

かんする決定に同意する。 
17 ロシア連邦議会連邦会議へのサハリン州議会からの代表者の選出手続きにか

んする決定を行う。 
18 ロシア憲法と連邦の法律に基づいて、ロシア連邦主体の国家権力立法（代表）

機関の管轄にかんする問題についてその他の決定を行う。 
第２１条 
１．サハリン州議会は、州議会議長と副議長を議員のなかから選出する。 
２．サハリン州議会議長と副議長は本会議で秘密投票を実施し、州議会議員の

なかでもっとも多くの得票をえた議員を選出する。 
３．サハリン州議会議長と副議長は州議会に活動報告を行い、議員の秘密投票

で彼らを解任することができる。 
第２２条 
サハリン州議会議長は、以下の権限事項を有する。 
1 サハリン州議会の立法と監督の活動を組織する。 
2 サハリン州議会本会議を招集し、運営する。 
3 内規を制定し、サハリン州議会議会局の全般的指導を行う。 
4 サハリン州議会議長は州議会が有する銀行口座の名義人であり、州議会予算の

歳出を行う。 
5 サハリン州議会に付与されている権限に基づいて、州議会を代表する。 
6 サハリン州議会議長は、自己の権限に基づいて命令を発表する。 
7 サハリン州議会議長は、自己の権限行使について州議会に責任を負う。 
8 サハリン州憲章、州の法律、州議会の規定または決定によって、州議会議長に

付与されている権限内で、その他の問題を解決する。 
第２３条 
１．立法機関としてのサハリン州議会の権限は、州議会改選後の最初の本会議

開催と同時に停止する。 
２．サハリン州議会の権限は自己解散の結果、停止する。 
３．サハリン州議会は、州議会議員定数三分の二以上が書面に署名すれば、自

己解散についての審議を行う。サハリン州議会の自己解散の決定は、州議会議

員定数三分の二以上で採択される。 
４．サハリン州議会が、ロシア憲法、またはロシア連邦の専権事項とロシア連

邦・連邦主体の共同権限協定に基づいて採択された連邦の法律、またはサハリ

ン州憲章に抵触する州の法律を採択し、その違法性を関係する裁判所が認定し、

その裁判所の違法判決が効力を発生してから六ヶ月間経過しても法律が破棄さ
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れない場合、州知事はサハリン州議会を解散できることとする。 
５．サハリン州議会は、州内に戦争または非常事態が発生している期間、自己

解散の決定を採択することはできない。 
６．サハリン州議会の権限は、議員の権限停止の場合も含む州議会議員の不法

性にかんする決定を州裁判所が行った場合、任期満了前に停止する。 
７．サハリン州議会の権限は、議会の解散にともなって関連する連邦の法律に

よって任期満了前に停止する。 
 
第四章 サハリン州の執行権力 
第２４条 
１．サハリン州では、州行政機関指導部－州知事が指揮する州行政機関を頂点

とする執行機関制度が構成される。 
２．サハリン州行政機関は、州知事、州第一副知事、州副知事、ロシア連邦大

統領サハリン州代表指導部、ロシア連邦政府、ロシア連邦議会から構成される

サハリン州執行権力の最高常設機関である。 
３．サハリン州行政機関は法人格を有し、公式印章をもつ。 
４．サハリン州行政機関の権限はロシア憲法、連邦の法律、サハリン州憲章、

サハリン州の法律、さらにはロシア憲法第７８条で盛り込まれている連邦執行

権力機関との合意によって規定される。 
５．サハリン州の管理機構と州行政機構は、州の法律で制定される。 
６．サハリン州行政機関、その地方支部機関、州執行機関の自治体内諸機関の

運営資金は、州予算から個別の法律にしたがって歳出される。州行政機関、地

方支部機関、州執行機関自治体内諸機関の職員数と歳費は毎年、マスメディア

で公表される。 
７．サハリン州行政機関は、新たに選出された州知事の権限を制定する。 
第２５条 
１．サハリン州知事は州の法律にしたがって、州住民によって４年の任期で選

挙でえらばれる。 
２．サハリン州知事は州の最高指導者であり、州行政機関を指揮する。 
３．サハリン州知事が職に就任するにあたって、州住民に以下のような宣言を

行う。「サハリン州知事の権限を執行するにあたって、サハリン州住民に誠実に

奉仕し、人間と市民の権利と自由を尊敬し、擁護する。ロシア憲法とロシア連

邦の法律、サハリン州憲章、サハリン州の法律を遵守し、自分に課せられてい

る知事としての崇高な職務を誠実にはたすことを誓う」。宣誓は、サハリン州有

権者委員会委員、州議会議員、社会団体の代表者の出席する式典で行われる。 
第２６条 
１．サハリン州知事の法的地位は、ロシア憲法、連邦の法律、サハリン州憲章、

サハリン州の法律によって定められる。 
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２．サハリン州知事は、州議会議員、地方自治体代表機関の議員を兼職するこ

とはできない。加えて教師、学術と創造活動を除く有給の活動を行うことはで

きない。またロシア連邦の法律に盛り込まれていないその他のポストも兼職で

きない。 
第２７条 
１．ロシア連邦の権限、ロシア連邦と連邦主体の共同権限の事項のなかのロシ

ア連邦の権限にしたがって、連邦執行権力機関とサハリン州執行権力機関は、

ロシア連邦における執行権力の統一体を構成する。 
２．連邦執行権力機関との合意に基づいて、サハリン州執行権力機関は、ロシ

ア憲法と連邦の法律に抵触しない限り、連邦執行権力機関の権限の一部を代行

することができる。 
３．連邦執行権力機関との合意に基づいて、サハリン州執行権力機関は、ロシ

ア憲法と連邦の法律に抵触しなし限り、自分たちの権限の一部を連邦機関に譲

渡することができる。 
第２８条 
サハリン州知事は、以下の権限を有する。 
1 連邦国家権力機関、連邦主体の国家権力機関、地方自治体との関係において、

サハリン州を代表する。また対外経済関係においては、サハリン州の名におい

て条約と合意に署名する。 
2 サハリン州の法律を公表、または拒否する。 
3 サハリン州の法律にしたがって、州行政機関を構成する。 
4 サハリン州行政機関を指導する。 
5 法案を、サハリン州議会に提出する権利を有する。 
6 連邦の法律、サハリン州憲章にしたがって、サハリン州議会を解散する権利を

有する。 
7 サハリン州議会とその付属機関の活動にかんする審議権を有し、州議会とその

付属機関に自分の全権代表者を派遣できる。 
8 サハリン州議会本会議臨時会の招集を要請する権利を有する。また、このため

にサハリン州憲章で定められた期間よりもまえに改選されたサハリン州議会第

一回本会議の召集を要請する権利を有する。 
9 サハリン州予算、州予算外予算、さらには外貨予算、州財産にかんする州の法

案を州議会に審議のために提出する。また、州の法律で定められた期間におけ

る予算の執行報告を州議会に行う。 
10 サハリン州の社会・経済発展計画案を、州議会に承認のために提出する。 
11 サハリン州の社会・経済状況と州の社会・経済発展の翌年の基本的な方針に

かんする年次報告を、毎年２月１日以前に提出する。 
12 州営企業の設置とその資本参加割合にかんする決定の同意をサハリン州議会

に求める。 
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13 サハリン州議会との事前の合意に基づいて、州第一副知事を指名する。 
14 サハリン州の称号と賞金を授与する。 
15 サハリン州議会とその付属機関のための歳出を除いて、州予算執行の際には

貸付人となる。 
16 ロシア連邦の法律、サハリン州憲章、サハリン州の法律に基づいてその他の

権限を行使する。 
第２９条 
１．サハリン州第一副知事と副知事は、州知事が設定した職務分担に基づいて

役割を実行する。 
２．サハリン州知事が一時的に自己の職務を遂行できない場合、知事の職務は

サハリン州第一副知事が代行する。その際に第一副知事は、州議会への法案提

出権、州の法律の公表と拒否権、州議会の解散権を行使することはできない。 
３．サハリン州副知事の人数は、州の管理機構と州行政機関の構成を考慮のう

えで定められる。 
第３０条 
１．サハリン州行政機関の活動を確立するために、州知事はサハリン州行政機

関事務局を設置する。 
２．サハリン州行政機関事務局は、その運営費を州予算から獲得する。 
第３１条 
サハリン州執行機関の州事務所と地区事務所の構成、地位、権限はロシア連邦

の法律、ロシア大統領とロシア政府の命令、サハリン州憲章、サハリン州の法

令に基づいてサハリン州行政機関によって定められる。 
第３２条 
１．サハリン州行政機関は州領土内では、ロシア憲法、ロシア連邦の法律と法

令、サハリン州憲章、サハリン州の法律と法令の執行を保障する。 
２．サハリン州行政機関は、ロシア連邦の法律とサハリン州の法律に基づいて

以下の事項を行う。 
1 サハリン州の総合的な社会・経済発展を促進するための政策を作成し、実行す

る。 
2 財政、研究、教育、保険、社会保障、環境保全の分野における統一的な国家政

策の実施に参加する。 
3 人間と市民の権利と自由、財産の保全と社会的秩序、犯罪の撲滅の実現と保障

と保護のための措置を自己の権限内で実行する。 
4 サハリン州議会に州知事が提出する予算案、サハリン州の外貨予算、州財産を

含む予算外予算案、州の社会・経済発展計画案を作成する。 
5 サハリン州の外貨予算と州財産を含むサハリン州予算、予算外予算を執行し、

予算執行報告、州議会にたいして州知事が提案する社会・経済発展計画の執行

報告を作成する。 
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6 サハリン州執行機関の州事務所と地区事務所を設置する。 
7 サハリン州の法律に基づいて州財産を管理・処分する。またロシア連邦の法律

とロシア連邦のその他の法令に基づいて、サハリン州の管理に委ねられている

連邦の財産を管理・処分する。 
8 自治体の法令がロシア憲法、ロシア連邦の法律、ロシア連邦の法令、サハリン

州憲章に抵触する場合、ロシア連邦の法律に基づいて地方自治体、地方自治体

の議員と役職者にたいして彼らの採択した法律を指摘し、同時に裁判所に提訴

する。 
9 ロシア連邦の法律に基づいて、管轄と権限の事項の分割、及び権限の一部の相

互譲渡の合意について、連邦執行権力機関と協定を締結する。 
10 サハリン州における財政・投資政策を作成、実現する。 
11 企業家の発展と独占活動の制限のための措置を講じる。 
12 商品（サービス）価格の国家統制にかんする措置を作成、実現する。 
13 簿記と統計の統一制度の導入を支援する。 
14 就職の斡旋、大量失業の阻止、移民流入の制限、労働環境、家族、母と子、

国家的な青年政策のための総合的な措置を行う。 
15 住居・公共サービス、エネルギー、交通、郵便の発展のための措置を講じる。 
16 商業企業、住民への日常サービスの発展のための条件をつくる。 
17 消費者の権利保護措置を講じる。 
18 州予算で建物を建設する。 
19 環境保護法の遵守を監督する。 
20 自己の権限内で国家安全保障措置を講じる。 
21 ロシア大統領とロシア連邦政府の権限に帰する法案を、ロシア大統領とロシ

ア連邦政府に審議を委ねる権利を有する。 
22 ロシア連邦憲法裁判所に照会する。 
23 サハリン州称号を授与する。 
24 連邦の法律、サハリン州憲章、サハリン州の法律、さらにはロシア憲法第７

８条に盛り込まれている連邦執行権力機関との合意に基づいて制定されている

その他の権限を行使する。 
第３３条 
１．自己の権限である諸問題にかんしてサハリン州行政機関は、州知事の署名

のもとで法律、法令を公布する。州行政機関の法令は、決定という形態をとる。

法令ではない法的な規範は命令の形態となる。 
２．自己の権限である諸問題にかんしてサハリン州知事は、決定と命令を発表

する。 
３．サハリン州執行機関の州事務所と地区事務所の幹部は、命令を発表する。 
４．本条の１、２、３の規範は、規範そのものに明記されていない限り、署名

日に効力を発する。 
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５．サハリン州行政機関の規範は公表される。 
第３４条 
１．サハリン州知事の権限は、新任の州知事が就任すると同時に停止する。 
２．サハリン州知事の権限は、連邦の法律に基づいて以下の事項に該当する場

合に停止する。 
1 知事の死亡 
2 サハリン州議会による州知事不信任表明による解職 
3 自己都合による辞職 
4 ロシア連邦大統領による解職 
5 裁判所による執務不能、または部分的な執務不能の認定 
6 裁判所による理由なき職務放棄の認定、または死亡の判定 
7 裁判所の有罪判決 
8 移住地のロシア連邦領土外への移動 
9 ロシア市民権の喪失 
10 サハリン州の法律に盛り込まれている手続きと基本原則に基づいて、州有権

者による解職 
３．サハリン州議会の州知事にたいする不信任表明の基本原則と手続きは、ロ

シア連邦の法律にしたがってサハリン州の法律で規定される。 
第３５条 
１．サハリン州議員定数三分の一以上の賛成をえた州議会、州議会常任委員会、

州議会委員会は、サハリン州第一副知事への不信任表明にかんする提案をサハ

リン州議会に提案する権利を有する。 
２．ロシア憲法、連邦の法律、州の法律の無視、もしくは違反、さらには課せ

られた職務放棄、その他の理由によるサハリン州第一副知事不信任表明にかん

するサハリン州議会の議案は、秘密投票にふされ、州議会議員定数の過半数の

賛成で可決される。 
３．サハリン州第一副知事は、不信任案が可決されればただちに解職される。 
 
第五章 立法（代表）機関とサハリン州執行国家権力の相互関係 
第３６条 
サハリン州議会とサハリン州行政機関の関係は、以下の基本的な原則のもとで

構成される。 
1 ロシア憲法、ロシア連邦の法律、サハリン州憲章に基づいてこれらの国家機関

の管轄と権限の事項にしたがって自立性と責任を負う 
2 相互に専権事項を認める 
3 サハリン州の全面的な発展のために協力する 
第３７条 
１．サハリン州議会議員、さらには州議会事務局職員（サハリン州議会の委託、
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またはその代表者）は、州執行権力機関の会議に出席する権利を有する。 
２．サハリン州執行権力機関の幹部、または幹部と同等の権限をもつ者は審議

権を有し、州議会本会議に出席することができる。 
第３８条 
１．サハリン州知事の法令、州執行権力機関の命令は、それらの署名日にサハ

リン州議会に送付される。 
２．サハリン州議会は州知事に、立法活動計画と立法案を提出する。 
３．サハリン州議会は、本条第１項に記されている法令の変更と(または)補足、

さらには破棄にかんする提案を、サハリン州知事、州執行権力機関に行う権利

を有する。または、関連する法令のロシア憲法と抵触するかどうかの照会をロ

シア連邦憲法裁判所に、裁判手続きまたは決められた手続きのもとで提訴する

権利を有する。 
４．サハリン州知事は、州議会の決定の変更と(または)補足、さらには破棄にか

んする提案を、州議会に行う。同時に、関連する決定を裁判手続きのもとで控

訴する権利を有する。 
５．権限行使の問題、国家権力機関で採択された法令、その他の問題で生じた

サハリン州議会と州行政機関の間の対立は、合同委員会を設置することで解決

を図る。合同委員会は、両者のなかの一方から設置にかんする書面の提案があ

ってから１０日以内に開設する。合同委員会の創設から１０日以内に、対立に

かんする議事を審議しなければならない。合同委員会の決定は諮問的な性格を

有し、サハリン州議会と州知事はその決定を合同で検討する。 
６．決められた期間内に問題解決にむけて合意が達成されない場合、判断はロ

シア大統領、ロシア連邦憲法裁判所、サハリン州裁判所、サハリン州調停裁判

所に委ねられる。 
 
第六章 サハリン州の司法権力 
第３９条 
サハリン州における司法権力はロシア憲法に基づいて、憲法、民法、行政、刑

法の各訴訟手続きにしたがって行使される。 
第４０条 
サハリン州領土内ではロシア連邦の憲法的法令に基づいて、ロシア連邦司法制

度を構成するサハリン州裁判所、地区裁判所、サハリン州調停裁判所、サハリ

ン州国際裁判所が存在する。 
第４１条 
１．サハリン州裁判所、地区裁判所、サハリン州調停裁判所、さらにはサハリ

ン州国際裁判所の組織と活動の権限と手続きは、ロシア憲法、連邦の憲法的法

令、連邦の法律によって制定される。 
２．サハリン州裁判所の権限、組織と活動の手続きは、連邦の憲法的法令とサ
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ハリン州の法律で定められる。 
３．サハリン州裁判所の資金は、州予算から歳出される。 
第４２条 
１．サハリン州裁判所は、法廷を有する。 
２．サハリン州人民裁判所法廷は州議会において選出された２５歳以上の市民

から構成される。サハリン州人民裁判所の法廷裁判官候補は高等教育修了者で、

５年以上の司法活動を要する。 
３．サハリン州人民裁判所の法廷は、ロシア憲法、連邦の法律、サハリン州憲

章、サハリン州の法律を遵守する。 
 
第七章 サハリン州法 
第４３条 
１．サハリン州憲章は、州法制における最高法である。 
２．サハリン州で採択されるその他の法律は、サハリン州憲章に依拠する。 
３．サハリン州国家権力機関、地方自治体、公務員、市民、社会団体はロシア

憲法、連邦の法律、サハリン州憲章、サハリン州の法律と法令を遵守する。 
第４４条 
サハリン州の法律、サハリン州国民投票で採択された決定、サハリン州議会の

決議、州知事の決定と命令、州行政機関の決定と命令は、連邦の法律と同様に、

サハリン州内では国家的遵守に伏す。 
第４５条 
サハリン州国家権力機関による法令の採択手続きは、連邦の法律、サハリン州

憲章、関連するサハリン州法令で定められる。 
第４６条 
１．サハリン州の法律は公表される。非公表の法律は効力を有しない。 
２．人間と市民の権利、自由、義務にかんする一切の法令は公表されていない

限り、適応されない。 
第４７条 
サハリン州議会の法案提出権は、州議会議員、州知事、地方自治体の代表者に

認められる。法案提出権は同様に、州検事局検事、州裁判所、州調停裁判所、

ロシア連邦法務省サハリン州管理局、州有権者委員会、州議会の北方少数民族

代表者、州住民の労働・社会・経済的権利と利益にかんする諸問題ではサハリ

ン州労働組合にも認められる。 
第４８条 
１．法案提出権の主体はサハリン州議会にあり、州の法律に基づいて審議され

る。 
２．サハリン州の法案は、州議会における二回以上の読会を必要とする。法案

の拒否、採択の決定は州議会の決議に基づく。 
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３．税金の導入または撤廃、支払いの免除、州の財政義務の変更、その他のサ

ハリン州の法案、州予算の歳費、州の外貨予算、州の財産は、州知事の提案ま

たはその決定に基づいて州議会で審議される。州知事の決定は、州の法案の受

領から２０日以内に州議会に提出される。 
第４９条 
サハリン州憲章とその修正は、州議会議員定数三分の二以上の賛成で採択され

る。州の法律は連邦の法律で規定がない限り、州議会議員定数の過半数で採択

される。州議会の決議はロシア連邦の法律で規定がない限り、選出された議員

の過半数で採択される。 
第５０条 
１．サハリン州議会での州の法律の採択は、採択日から１０日以内に公表のた

めに州知事に送付される。 
２．サハリン州知事は、受領日から１４日以内に州議会で採択された法律を公

表する。州知事は、１４日以内に法律を拒否できる。 
３．サハリン州の法律を州知事が拒否した場合、法律は州議会議員定数三分の

二以上の賛成で、採択されている原案のままで採択される。州知事は原案を二

度拒否することはできず、受領日から１０日以内に公表しなければならない。 
４．本条の第２項、第３項にしたがって採択された法律の公表をサハリン州知

事が執行しない場合、州議会議長、その代行者は州議会の名において、公表予

定日から１０日以内に州知事によるサハリン州憲章の違反を州裁判所に提訴す

る。 
第５１条 
サハリン州の法律は、公式の発表を経て効力を発する。人間と市民の権利と自

由の擁護の問題にかんするサハリン州の法律とその他の法令は、公表日から１

０日以内に効力を発する。 
 
第八章 サハリン州の地方自治 
第５２条 
１．サハリン州では地方自治が施行されており、その地方自治はロシア憲法と

サハリン州憲章で認められ、保障されている。地方自治は住民利益とその歴史

的、地域的特性から派生している地域の諸問題を解決するために自己の責任の

もとで、直接的、または地方自治体を通した住民活動の自立的な活動を実現す

る。 
２．地方自治の法的基盤となるのは、ロシア憲法、連邦の法律、サハリン州憲

章、サハリン州の法律、地方自治体憲章である。 
第５３条 
１．地方自治を実現するための住民活動の組織化、保障、権限、地方自治の代

議機関とその他の機関の権利と職務は、地方自治憲章で規定される。 
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２．地方自治憲章は、サハリン州の法律で定められている手続きのもとで国家

登録が行われる。 
第５４条 
１．地方自治は市、農村、その他の地区で実現される。地方自治の行政単位は、

市、村、地区、その他の自治区域を意味し、連邦の法律とサハリン州の法律で

保障される。 
２．地方自治体の形成、統合、改編、または廃止、自治体の境界線と名称の制

定と変更は、サハリン州の法律で規定される。 
第５５条 
１．地方自治は住民によって選出される代表機関を通して、選出される役職者

とその他の地方自治体の機関を通して、さらには直接的な住民投票、会合（集

会）、その他の市民の直接的な意思表示の形態を通して実現される。 
２．地方自治体には、代議機関を必ず設置する。 
３．地方自治体憲章では、地方自治体の首長をはじめとして選出される役職者

の職を定める。 
４．地方自治体は、国家権力機関制度には加わらない。 
５．地方自治体機関の構成は、住民の自主性に委ねられる。 
６．地方自治体機関は法人格を有する。 
第５６条 
１．地方自治体の管轄には、地域内の諸問題、地方自治体に分割されている国

家的な権限が含まれる。 
２．地域の問題とは、ロシア憲法、連邦の法律、サハリン州の法律に基づいて

地方自治体憲章で触れられている自治体住民の日常活動に直接的に関与する分

野のことである。 
第５７条 
１．個々の国家的な権限の地方自治体への付与は、連邦の法律とサハリン州の

法律によって必要となる物質的、財政的な資金の提供と同時に実行される。 
２．地方自治体による個々の国家的な権限の執行にたいする監督の条件と手続

きは、ロシア連邦の法律とサハリン州の法律で定められる。 
第５８条 
１．地方自治体の経済的基盤は、自治体財産、自治体予算、国家財産でありな

がら地方自治体の管理に譲渡された財産、法律にしたがって自治体住民の要求

を満たすその他の財産から構成される。 
２．自治体間の境界線上に（市を例外として）複数の自治体の管轄物、自治体

所有の建物、自治体予算の歳入項目に該当するものがある場合、サハリン州の

法律によって分割され、市の場合にあっては市憲章で定められる。 
３．地方自治体は自治体財産を管理する。自治体財産所有者の権利は、自治体

の名において地方自治体が執行する。サハリン州の法律と自治体憲章で明記さ
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れている場合には、住民が直接に行使する。 
第５９条 
１．地方予算は自治体予算のことである。 
２．地方予算の作成、承認、執行、予算の執行にたいする監督は、地方自治体

が行う。 
３．地方自治体は自主的に、地方予算の資金を処理する。前年度に地方予算の

歳出にたいして歳入が多かった場合、サハリン州国家権力機関によって没収さ

れることはない。地方自治体と自治体の役職者は、自治体住民、国家、法律に

基づく法人格にたいして責任を負う。 
 
第九章 サハリン州の発展の経済的、財政的基盤 
第６１条 
サハリン州の発展の経済的基盤は以下の項目から構成される。 
1 サハリン州の国家財産 
2 サハリン州内にある連邦国家財産 
3 自治体財産 
4 私有財産 
5 サハリン州の経済的、社会的発展に寄与するその他の財産 
第６２条 
１．サハリン州では、財産のすべての形態が平等に擁護される。 
２．財産権は、社会的利益を損なうことがあってはならない。 
３．財産権の制限は、ロシア連邦の法律によってのみ制定される。 
第６３条 
１．サハリン州では経済活動と競争の自由を確立するために必要な条件が確立

され、独占活動は排除され、法律にしたがって企業家活動の任意の形態を実現

するために自分の特性と財産を自由に利用できる市民の権利は保障される。 
２．サハリン州国家権力機関は、財政的、税制的、予算的な政策における優先

順位を確立し、州の社会・経済発展と地域間の発展計画を促進する社会的に有

意義な分野における企業活動の促進をめざす支援策と刺激策を講じる。 
第６４条 
１．連邦国家財産にかんしてサハリン州国家権力機関は自己の権限内で、生産・

社会関連施設の有効的な配置、天然資源の合理的な利用、環境保全にたいする

監督を実施し、同時に住民の社会保障分野においても監督する。 
２．連邦国家財産施設がサハリン州住民に被害をあたえた場合、または環境の

悪化を招いた場合には、施設の活動は法律にしたがって制限、停止、縮小され

る。 
第６５条 
１．サハリン州国家財産は、ロシア連邦国家財産の形態となる。 
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２．サハリン州国家財産を構成するのは州予算の資金、外貨予算と州基金を含

む予算外予算、土地、地下資源、天然資源、インフラ施設、州に属するその他

の施設、州の資金で設立・運営され、さらには国家権力機関と自治体によって

サハリン州に譲渡されている企業、国民教育施設、保健施設、社会保障施設、

学術と文化施設、その他の施設、有価証券と財政資産である。 
第６６条 
サハリン州国家財産を構成している財産の処分は、サハリン州の法律に基づい

て州執行権力機関が行う。 
第６７条 
１．サハリン州の財源は州予算、外貨予算、サハリン州基金を含む予算外予算、

貸与資源、連邦予算からの支出金から構成される。 
２．サハリン州の財源は協定を基盤に、その他のロシア連邦主体、地域間の社

会・経済発展計画に資金支援するために企業、施設、組織、社会団体、市民の

財源と結合することができる。 
第６８条 
サハリン州の税制は州予算、連邦税と州税と地方税、徴税、関税、連邦の法律

と州の法律に基づいたその他の財源からの州予算と自治体予算から構成される。 
第６９条 
サハリン州議会は、州の社会・経済発展と地域間計画を定めている個々の分野

と州全土への投資の促進と優先的発展を図るために、連邦の法律とサハリン州

の法律にしたがって優遇税制とその他の措置を制定する。 
 
第十章 天然資源とその利用 
第７０条 
１．土地とその他の天然資源は、サハリン州領土にすむ住民生活と活動の基盤

のために利用、保全される。 
２．土地とその他の天然資源は私有、国有、自治体所有、その他の所有形態に

分かれる。 
３．一つひとつの所有形態は環境保全を維持し、天然資源を大切にする。 
４．サハリン州内の土地、地下資源、森林資源、水資源とその他の天然資源の

所有、利用、処分にかんする諸問題は、連邦の法律と州の法律によって統制さ

れる。 
第７１条 
１．サハリン州とその海域、大陸棚の自然環境の有益な特性と天然資源は、州

住民の健康、社会的暮らし、安全を脅かすことがあってはならない。 
２．サハリン州における州と自治体の天然資源の特定とそれらの利用の手続き

は、連邦の法律、州の法律、ロシア連邦国家権力機関とサハリン州国家権力機

関の間で締結される協定と条約に従う。 
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第７２条 
１．天然資源の利用にあたってはサハリン州の利益のもとで、環境保全と安全

を図るために社会・経済的発展の要件と前提条件を考慮する。 
２．サハリン州の利益は、州内の天然資源に適応される。 
３．ロシア連邦の法律によってロシア連邦とサハリン州の共同管轄にある天然

資源の処分、管理、利用にあたってはサハリン州の利益を考慮し、連邦の法律

とサハリン州の法律に基づいて、ロシア連邦国家権力機関とサハリン州国家権

力機関の間の協定と合意によって行われる。 
４．ロシア連邦の法律によってロシア連邦とサハリン州の合同管轄下にある天

然資源の処分、管理、利用は、以下の事項を保障する。 
1 連邦と州の法律で制定されている割合、サハリン州予算に支払われる天然資源

の利用代金 
2 法律によってサハリン州国家財産となっている天然資源の廃止にあたっての

損失と利益にたいする完全な保障、自然環境の悪化と環境法の違反にたいする

完全な保障 
3 サハリン州と大陸棚、そしてロシア連邦の２００カイリ経済水域内にある天然

資源、炭化水素、海産資源、その他の天然資源の開発、合理的な利用の諸問題

にかんする国際協定の合意は、連邦の法律に基づいてサハリン州国家権力機関

が行う 
4 サハリン州は州の社会・経済発展、地方の労働力の優先的な活用、自然保護を

促進するために州の天然資源の開発にかんする合意を作成し、それらにたいす

る監督、天然資源の一部の分割、または国家による生産物の分割についての合

意が得られた等価物についての協定を締結する権利を有する 
第７３条 
サハリン州内にすむ北方少数民族の社会団体との合意についてサハリン州国家

権力機関は、以下の決定を採択する。 
1 伝統的な天然資源の利用地域の指定について 
2 天然資源の再生にかんする優遇について 
 
第十一章 サハリン州のシンボルと行政中心地 
第７４条 
サハリン州は紋章、旗、国歌を有する。それらの内容と公的な利用の手続きは、

サハリン州の法律で制定される。 
第７５条 
サハリン州の行政中心地は、ユジノ・サハリンスク市とする。州の行政中心地

の地位は、州の法律で制定する。 
 
第十二章 結語 
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第７６条 
１．サハリン州憲章は、その公表日から１０日後に効力を発する。 
２．州内で効力を有するサハリン州の法律と法令は、州憲章に抵触してはなら

ない。 
第７７条 
サハリン州憲章の修正にかんする提案は、州議会議員定数三分の一以上が参加

する議員グループ、州知事、地方自治体代表機関三分の二以上の議員の支持を

得ている代表機関が行うことができる。 
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              沿海地方憲章 

第一章 基本原則 
第１条 沿海地方の地位 
・沿海地方は、ロシア連邦のほかの連邦主体と同等な連邦主体であり、ロシア

連邦と切り離せない一部であり、ロシア連邦の構成体から離脱する権利を有し

ない。 
・沿海地方の地位は、ロシア連邦憲法と本憲章に規定される。 
・沿海地方は連邦国家権力機関との相互関係において、住民の福祉と地域の発

展に必要な自立性を有し、ほかの連邦主体がどのような憲章を有しているかど

うかに関係なく、ロシア連邦のほかの連邦主体と同等の権利を有する。 
・沿海地方の地位の変更、さらにはロシア連邦のほかの連邦主体との領土の分

割と統合は、ロシア連邦憲法にしたがって行われる。その場合、選挙権を有す

る沿海地方居住者による住民投票によって表明される賛否の意思が前提となる。 
第２条 人間の権利と自由の最高価値 
・沿海地方では、人間の最高価値と優越性、人間の権利と自由が認められる。 
・国家権力は、人々の全体的な福祉、擁護、安全のために活動する。 
・人間の品位への尊敬、人間と市民の権利と自由の完全、無条件、敏速な擁護、

一人ひとりの個人の自由な発展のための条件の形成は、国家権力機関役職者の

義務である。 
・人間と市民の権利と自由は沿海地方の法律の意義、内容、適応、そして国家

権力と地方自治体の代表機関と執行機関の活動を規定し、法律で保障される。 
・沿海地方の領土では、独自性、文化、言語、風習、伝統の存続にたいする沿

海地方住民と少数民族の不可侵の権利が認められ、保障される。 
第３条 国民権力 
・沿海地方が有する権力の唯一の源泉は、ロシア連邦多民族国家を代表する沿

海地方住民である。沿海地方では、だれ一人としてその権力を剥奪されない。 
・国民は自分の権力を直接、または間接民主主義のさまざまな形態を通して、

またロシア憲法、連邦の法律、本憲章、沿海地方の法律にしたがって形成され

る国家権力機関と地方自治体を通して実現する。 
・国民権力のもっとも高度な直接的な表明は、国民投票と自由な選挙を通して

行われる。 
第４条 沿海地方の領土 
・沿海地方領土は、ロシア連邦領土を構成する一部である。沿海地方では、本

憲章が効力を発した時点から行政単位は機能を有する。 
・沿海地方領土の変更は、沿海地方の同意なくしては行われない。 
第５条 ロシア連邦を構成する沿海地方 
・沿海地方領土では、ロシア連邦の主権が確立される。 
・沿海地方国家権力機関とロシア連邦国家権力機関の管轄・権限事項の分割は、
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ロシア連邦、連邦条約、管轄・権限事項の分割についてのその他の協定に基づ

いて行われる。 
第６条 沿海地方の法制度 
・沿海地方の法制度の基盤を構成するのは、ロシア憲法、連邦の法律、本憲章、

沿海地方の法律である。 
・沿海地方の法制度の一部を構成するのはロシア憲法と本憲章にしたがって、

国際法の一般原則と規範、ロシア連邦の国際条約と沿海地方の対外協定である。

沿海地方が締結している対外協定によって原則が制定されている場合、沿海地

方の対外協定に盛り込まれている合意の原則が適応される。 
・沿海地方の法制度を構成するのはロシア憲法、連邦の法律、本憲章、沿海地

方の法律に基づいて採択されるロシア大統領令、ロシア政府令、連邦国家権力

執行機関令、沿海地方国家権力執行機関令である。 
第７条 沿海地方におけるロシア憲法とロシア連邦の管轄事項にかんする連邦

の法律の効力 
・ロシア憲法と連邦の管轄事項に基づいて採択された連邦の法律は、沿海地方

の領土においては優越性と直接的効力を有する。 
・ロシア憲法と連邦の法律に基づいて採択された沿海地方の法律と法令は、沿

海地方に位置し、自己の活動を展開するすべての国家機関、地方自治体、それ

らの役職者、市民、市民団体、企業、組織を拘束する。 
・ロシア憲法に基づく沿海地方の憲章と法律は、沿海地方においては連邦の法

律と同様に国家によって保障される。 
第８条 
・沿海地方においては、すべての所有形態が平等に保護される。 
・土地、森林、水資源、その他の天然資源は住民の生活と活動の基盤であり、

沿海地方住民の利益を損失させるようなことがあってはならない。これらの天

然資源は私有、国有、自治体所有、その他の所有形態をとる。 
・沿海地方では、ロシア連邦の統一された経済圏、商品の自由な移動、サービ

スと資金の提供、競争の促進、経済活動の自由が保障される。 
第９条 
・沿海地方の国家権力機関の制度は、ロシア憲法、国家権力の代表・執行機関

の一般原則、制定されている連邦の法律に基づいて自由に制定される。 
・沿海地方の立法権力は直接的には、沿海地方の定住者と一時的滞在者による

住民投票を通して実現される。 
・沿海地方執行権力は、沿海地方知事、知事が形成する機関、知事によって任

命される執行権力の役職者によって実現される。 
・沿海地方の立法機関と国家権力執行機関の権限分割は、ロシア憲法、連邦の

法律、本憲章、沿海地方の法律に基づく。 
・沿海地方の司法権力は、ロシア連邦の統一された司法制度を構成する沿海地
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方の法廷において実現する。沿海地方の司法機関の形成と活動の手続きは、ロ

シア連邦の法律によって行われる。 
・沿海地方検事局は、ロシア連邦検事局の統一された中央集権的な制度を構成

する。沿海地方検事局の権限、組織、活動手続きは、連邦の法律に拘束される。

沿海地方主席検事は、連邦の法律によって制定されている手続きに基づいて、

ロシア連邦検事総長によって任命される。 
第１０条 沿海地方国家権力機関の活動の法的基盤 
・沿海地方国家権力機関は、ロシア憲法と連邦の法律に基づいて行動する。 
・沿海地方国家権力機関は、沿海地方憲章と沿海地方の法律に抵触する決定を

採択することはできない。沿海地方国家権力は、沿海地方のどんな国家権力機

関の権限も侵害するような決定を採択することはできない。 
・沿海地方では非憲法的な法令、非法律的な法令、国家権力の存在と任命に抵

触する法令と法令の個々の規定を制定できない。 
第１１条 沿海地方の地方自治 
・沿海地方では、地方自治にたいする住民の権利が保障される。 
・自己の権限内で地方自治体は自立しており、国家権力機関機構に加わらない。 
第１２条 沿海地方とその他のロシア連邦主体との関係 
・沿海地方はロシア憲法、連邦の法律、本憲章、沿海地方の法律に基づいて、

その他のロシア連邦主体との間で経済合意とその他の合意を自主的に締結でき

る。 
第１３条 国際関係への沿海地方の参加 
・沿海地方は、ロシア憲法と連邦の法律に抵触しない限り、国際関係と対外経

済関係に自主的に参加し、諸外国の民族国家と地域行政区、そして国際関係の

その他のアクターとの間で国際的合意と対外経済取引を締結することができる。 
・沿海地方は、その他のロシア連邦主体、その国家権力連邦機関とともに、ロ

シア連邦主体の国際関係と対外経済関係を調整し、国際協定を遂行するための

活動を行う。 
・沿海地方の国際協定は、連邦の法律と沿海地方の法律で盛り込まれている手

続きに基づいて、沿海地方立法会議の承認（批准）を必要とする。 
・沿海地方国家権力機関は、ロシア連邦で採択されている国際的な義務に反す

る行動を行うことはできない。沿海地方国家権力機関は、ロシア憲法と連邦の

法律で制定されている手続きに基づいて、国際的義務を含む決定に異議を唱え

ることができる。 
第１４条 地区行政制度 
・沿海地方は自主的に、地区行政制度の問題を決定する。 
・沿海地方では、地区、市、農村、村落ソビエト（村落）、村の行政単位を設置

する。 
・地区行政単位の地位とその区分の問題解決の手続きは、本憲章に基づいて沿
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海地方の法律によって制定される。 
・地区行政単位の境界線変更にかんする決定は、地元住民の意見を考慮し、沿

海地方知事の判断に基づき沿海地方立法議会において採択される。 
第１５条 沿海地方の公式シンボル 
・沿海地方は国旗と国章を有する。沿海地方のシンボル、その内容、公的利用

の手続きは沿海地方の法律で制定される。 
第１６条 沿海地方の行政中心地 
・沿海地方は歴史的に形成された行政中心地を有し、その都市をウラジオスト

クと定める。 
第１７条 沿海地方憲章の法的な意義 
・沿海地方憲章は沿海地方の法律とその他の法令との関係では最上級法であり、

全地域において強制力を有する。 
・沿海地方の法律と法令は、本憲章に抵触することはできない。沿海地方憲章

と沿海地方国家権力機関、そして地方自治体の法令が抵触する場合、沿海地方

憲章が優先する。 
第１８条 沿海地方憲章の基本規定 
・沿海地方憲章の基本原則は、沿海地方の根本原理となる。 
・沿海地方憲章のいかなる原則も、根本原理と抵触するような解釈、適用は認

められない。 
 
第二章 人間と市民の権利と自由 
第１９条 沿海地方における人間と市民の権利と自由の実現 
・沿海地方では、ロシア憲法の規定、本憲章の規定、連邦の法律、沿海地方の

法律に基づいて、ロシア憲法で盛り込まれている人間と市民の権利と自由の承

認と実現が保障される。 
沿海地方では、人間と市民のその他の一般に認識されている権利と自由の実現

が認められている。 
・人間の基本的な権利と自由は一人ひとりの出生に根ざしており、剥奪される

ことがあってはならない。 
・人間と市民の権利と自由は、直接に実現される。 
・人間と市民の権利と自由の実現は、他人の権利と自由を侵害してはならない。 
第２０条 人間と市民の権利と自由の保障 
・本憲章は、沿海地方における人間と市民の権利と自由を国家的に保障し、国

民にたいして国家権力の責任を保障する。 
・沿海地方では市民と国家権力機関は法のまえでは平等であり、法廷でも均し

く扱われる。 
・社会的地位、性別、民族、言語、宗教によって市民の権利がいかなる形でも

制限されることがあってはならない。 
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・人間と市民の権利と自由を侵害したり制限したりする行為は許されない。秘

密の政治捜査、検閲、弾圧は許されない。人間と市民の権利と自由を侵害する

どんな機関の設置も認められない。 
・人間と市民の権利と自由に関わる問題の解決に際して、すべての国家権力機

関とその役職者は連邦の法律と沿海地方の法律で直接に定めている手続きと方

法に基づいて自分の活動を行う。 
・人間と市民の権利、自由、義務に関する沿海地方国家権力機関の法令は、そ

れらが一般に公表されていなければ、適応されない。 
・人間と市民の法的な権利と自由を削減し、それらの効力を制限するような沿

海地方国家権力機関のすべての法令は、法的な効力を有しない。 
第２１条 人間と市民の権利と自由の制限 
・人間と市民の権利と自由が連邦の法律によって制限されるのは、憲法的機構

の基盤を保護し、他人の健康・理性・権利・正当な利益を擁護し、ロシア連邦

の防衛と安全を確保するためである。 
・権利と自由の個々の制限にあたっては、その行為の限界と期間を明記される。

それらは公式に非常事態宣言があったときであり、ロシア憲法と連邦の法律で

それらの制限が規定される。 
第２２条 国家権力行使と地方自治への市民の参加 
・市民は直接に、または自分たちの代表者を通して、国家権力の行使と地方自

治に参加する権利を有する。 
・沿海地方の法律に基づいて市民は、沿海地方国家権力機関と地方自治体への

選挙権と被選挙権を有する。同時に、沿海地方国民投票と自治体住民投票に参

加する権利を有する。 
第２３条 情報にたいする権利 
・各人は沿海地方国家権力機関と地方自治体、関連する役職者の活動に関する

情報を、あらゆる法的な方法に基づいて自由に探索、受領、伝達、発表、普及

する権利を有する。 
・沿海地方国家権力機関と地方自治体、それらの機関の役職者は、連邦の法律

と沿海地方の法律に盛り込まれていない場合、直接に権利と自由にかかわる文

書と資料を一般公開する。 
第２４条 損害補償にたいする権利 
・各人は沿海地方国家権力機関、地方自治体、それらの機関の役職者が引き起

こす違法行為(または不作為)による損害補償を求める権利を有する。 
第２５条 外国人の法的地位 
・ロシア憲法に基づいて外国人と市民権を有しない個人は、連邦の法律とロシ

ア連邦の国際条約で定められている場合を除いて、ロシア市民と同等な権利と

義務を有する。                                   

・沿海地方国家権力機関は、ロシア憲法と連邦の法律で認められている場合、



94

本憲章の諸規定を考慮したうえで、沿海地方に滞在する外国人にかんする決定

と法令を採択する権利を有する。 
第２６条 人間と市民の権利擁護 
・各人は法律で禁止されていない一切の方法を用いて、自分の権利と自由、さ

らには他人の権利と自由を擁護する。 
・各人には、自分の権利と自由を法廷で擁護する権利が保障されており、沿海

地方国家権力機関と地方自治体、それらの機関の役職者の決定と行為(不作為)
を法廷で公開することができる。 
・沿海地方では、各人は自分の権利と正当な利益を擁護する場合を含めて、他

人と団結する権利が認められ、保障されている。 
・沿海地方では権利と正当な利益を擁護する目的で市民に協力するために、特

別な機関を創設することができる。その機関の設立の手続きと法的な地位は、

沿海地方の法律で制定される。 
 
第三章 沿海地方の管轄事項 
第２７条 沿海地方の管轄事項と沿海地方国家権力機関の権限事項の内容 
・沿海地方の管轄事項と沿海地方国家権力機関の権限は、ロシア連邦と沿海地

方の管轄事項の分割、沿海地方国家権力連邦機関と沿海地方国家権力機関の権

限分割に基づいて制定される。 
・管轄事項と権限事項は、以下のように分けられる。 
沿海地方の管轄事項と沿海地方の国家権力機関の権限に分けられる。 
ロシア連邦と沿海地方の共同管轄事項にかんする沿海地方国家権力機関の権限。 
ロシア憲法と連邦の法律に基づいて締結された沿海地方の国家権力執行機関と

の合意にしたがって、執行国家権力の連邦機関によって沿海地方の国家権力機

関に譲渡された権限。 
第２８条 沿海地方の管轄専権事項と沿海地方の国家権力機関の権限 
・ロシア連邦と沿海地方の共同管轄事項に基づくロシア連邦の管轄と連邦国家

権力機関の権限の範囲外では、沿海地方は自己の領土内で国家権力の全権を有

し、自己の政策を自主的に作成し、実行する。 
・沿海地方の管轄は以下の通りである。 
1 沿海地方の憲章、法律、法令の採択、修正、補充とそれらの遵守にたいする監

督 
2 沿海地方の地区行政区分の制定 
3 連邦の法律で制定されている一般原則に基づいて沿海地方国家権力機関制度

の制定、それらの機関と活動の規定の制定、国家権力沿海地方機関の形成 
4 連邦の法律で規定されている一般原則に基づいて、地方自治体の確立とその機

関と役職者の選挙を実施するための法整備 
5 沿海地方の国有財産、それの管理と処分 
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6 国家、経済、環境、社会、科学技術、文化の発展のための沿海地方としての政

策の作成、その発展計画案の採択 
7 沿海地方の予算、税政策、税金と徴税、税の制定、導入と廃止、地方税制の確

立 
8 連邦の法律で制定されている範囲内で、物質生産の領域における経済統制と沿

海地方における非生産分野の発展にかんする法的統制 
9 沿海地方のエネルギー、交通、コミュニケーション、情報、技術、その他のラ

イフラインの確立 
10 沿海地方の国家公務員と地方公務員 
11 沿海地方における利害衝突法の制定 
12 沿海地方名誉勲章と表彰 
13 本憲章、法律、法令に基づいて沿海地方にかかわるその他の諸問題、ロシア

連邦と沿海地方の共同管轄事項にかんするロシア連邦の管轄事項と国家権力連

邦機関の権限事項の範囲外にある諸問題 
・沿海地方はその専権事項に基づいて、国家権力機関が法律と法令を含めて自

主的に法的な統制を実行できる。連邦の法律と専権事項にしたがって採択され

た沿海地方の法律、または法令の間で対立が生じた場合、沿海地方の法律、ま

たは法令が優先する。 
第２９条 ロシア連邦と沿海地方の共同管轄事項 
・ロシア連邦と沿海地方の共同管轄事項に基づく沿海地方国家権力機関の権限

は、連邦の法律、さらには連邦と沿海地方の国家権力機関の間で締結された協

定に基づいて定められる。 
第３０条 ロシア連邦と沿海地方の共同権限事項にかんする沿海地方国家権力

機関の権限 
・ロシア連邦と沿海地方の共同権限事項に基づいて連邦の法律が公布され、連

邦の法律に基づいて沿海地方の法律と法令が採択される。 
・ロシア連邦と沿海地方の共同管轄事項に基づいた連邦の法律が採択されるま

では、沿海地方国家権力機関は独自の法的規制を行うことができる。この問題

で連邦の法律が採択された場合、沿海地方国家権力機関の法令は採択された連

邦の法律に従う。 
第３１条 沿海地方執行権力機関と連邦執行権力機関の合意 
・連邦執行権力機関との合意に基づいて沿海地方の執行権力機関は、連邦執行

機関の権限の一部を行使することができる。 
・沿海地方執行権力機関への連邦執行権力機関の権限の譲渡は、それを実現す

るために必要な物質的、財政的、その他の資源が提供される。 
・連邦執行権力機関との合意に基づいて沿海地方執行権力機関は、現行の法律

で制定されている手続きに基づいて自己の権限の一部を譲渡できる。 
・沿海地方執行権力機関は連邦執行権力機関との間で、沿海地方における連邦
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の国家計画の作成と実現にかんする合意、相互の利益になるその他の任務の共

同解決にかんする合意を締結することができる。沿海地方において連邦国家計

画とその草案を実現するにあたって、沿海地方にかかわる費用は、連邦予算か

ら歳出される。 
第３２条 連邦権限の実現への沿海地方の参加 
・沿海地方国家権力機関は、ロシア憲法と連邦の法律で制定されている範囲と

形態のなかで連邦の権限を実現することができる。 
第３３条 沿海地方における連邦権限実現の保障 
・ロシア連邦と沿海地方の共同管轄事項に基づいて、ロシア連邦の管轄内とロ

シア連邦国家権力機関の権限内で、連邦執行権力機関と沿海地方執行権力機関

はロシア連邦において執行権力の統一制度を形成する。 
・自己の権限を実現するためにロシア憲法に基づいて連邦執行権力機関は、沿

海地方において地方機関を創設し、関連する役職者を任命できる。 
・沿海地方国家権力機関は、連邦国家権力機関と沿海地方に位置する関係諸機

関と相互関係を構成する。その場合、権限にある諸問題の解決にあたっては自

主性を考慮に入れて協力と活動の調整を基盤におき、沿海地方での権限行使に

あたっては連邦権力機関に協力する。 
第３４条 沿海地方とロシア連邦、その他の連邦主体との間の対立の調整 
・沿海地方国家権力機関とロシア連邦国家権力機関、その他の連邦主体との間

で対立が生じた場合、それらを解決するために、ロシア憲法に基づいて合同委

員会を設置することができる。合同委員会でも調整がつかない問題は、連邦の

法律にしたがって解決される。 
第３５条 連邦国家権力機関と沿海地方国家権力機関の文書 
・国家権力機関とロシア連邦・沿海地方の役職者が各自の権限内で発行する文

書は、ロシア連邦と沿海地方では対等の効力を有する。 
 
第四章 選挙制度と国民投票 
第３６条 複数候補選挙制 
・国家権力機関と地方自治体の選挙は、複数候補選挙制を基盤に実施される。 
・選挙区は、以下の要求項目を満たさなければならない。 
  各選挙区は、有権者と代表者の割合が対等である。 
  単一選挙区の設置。ひとつの選挙区が他の選挙区と重複することがあって 
    はならない。 
  連邦の法律で定められている範囲内で地区行政区域を分割する。 
第３７条 沿海地方の選挙に市民が参加する権利 
・沿海地方国家権力機関と地方自治体の選挙に参加する権利は、１８歳以上で

沿海地方に居住するロシア市民の一人ひとりに付与される。 
・裁判所で自由剥奪の判決を受けた市民は、選挙権と非選挙権を有しない。 
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第３８条 選挙権の原則 
・市民は、秘密投票を前提に普遍的、平等的、直接的な選挙権を基盤に沿海地

方の選挙に参加する。 
・選挙への参加は強制されない。だれ一人として、選挙における市民の意思表

示にたいして強制力を行使する権利を有しない。 
第３９条 沿海地方での選挙実施条件 
・沿海地方での国家権力機関と地方自治体の選挙日は、沿海地方の法律で規定

されていない場合、選挙日の２ヶ月まえに公表される。 
・沿海地方の選挙準備とその手続きは、ロシア憲法、連邦の法律、本憲章、沿

海地方の法律に基づいて制定される。 
第４０条 沿海地方国民投票と自治体住民投票 
・沿海地方と自治体のもっとも重要な問題を市民によって直接的に解決するた

めに、沿海地方では国民投票と住民投票が実施される。 
・以下の事項を問う国民投票と住民投票は実施できない。 
1 権限を有する期間の短縮または延長。沿海地方の立法議会と知事、そして地方

自治体の権限行使の停止。沿海地方立法会議、沿海地方知事、地方自治体の任

期満了前選挙の実施、または選挙日の延期。 
2 沿海地方立法会議、沿海地方行政機関、地方自治体の構成、これらの機関の構

成員について。 
3 議員と役職者の選出、承認、任命、解職の合意について 
4 沿海地方の予算、地方自治体の予算の採択と修正、沿海地方と地方自治体の財

政負担の実施と修正 
5 住民の健康と安全の確保にかんする非常措置と緊急措置の採択 
・国民投票と住民投票で問われる設問は、明確で一義的に回答できるような形

式とする。 
第４１条 国民投票と住民投票の実施にかんする決定の採択 
・国民投票の実施にかんする決定は、沿海地方立法議会の発議、沿海地方知事

の発議、有権者が国民投票の実施に必要な署名を集めた場合に沿海地方立法会

議によって決定される。国民投票の実施に賛成する市民の署名数は、沿海地方

の法律で制定される。国民投票の実施を求める署名数は、国民投票に参加する

権利を有する有権者の２パーセントを超えることはできない。 
・地方自治体住民投票実施の決定は、地方自治体代表機関の発議、自治体首長

の発議、住民投票の実施を求める有権者の署名を受けて、地方自治体代表機関

で行われる。国民投票の実施に賛成する市民の署名数は、沿海地方の法律で制

定される。住民投票の実施を求める署名数は、国民投票に参加する権利を有す

る有権者数の５パーセントを超えることはできない。 
・投票の実施についての決定は、国民投票の場合には投票日の６０日前、住民

投票の場合は５日前に公表される。 
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第４２条 国民投票と住民投票の実施条件と結果 
・投票権を有し、沿海地方または自治体に居住する市民の半数以上が参加した

場合、投票は成立する。 
・投票した市民の半数以上が賛成した場合、法律と決定の原案は国民投票と住

民投票において採択されたことになる。 
・国民投票と住民投票で採択された法律と決定は、それらの公表日から効力を

発し、そして直接的に行使される。沿海地方国家権力機関、地方自治体で採択

された法律と法令よりも、上級の法律的効力を有する。 
第４３条 国民投票と住民投票の結果にたいする反論 
・国民投票と住民投票で採択された法律と決定は、ロシア憲法、連邦の法律、

本憲章への抵触を理由に、または投票実施の際の法律違反を理由に、法手続き

にしたがって提訴できる。 
・同一の問題を再度投票にかける場合は、投票の結果が公表(発表)されてから１

年以内に再投票が実施される。 
第４４条 削除 
第４５条 国民投票と住民投票の法的基盤 
・国民投票と住民投票の決定、準備、実施にかんする手続き、投票結果の集計

とその結果の決定にかんする手続きは、連邦の法律、本憲章、沿海地方の法律

で制定される。 
 
第五章 沿海地方の国家権力機関 
第４６条 沿海地方立法議会 
・沿海地方国家権力の唯一の代表立法機関は、３９人の議員から構成される沿

海地方立法議会である。 
・沿海地方立法議会議員は、沿海地方の法律で定められた手続きと条件のもと

で４年任期で選出される。 
・沿海地方立法議会は法人格を有し、固有の財産と印章を有する。 
第４７条 沿海地方立法議会の権限 
・沿海地方立法議会は以下の事項の権限を有する。 
1 沿海地方憲章、法律と法令の採択、それらの修正と補充、沿海地方憲章と法律

の解釈 
2 沿海地方知事とロシア連邦権力機関、連邦主体の間で締結された協定と合意の

批准。連邦の法律と沿海地方の法律で制定されている場合、それらの締結にた

いして沿海地方知事に事前承認を与える。沿海地方立法議会から事前承認があ

ったうえで沿海地方知事が締結する協定と合意は、沿海地方立法議会の批准を

必要としない。 
3 沿海地方地区行政区分の問題解決 
4 沿海地方知事の提案にそって沿海地方行政機関の管理機構と構成の承認 
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5 沿海地方知事の予算案の承認 
6 次年度予算が非採択の場合、歳出事項にかんする法律の採択 
7 沿海地方予算執行にかんする沿海地方知事報告の承認 
8 沿海地方の法律の執行状況と沿海地方の社会･経済発展の総合綱領と計画の実

施にかんする沿海地方知事の報告を受ける 
9 沿海国家財務局の役職者の任命と解職 
10 沿海地方の社会･経済発展の総合綱領と計画の承認 
11 資金配分の手続きと条件の制定。沿海地方所有物の処理と管理の手続きと要

件の制定。沿海地方の投資への参加手続きと条件の制定 
12 ロシア連邦における税制と徴税の一般原則に基づいて税制と徴税の手続きと

条件の制定 
13 沿海地方の国税と徴税とその手続きの制定 
14 納税を含む沿海地方財政への支払い優遇措置の制定 
15 沿海地方の財政義務の変更 
16 予算、予算外基金、外貨基金の形成と活動の手続きにたいする法的な統制の

実施、そしてそれらの実施にたいする監視 
17 沿海地方国家財産の売却計画の承認。沿海地方国家財産の地方自治体への譲

渡にかんする諸問題の決定 
18 連邦財産、地域共同財産、沿海地方財産がある土地の提供と没収の手続きの

法的統制。その他の天然資源の利用と保護の手続きにたいする法的統制 
19 沿海地方財産である歴史的、文化的、学問的価値、歴史記念物、文化的記念

碑の保護と利用にかんする法的統制 
20 沿海地方の財産の売却、所有、利用(処分)、管理の手続きにかんする法的統

制の実施 
21 本憲章第５５条に盛り込まれている場合を除いて、沿海地方立法議会選挙の

決定 
22 沿海地方知事選挙の決定 
23 沿海地方会計監査機関の設置 
24 沿海地方選挙管理委員会構成への協力 
25 沿海地方知事によって提案される沿海地方第一副知事、財政担当の副知事、

財政管理局長、財政実施機関長の候補者にたいする同意 
26 沿海地方におけるロシア連邦最高裁判所沿海地方支部長と沿海地方検事局長

の任命に、法律にしたがって合意する 
27 ロシア連邦国家議会への法案提出権の実行にかんする決議の採択 
28 諸問題の解決のためにロシア大統領、ロシア連邦憲法裁判所、その他の裁判

所への提訴にかんする決定の採択 
29 沿海地方国営放送の最高責任者の任命への合意 
30 沿海地方行政機関役職者にたいする不信任の表明 
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31 沿海地方立法議会で採択された法律と法令の執行にかんする監督 
32 地方自治体憲章登録の手続きへの法的統制 
33 沿海地方の管轄にかんする諸問題についての沿海地方の法律と法令の違反に

たいする責任の明確化 
34 沿海地方国民投票の実施にかんする決定の採択 
35 立法議会議長と副議長の選出と解職。議会内委員会を設立するにあたって議

員のなかからのメンバーの選出、その各委員会議長の承認。 
36 立法議会の構成の承認。立法議会活動規定の採択 
37 立法議会の構成、構造、部局、事務局の人件費にたいする歳出の承認 
38 表彰の承認、名誉称号、特別表彰、賞金、奨学金の制定とそれらにかんする

規定の承認。 
39 沿海地方立法議会決議の公布 
40 沿海地方行政機関との対等を基盤に、ロシア連邦国家権力機関に常設の代表

部を開設し、その代表者を任命する。沿海地方行政機関の合意にしたがって代

表部にかんする規定を採択する 
41 広報機関の設立 
42 連邦の法律と沿海地方の法律で盛り込まれている沿海地方立法議会の権限に

かんするその他の権限の執行 
・税金の導入と廃止の法案、税金支払いの免除にかんする法案、沿海地方の財

政義務の変更にかんする法案、沿海地方の予算で支払われるその他の歳出にか

んする法案は、沿海地方知事の提案に基づいて沿海地方立法議会で審議される。 
・沿海地方立法議会は沿海地方知事、さらには沿海地方執行権力機関役職者、

地方自治体に帰属する権限を侵害し、それに代行することはできない。 
第４８条 沿海地方立法議会活動の組織化 
・沿海地方立法議会は、議員定数三分の二以上が選出されてから３週間以内に

第一回本会議が沿海地方知事によって召集される。 
・沿海地方立法議会は、常設機関である。 
・立法議会本会議の開会と閉幕の時期、その活動手続きは、沿海地方の法律と

立法議会活動規定によって定められる。沿海地方立法議会は、沿海地方知事、

立法議会議長、立法議会委員会、議員定数三分の一以上の議員の提案で、臨時

会を開催することができる。沿海地方立法議会は臨時会において、その開催の

提案のなかで示された議題だけを審議・決議し、その審議が終了しだい閉幕す

る。 
・沿海地方立法議会本会議は、公開とする。沿海地方立法議会決議に基づいて、

沿海地方立法会議規定で制定されている場合、本会議は非公開で行われ、その

席には沿海地方知事と検事長は出席できる。 
・沿海地方立法議会活動手続き、立案提案権を有する人と立案作成者のメンバ

ー、そして彼らの権利の内容は、沿海地方立法議会規定において制定される。 
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第４９条 沿海地方立法議会の構成 
・沿海地方立法議会は、議員のなかから議長、副議長を選出し、委員会を設置

する。 
・議長と副議長は本会議を主宰し、沿海地方立法議会の内部秩序を管理する。 
・議長は沿海地方立法議会の長であり、沿海地方立法議会の職員の雇用と指導

を行う最高管理者である。沿海地方立法議会の活動と安全を直接に確保する人

物と部局は、議長、またはその職務を担う副議長に従属する。彼らは文面にお

いて、沿海地方立法議会の活動と安全を保障するための業務内容を仕事の開始

前に伝達する。 
第５０条 沿海地方立法議会議員 
・沿海地方立法議会議員は、沿海地方に居住するロシア市民を代表し、彼らの

利益、権利、良心に従う。命令的な委任状は無効とする。沿海地方立法議会議

員の法律的な地位は、沿海地方の法律によって規定される。 
・沿海地方立法議会議員は常時、自己の権限を行使し、立法議会の活動ではそ

の他の活動と兼任できる。 
・沿海地方立法議会議員は、国家公務員と地方公務員との兼任、国家上級公務

員と地方上級公務員になることはできない。沿海地方立法議会において彼らの

利益を代表することで報酬を受け取ってはならない。また、沿海地方知事、執

行権力機関とその役職者から謝礼、財産上の優遇、特典を受けることはできな

い。 
・立法議会において常勤で権限を行使する沿海地方立法議会議員は、連邦の法

律と沿海地方の法律で制定されている場合を除き、その他の有給の仕事を行う

ことはできない。 
・沿海地方立法議会議員は、常勤で職務に専念する場合、その任務の執行にた

いする給料を受け取る。 
・沿海地方立法議会議員の身分は不可侵である。その要件と内容は、連邦の法

律と沿海地方の法律で制定される。 
・立法議会議員の権限は法律で盛り込まれている場合を除いて、議員に選出さ

れた日から発生する。 
・沿海地方立法議会議員の権限は、ロシア連邦国籍を喪失した場合、また裁判

所で有罪判決を受けた場合、さらには沿海地方の法律で制定されているその他

のケースにおいて、任期満了前に停止する。 
第５１条 沿海地方立法議会任期満了前の権限停止 
・沿海地方立法議会の権限は、沿海地方立法議会議員定数の三分の二以上の賛

成で解散にかんする決議が採択された場合、連邦の法律で盛り込まれている場

合に、任期満了前に権限を停止する。 
・沿海地方立法議会の権限が任期満了前に停止した場合、沿海地方立法議会選

挙は、沿海地方立法議会の権限停止から三カ月以内に実施される。 
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第５２条 沿海地方知事  
・沿海地方知事は、ロシア憲法、連邦の法律、沿海地方憲章、沿海地方の法律、

執行権力の行使にかんするロシア連邦国家権力機関との協定で制定されている

条件と範囲内で、国家権力を行使する最高役職者である。 
・沿海地方知事は沿海地方執行権力を組織し、その長を務める。 
第５３条 選挙と知事選出 
・沿海地方知事は任期を４年とし、３０歳以上のロシア市民が被有権者となる。

秘密投票で、全有権者による平等・秘密投票で選出される。 
・知事の職は同一人物が、二期以上務めることはできない。 
・選挙のその他の要件と手続きは、沿海地方の法律で定められる。 
・沿海地方知事は、沿海地方立法議会に保存するために伝達されたテキストに

署名された宣誓に基づいて、選出日から１５日以内に職務を開始する。 
第５４条 沿海地方知事の代表権 
・沿海地方知事は、ロシア連邦、ロシア連邦主体、地方自治体、その他の行為

主体との関係において、沿海地方を代表する。 
・沿海地方知事は、沿海地方代表部にとって必要な個々の業務の遂行を、彼に

従属する役職者に委託することができる。これらの役職者の遂行にたいする全

責任は、沿海地方知事が負う。 
・沿海地方代表者である知事は、以下の事項を遂行する。 
1 沿海地方住民と沿海地方立法議会で年次教書を発表する。 
2 沿海地方の法律に基づいて表彰を行い、その他の賞を設ける。 
3 ロシア連邦国家権力機関、ロシア連邦主体、地方自治体、その他の行為主体と

協議し、合意(協定)を締結する。 
4 沿海地方の名において、沿海地方の利益のためにその他の行為を行う。 
第５５条 沿海地方知事の立法活動への参加 
・沿海地方知事は、沿海地方で実現される立法活動に参加する。 
・沿海地方知事は、以下の事項を行う。 
1 立法提案権を有する。 
2 沿海地方の法律に署名し、公布する。 
・沿海地方立法議会で採択された沿海地方の法律は、採択された日から７日以

内に、公表のために沿海地方知事に送付される。 
・沿海地方知事は、法律が送付されたから１０日以内に、それに署名・公表す

るか、拒否しなければならない。      
・沿海地方の法律が沿海地方知事に拒否された場合、その法律は沿海地方立法

議会議員定数三分の二以上の賛成があれば採択される。 
・沿海地方知事は、沿海地方立法議会の活動に審議権をもって参加できる。  
第５６条 沿海地方知事－沿海地方執行権力の長  
・沿海地方知事は、沿海地方において執行権力を組織化し、実行する責任を負
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う。沿海地方知事は、彼に従属する機関と役職者の行為を彼らの解職の理由に

することはできない。このことは沿海地方知事から、法律と彼らの権限が派生

する職務の侵害にたいする責任を役職者に求める権利を剥奪することにはなら

ない。 
・沿海地方知事は執行権力の長としての権限を、以下の事項で実現する。 
1 法律に基づいて、沿海地方の社会・経済政策の基本方針を定める。 
2 沿海地方の状況、社会・経済政策の基本方針について、沿海地方立法議会で年

次教書を発表する。 
3 沿海地方予算の作成活動を組織し、沿海地方立法議会に予算案を提示する。沿

海地方立法議会で承認された予算の実施を保障し、その実施報告を沿海地方立

法議会で行う。 
4 沿海地方で制定されている要件に基づいて、沿海地方国家財産を管理する。 
5 沿海地方における文化、学術、教育、保健、社会保障、エコロジー、天然資源

利用を管理する。 
6 沿海地方の法秩序と法律を執行する。 
7 連邦主体としての沿海地方の権利を侵害せず、ロシア連邦の権限を超えない限

りで、ロシア連邦執行権力機関の連邦計画、行為、命令を実現する。 
8 沿海地方の法律で定められている手続きに基づいて、沿海地方行政機関を構成

する。 
9 沿海地方知事によって提起された仕事を準備するために、執行権力役職者のな

かから審議機関を構成する。 
10 連邦の法律、沿海地方憲章、沿海地方の法律で知事に課せられているその他

の権限を行使する。 
第５７条 沿海地方知事の行為 
・沿海地方知事は自己の権限を実行するために、ロシア憲法、連邦の法律、本

憲章、沿海地方の法律に抵触しない決定と命令を発表する。 
・知事の決定と命令が、裁判所によって違法であると判断された場合、裁判所

の手続きに基づいて処理される。 
第５８条 知事の責任と職務遂行の要件 
・沿海地方知事は、権限にかんして制定されている職務と遂行に責任を負う。 
・知事は、連邦の法律と沿海地方の法律で定められていない限り、一般に刑事

責任、行政責任、その他の責任を負う。 
・沿海地方知事にたいする報酬、そして沿海地方のためにはたした活動にたい

する物質的保障とその他の保障にかんする手続きと要件は、知事が選出される

までに沿海地方立法議会によって制定される。知事は、他の職を兼任してはな

らない。また教師、学術活動、創作活動を除いて、有給の活動をしてはならず、

その他のいかなる報酬を受けてもならない。さらには法律で制定されている科

学研究活動、教育活動、その他の創造活動にたいする報酬を除いて、私有財産
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を無料、または低価格(優遇措置のもと)で取得してはならない。財産を利用する

ことも、そのサービスを受けることもできない。 
第５９条 沿海地方知事権限の任期満了前の停止 
・沿海地方知事の権限は、以下の場合に任期満了前に停止する。 
1 知事の死亡 
2 知事にたいする沿海地方立法会議の不信任表明にともなう解職 
3 自己都合による辞職 
4 ロシア大統領による解職 
5 裁判所による職務遂行の完全、またはその一部不能の認定 
6 裁判所による理由なき不在、死亡の認定 
7 裁判所による有罪判決 
8 ロシア連邦領土外での永住目的とした渡航 
9 ロシア連邦国籍の喪失 
・沿海地方知事の権限が任期満了前に停止した場合、沿海地方立法議会は現行

の法律に基づいて、沿海地方知事選挙日を決定する。この選挙は、沿海地方知

事の権限任期満了前の停止から６カ月以内に実施される。 
第６０条 沿海地方知事にたいする不信任表明 
・沿海地方立法議会は、以下の事項で沿海地方知事不信任を表明できる。 
1 ロシア憲法、連邦の法律、沿海地方憲章と法律に違反する知事令が出され、関

連裁判所でその抵触が認定され、しかも沿海地方知事が裁判所の決定から一カ

月以内にその抵触を除去しない場合。 
2 ロシア憲法、連邦の法律、ロシア大統領令、ロシア連邦政府の決定、沿海地方

憲章と法律にたいする重大な違反があり、そのことが多くの市民の権利と自由

を侵害する場合。 
3 沿海地方知事への不信任にかんする沿海地方立法議会の決議は、議員定数三分

の一以上の議員による発議があり、三分の二以上の議員の賛成で採択される。 
4 沿海地方知事不信任にかんする沿海地方立法議会の決議は、知事と行政機関役

職者の速やかな退陣を促す。 
5 本条４項で盛り込まれている沿海地方行政機関役職者の解職の場合、新しい行

政機関執行部が構成されるまでは活動を続ける。 
第６１条 沿海地方知事の職務遂行 
1 沿海地方知事が職務を遂行できなくなった本憲章５９条で盛り込まれている

すべての場合、知事選挙が不成立、無効、だれも選出されなかった場合には、

知事の職務は一時的に第一副知事が代行する。 
2 沿海地方知事の一時的な不在(休暇、病気など)の場合、知事の職務は第一副知

事が担う。その知事代行者が一時的な不在になった場合には、沿海地方立法議

会の合意を得たうえで、副知事の一人が知事の職務を代行する。 
3 沿海地方知事代行者は、沿海地方立法議会への法案提出権、立法議会の解散権、
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沿海地方国民投票の実施を求める権利を有しない。 
第６２条 沿海地方執行権力 
・沿海地方における国家権力執行機関は、沿海地方行政府である。沿海地方行

政府は法人格を有し、固有財産と印章を有する。 
・沿海地方管理機構、沿海地方行政府の構造と設置手続きは、沿海地方の法律

によって定められる。知事は就任から３０日以内に、この法案を沿海地方立法

議会に提出しなければならない。 
・沿海地方における執行権力機構を構成する諸機関と役職者は、沿海地方の法

律と知事令に基づいて執行・管理する。 
・職務と禁止事項を盛り込むすべての管理行為、地方自治との関係における直

接的、間接的な制限、沿海地方執行権力機構を構成する個々のグループにたい

する直接的、間接的な対応は、執行機関や役職者が自己の権限内で拘束される

ロシア連邦執行権力機関の法令と法律、沿海地方知事の命令にしたがっている

限り、合法であるとみなされる。これらの法令と行為の内容を公開し、これら

は沿海地方の法律と知事令によって正当化される。 
・沿海地方執行権力の諸機関と役職者のその他の法的行為は、彼らの権限内で

実施される限りにおいて正当とみなされる。 
・沿海地方知事は、執行権力の諸機関と役職者の活動を監督し、彼らの発表す

る法令を廃止する権利を有する。 
・沿海地方国家権力執行機関の役職者は知事によって任命され、知事の指揮下

で権限を行使する。 
第６２条 沿海地方行政府の構成への沿海地方立法議会の参加。沿海地方執行

権力機関の役職者にたいする沿海地方行政府の不信任の表明 
・沿海地方立法議会は、行政府の構成に参加する。 
・沿海地方第一副知事、財政担当の副知事、沿海地方財政の執行を担当する財

政管理機関長、沿海地方財産財団議長の候補者は、知事が指名し、沿海地方立

法議会の同意が必要である。 
・沿海地方立法議会は、任命の際に合意した沿海地方執行権力機関役職者にた

いする不信任を表明できる。上記の役職者にたいする不信任の決議の採択があ

った場合、直ちに解任される。 
第６３条 沿海地方立法議会と知事の対立の解決 
・権限行使にあたって生じた沿海地方立法議会と知事の間の対立は、両者の間

で合意された方法、沿海地方の法律で定められている手続き、または法的な手

続きに基づいて解決される。 
第６３条 沿海地方憲章裁判所 
・沿海地方憲章の公式解釈、沿海地方憲章と沿海地方の法令、知事令、地方自

治体の法令との関係を審理するために、沿海地方立法議会は憲章裁判所を設立

する。 
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・憲章裁判所の権限と審査手続き、その構成、活動、裁判官の地位は、沿海地

方の法律によって定められる。 
第６３条 沿海地方会計検査委員会 
・沿海地方予算、予算外予算、外貨予算の歳出にたいする監査を組織化するた

めに、沿海地方立法議会は沿海地方会計検査委員会を設立する。 
・沿海地方会計検査委員会の権限、構成と活動の手続きは、沿海地方の法律で

定められる。 
 
第六章 沿海地方の地方自治 
第６４条 市民の地方自治への参加権とその実現の基本形態 
・国際法、ロシア憲法、連邦の法律、本憲章、沿海地方の法律に基づいて、沿

海地方では地方自治体に居住する市民の権利とその行動力を基盤に地方自治が

保障される。自己責任を基本に、住民は地域の問題を討議し、解決する。 
・沿海地方自治体住民が地方自治への参加する権利には、以下の事項が含まれ

る。 
1 地域社会の問題を解決するための直接参加権 
2 地方自治体における選挙権と被選挙権 
3 自治体職員になる権利 
4 地方自治体の活動にかんする客観的な情報を取得する権利 
5 地方自治への参加を法律的に保障する権利 
・沿海地方の法律は、地方自治体の民族的、歴史的、地政学的、その他の特徴

を考慮して、地方自治体を組織する権利を保障する。 
第６５条 地方自治の法的基盤 
・沿海地方立法議会は、ロシア憲法、連邦の法律、本憲章に基づいて地方自治

の組織化と活動を法的に監督する。 
・地方自治の組織化と実現の手続きは、ロシア憲法、連邦の法律、本憲章、沿

海地方の法律で制定されている地方自治の原則(規定)に基づいて採択される。 
・地方自治にかんする憲章(規定)は、自治体代表機関、または住民投票によって

採択される。それは、沿海地方の法律に制定されている手続きのもとで国家登

録される。 
第６６条 地方自治原則 
・地方自治は、以下の原則に基づいて実現される。 
1 人間と市民の権利と自由の遵守 
2 地方自治の保障 
3 地方自治の実現にあたっての市民の広範な参加の確立 
4 地域社会の諸問題の自主的な解決と専権事項の確認 
5 世論の公表と考慮 
6 地方自治体の経済的、財政的自立 
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7 地方自治の組織化された自主性と全国家的な職務を実現するにあたっての沿

海地方国家権力機関との関係樹立 
8 住民の歴史的、民族的、その他の特性を考慮に入れた地方自治の組織形態の多

様性とその自主的な決定 
9 採択された決議にたいする地方自治体の責任 
第６７条 地方自治体の領域 
・地方自治は、沿海地方の法律で規定されている地域内で実現される。 
・沿海地方における地方自治体領域の境界線の変更は、地元住民の意見を考慮

して行われる。 
・沿海地方は地方自治体領域の発展のための条件を整え、沿海地方の経済・社

会発展の水準よりも低い水準にある自治体には特別な措置を講じ、経済的、社

会的な優遇政策と有利な配慮を行う。 
第６８条 地方自治体の管轄事項 
・地方自治体の管轄と権限事項は、地方自治体に解決が委ねられている問題と

沿海地方全体にかかわる諸問題を含む。 
・地方自治体の管轄事項は、以下の通りである。 
1 自治体予算、地方税と徴税、その他の自治体財源 
2 自治体所有財産 
3 自治体における土地の計画化と建設 
4 自治体のエネルギー、水道、熱量供給 
5 自治体所有住宅ファンド 
6 自治体が管理するコミュニケーション(電信、マスコミ、その他のコミュニケ

ーション手段) 
7 自治体経営 
8 自治体が運営する交通 
9 自治体が管理する道路 
10 土地整備と土地分割 
11 社会秩序の維持 
12 連邦の法律で地方自治体の管轄になっているその他の諸問題 
・地方自治体の管轄になっている諸問題について、法令の採択も含めた独自の

法律的な統制を行う。 
第６９条 地方自治体の諸機関 
・地方自治機能を実現するために、地方自治体に代表機関とその他の諸機関を

設置し、自治体の諸問題解決のために権限を分割する。 
・地方自治体の諸機関の構造は、連邦の法律、沿海地方地方自治法に記載され

ている一般原則にしたがって住民を主体に自主的に制定される。 
第７０条 住民の社会自治 
・地方自治体の住民の発議に基づいて、住民自治機関が形成される。 
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・連邦の法律と沿海地方の法律に抵触しないかぎりで、地方自治体は住民自治

機関に機能の一部を譲渡し、それらとの間で協定、またはその他の合意を締結

できる。 
・住民自治機関の活動の手続きは、沿海地方の地方自治法で制定される。 
第７１条 地方自治の経済的基盤 
・地方自治の経済基盤を構成するのは、地方自治体領域内にある天然資源、自

治体所有財産となっている動産と不動産、自治体予算の資金、沿海地方と連邦

の予算からの歳出資金、個々の国家機能を実施するめために地方自治体に譲渡

された国家財産、地方自治の要求を満たすその他の財産である。 
第７２条 地方自治体の財政基盤 
・地方自治体の財政基盤は法律に抵触しない限りにおいて、法律によって自治

体予算に組み込まれている歳入、貸付とその他の財源からなる。 
・地方自治体は連邦の法律に基づいて、自治機能を行使するために補充的な財

源となっている地方税、関税、罰金、その他の支払いを制定できる。 
・地方自治体は連邦の法律と沿海地方の法律に抵触しない手続きで、予算の利

用を含む財政・貸付機関と施設を創設できる。 
第７３条 地方予算 
・沿海地方の地方自治体は自主的に、自治体予算を形成・承認・執行し、その

執行を監査する。 
・自治体予算の自立性は、以下の事項によって保障される。 
1 固有の財源と歳入不足の補充 
2 予算の傾斜配分と歳出項目を規定する権利 
3 歳出削減の結果として生じる余剰金の没収の禁止 
・沿海地方国家権力機関は、自治体予算の安定性を保障する。 
第７４条 国家権力機関と地方自治体の関係 
・沿海地方国家権力機関は地方自治の形成と発展、地方自治への市民の参加権

の実現に協力し、地方自治の促進にむけての国家計画を実現する。地方自治体

の機能と権限の行使にあたって、地方自治体に協力する。 
・沿海地方の国家権力機関と地方自治体の関係は、諸問題の解決にあたって協

力関係確立と固有の権限の自立性を基盤とする。 
・国家権力機関は地方自治体の合意のうえで、法律と協定を基盤に相互関係の

要件、手続き、形態を制定する。 
・沿海地方国家権力機関は、沿海地方の法律で制定されている手続きに基づい

て、権限の譲渡(分割)にかんする協定と合意を地方自治体との間で締結する権利

を有する。 
・地方自治体は、自治体にとって必要な物質的、財政的資産の分割にかんする

国家権力機関の個々の権限を法律で定める。 
・地方自治体に譲渡する具体的な国家権限事項と譲渡の方法、対立の解決のた
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めの手続きは、沿海地方の法律で定める。 
・物質的、財政的資源の分割された権限が行使できない場合には、地方自治体

はこれらの権限行使にたいする責任を負わない。 
第７５条 地方自治の保障 
・地方自治の権限は、国家権力機関の一方的な手続きによって廃止、または制

限されない。 
・地方自治体領域内に居住する市民、地方自治体、地方自治体の役職者は、国

家権力機関とその役職者、地方自治体とその役職者、企業、組織、社会団体に

よって地方自治の権利が侵害されたことを、裁判所、または調停裁判所に提訴

する権利を有する。 
・だれ一人とも、地方自治の権限を制限する法令を採択できないばかりか、地

方自治の活動の実現を妨げることはできない。 
・国家権力機関、企業、施設、組織、社会団体、市民は地方自治に責任を負い、

連邦の法律と沿海地方の法律で制定されている手続きに基づいて、上記の組織

による不法行為、または地方自治の無為によって発生する損失を補償する。 
第７６条 地方自治体の責任。地方自治体のなかでの国家統制 
・地方自治体とその役職者は、法律と地方自治にかんする規定(憲章)で制定され

ている手続きに基づいて、国家と住民にたいして責任を負う。 
・地方自治体の不法行為と違法な決定の結果で生じる損失は、裁判所の判決に

基づいて補償される。 
・沿海地方国家権力機関は、地方自治体が本憲章と沿海地方の法律を遵守する

ように監督する。 
・地方自治体にかんする沿海地方の法律、または協定で盛り込まれている国家

権限の実現にむけての行動は、これらの法律、または協定に記されている手続

きに基づいて、国家権力機関によって監督される。 
・地方自治体の長の権限は連邦の法律に基づいて、任期満了前に停止すること

ができる。 
第７７条 紋章とその他の自治体のシンボル 
・地方自治体は紋章とその他のシンボルを有し、それらの採択の手続きと利用

の手続きは地方自治にかんする憲章(規定)で定められる。 
 
第七章 財産と経済政策の基本原則 
第７８条 財産権 
・沿海地方の経済基盤は、私有、国家所有、自治体所有、その他の所有形態か

ら構成される。 
・沿海地方では、所有関係の安定が保障され、それらの発展と擁護の要件が確

立される。すべての所有者の権利が、平等に擁護される。 
・所有権は侵害されない。所有権の行使にあたって、私有、国家所有、自治体
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所有においてなんらかの所有形態が制約を受け、または優遇されるようなこと

があってはならない。 
・連邦の法律に盛り込まれている場合を除いて、所有者の意思に関係なく所有

権が侵害されてはならない。 
・連邦の法律で記されている場合、その要件と限界内で、所有者にたいして他

人から財産の利用が制限されることがある。 
第７９条 私有権 
・私的所有とは、市民と法人による所有形態である。 
・連邦の法律に基づいて市民または法人に帰属することができない財産を除い

て、あらゆる財産が市民と法人の所有に帰する。 
第８０条 国家所有 
・沿海地方領土内での国家所有は、ロシア連邦の所有(連邦所有)と沿海地方の所

有(ロシア連邦主体所有)の形態をとる。 
・土地、地下資源、水資源、森林資源、その他の資源の所有を含む国家所有は

ロシア連邦の国家所有と沿海地方の国家所有に分割される。その分割は連邦の

法律、およびロシア連邦と沿海地方の間の協定に基づいて実行される。 
・沿海地方所有は住民の財産であり、日常活動の基盤となる。 
・ロシア連邦と沿海地方は、それぞれに帰属する財産の所有者として独立して

おり、相互に相手の義務に責任を負わない。 
第８１条 沿海地方所有権の項目 
・沿海地方の国家所有にあるのは土地、地下資源、その他の資源、沿海地方国

家権力機関の財産、国営企業の財産、国営施設・組織財産、沿海地方予算、予

算外予算と外貨予算、有価証券、その他の証券、沿海地方の社会・経済発展に

必要であり、かつロシア連邦主体としての沿海地方の自立性を確立するその他

の財産である。 
・沿海地方国家財産は、連邦の法律と沿海地方の法律で禁止されていないあら

ゆる方法で形成される。 
・沿海地方予算とその他の財産は、連邦の法律または沿海地方の法律で制定さ

れていない限り、沿海地方国家財産を構成する。 
第８２条 沿海地方財産における所有者の権利行使 
・沿海地方財産の所有、利用、処分の手続きは、連邦の法律と沿海地方の法律

で制定される。 
・沿海地方国家権力機関は、連邦の法律と沿海地方の法律で規定されている権

限に基づいて、沿海地方財産関係では所有者としての権限を行使する。 
・沿海地方のもっとも重要な意義を有する沿海地方財産は、没収されない。そ

の財産リストは、沿海地方の法律によって定められる。 
第８３条 沿海地方におけるロシア連邦、連邦主体、外国、外国の法人、外国

人の所有の法的制度 
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・沿海地方においてロシア連邦、連邦主体、外国、外国の法人、外国人の所有

となる財産の法制度は、連邦の法律と協定によって制定される。 
・沿海地方では連邦の法律と沿海地方の法律に基づいて、外国からの投資を促

進するための措置が講じられる。 
第８４条 自治体所有権 
・市、村、その他の自治体の所有権に帰属する財産は、自治体財産となる。 
・自治体財産は、地方自治体の財産、自治体予算と予算外基金、アパート内の

非居住区画、消費者の日常サービスを行い、自治体内にあるインフラとその他

の動産から構成される。 
・自治体の財産には、農村企業、商業施設、日常サービス機関、交通、国民教

育施設、保健施設、そして自治体の社会・経済発展にとって必要なその他の財

産を含めることができる。 
・自治体の天然資源所有権は、連邦の法律と沿海地方の法律で定められる。 
・自治体予算と自治体経営の企業と施設ではないその他の自治体財産は、自治

体の所有となる。 
・自治体所有財産の所有者の権限は、連邦の法律、本憲章、沿海地方の法律で

記されている権限に基づいて、関連する地方自治体が行使する。 
第８５条 企業活動の自由と保障 
・沿海地方では、連邦の法律と沿海地方の法律に基づいて活動するすべての企

業活動の権利が保障され、経済的自由と競争が確立され、消費者の利益は擁護

され、彼らの権利擁護のための社会活動が支援される。 
・沿海地方国家権力機関と地方自治体は、連邦の法律と沿海地方の法律を援用

して企業活動する法人と個人の権利を制限しない。 
・沿海地方国家権力機関と地方自治体は連邦の法律と沿海地方の法律に基づい

て、財政、税制、予算政策を通して社会的に重要な分野における企業活動の発

展を支援し、促進する。 
第８６条 特別な地位をもつ地域 
・沿海地方においては、特別な経済的地位とその他の地位をもつ地域を設置で

きる。 
・ロシア連邦国家権力機関の発議によるこのような地域の設置は、沿海地方立

法議会と知事の合意にしたがって、または沿海地方国民投票の結果に基づいて

認められる。 
・これらの地域の住民利益に本質的に触れる特別な経済地域とその他の地域の

設置は、地方自治体代表機関の同意に基づいてのみ可能となる。 
・ロシア連邦国家権力機関の決定に基づいて、特別地位をもつ行政地区への変

更は認められない。 
・連邦的な意義を特別に有する地域の問題では、ロシア連邦国家権力機関と沿

海地方国家権力機関の権限分割は、ロシア連邦と沿海地方の間の協定を基盤に
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実行される。 
・経済的な地位とその他の地位をもつ地域の法的な体制の特殊性は、連邦の法

律と沿海地方の法律によって制定される。 
第８７条 法律の原則に基づく所有権の停止の結果 
・沿海地方において所有権停止の法律と法令が採択された場合、それらの法律

採択の結果で所有者に生じる損失は、所有者にたいして沿海地方国家財産によ

って完全に補償される。 
・損失補償にかんする紛争は、裁判手続きに基づいて解決される。 
第８８条 所有権を侵害する法令の無効 
・沿海地方国家権力機関または地方自治体によって連邦の法律と沿海地方の法

律に適合しない法令が採択された結果、帰属する財産の所有、利用、処分にか

んする所有者またはその他の人の権利が侵害された場合、そのような法令は権

利を侵害された所有者または人物の訴訟に基づいて裁判所によって無効と認定

される。 
・上記の法令の公布の結果、市民、組織、その他の者に生じた損失は、該当す

る権力機関または管理機関が有する資金で完全に補償される。 
 
第八章 財政、予算、税金 
第８９条 一般規定 
・ロシア憲法で付与されている権限の範囲内で、沿海地方は自主的に財政政策

を作成し、連邦の法律と沿海地方の法律にしたがって実行する。 
・沿海地方で講じられる財政政策は、以下の目的を達成するために実施される。

福祉の向上と生活内容の改善、低所得者への社会的保護措置、領土の発展への

全面的な協力、投資活動を活性化するための総合的な措置、現代的な市場経済

の発展。 
第９０条 財政政策の原則 
・沿海地方の財政政策の実現にあたっては、以下の原則に基づく。 
1 課税にかんしてロシア連邦との関係では、その他のロシア連邦主体と平等であ

る。 
2 予算にかんして沿海地方国家権力機関との関係では、地方自治体は平等である。 
3 固有の財源を通して沿海地方予算は形成される。 
4 効率的な税制が確立される。 
5 沿海地方の法律で規定される予算の諸条項は適時に実施される。 
6 沿海地方全域で、財政政策の実施にあたっては統一的基盤に基づく。 
7 ロシア連邦と沿海地方、沿海地方と地方自治体間の財政の重複は避ける。 
8 均衡財政を確立する。 
第９１条 財源 
・沿海地方の財源を構成するのは沿海地方と自治体の予算、沿海地方と自治体
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の予算外予算と外貨予算、貸付資金、ロシア連邦予算からの割当、法人からの

資金提供である。 
・沿海地方の財源は社会・経済発展の連邦計画と地域間計画を実施するために、

ロシア連邦、ロシア連邦主体、地方自治体、法人との協定に基づいて行使され

る。 
第９２条 予算制度 
・沿海地方の予算制度は経済関係と現行の法律に基づいて、沿海地方予算と自

治体予算の合算、それらの形成と歳出から構成される。 
・沿海地方予算制度は、統一、自立、安定を原則に形成される。 
・沿海地方と自治体の予算は納税、関税から形成される。予算には補助金、交

付金、借入金、その他の資金が加えられる。 
・連邦税から沿海地方予算への移転と控除は、ロシア連邦と沿海地方の間の合

意で決められる。 
・連邦税からの移転は沿海地方の法律に基づいて、沿海地方と自治体の予算に

配分される。 
第９３条 予算作成 
・予算の作成、承認、執行、さまざまなレベルでの予算執行にたいする監査は、

権力機関と自治体が連邦の法律と沿海地方の法律に基づいて行う。 
・予算作成の組織化の基盤に平等、自立、公開の原則を据える。 
第９４条 沿海地方予算 
・沿海地方予算は、住民利益を目的に沿海地方国家権力機関の活動を促進し、

財源と歳出項目を提示する。 
・沿海地方予算は、連邦の法律と沿海地方の法律に基づいて自主的に作成され

る。 
・沿海地方予算の自立性は歳入の独自の財源によって確保され、沿海地方国家

権力機関の権利でその歳出の方向性が決められる。 
・沿海地方年度予算案は、知事の委託を受けて沿海地方執行権力国家機関によ

って作成され、予算作成とその手続きにかんする沿海地方の法律で制定され

ている期限内に立法議会に提案される。 
・沿海地方立法議会は毎年、財政年度の終了する一カ月前までに来年度の予算

法を採択する。 
・沿海地方予算を安定化するために、ロシア連邦予算から補助金と交付金を受

け取ることができる。 
・連邦の法律で記されていない限り、沿海地方予算の作成、承認、執行の過程

にたいするあらゆる機関の干渉も許されない。 
第９５条 沿海地方の歳出 
・沿海地方予算は、沿海地方の法律によって住民への支払いとその他の目的の

ために保障されている国民経済、領土内の経済発展、対外経済活動、住居建設、
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沿海地方と地域間発展計画を実施するために歳出される。 
・沿海地方国家権力機関と地方自治体は、沿海地方予算制度における歳出の増

加と歳入の削減を盛り込む連邦機関の決定の採択があった場合、連邦予算でも

って歳出と自治体予算の損失を埋めることができる。 
・沿海地方は、自治体予算における歳出の増大と歳入の削減を盛り込む沿海地

方権力機関による決定の採択があった場合、自治体予算の歳出を沿海地方の予

算で埋めることができる。 
・予算執行で補足的に受領される資金、そして歳入超過分は、損失分の穴埋め

に用いることはできず、沿海地方立法議会の決定に基づいて歳出される。 
第９６条 予算外資金 
・沿海地方予算外資金は、予算の自主的な財源と利用の目的をもっている沿海

地方の財源の一部である。 
・沿海地方予算外資金の形成、管理、利用にかんする監査手続きは、沿海地方

の法律で制定される。 
・沿海地方予算外資金の目的にそった利用にたいする監査は、沿海地方立法議

会が行う。 
第９７条 税制度 
・税制のなかには、連邦税、沿海地方税、自治体税、それらの徴税と配分の手

続きが含まれる。 
・沿海地方税制度は、連邦の法律と沿海地方の法律に基づいて徴税される連邦

税、地方税、関税、その他の納税からの沿海地方と自治体予算、さらには予算

外資金への受領を前提としている。 
・沿海地方の税金は連邦の法律に基づいて、沿海地方の法律で制定される。 
・自治体税とその徴税は、連邦の法律と沿海地方の法律に基づいて地方自治体

が制定する。 
 
第九章 社会政策と環境保全 
第９８条 社会発展のための国家政策の原則 
・沿海地方国家権力機関は以下の原則に基づいて、住民と社会発展のために政

策を作成する。  
1 就業希望者の就職活動を支援する。 
2 低所得に苦しむ社会的弱者を支援する。 
3 身体障害者のリハビリを行い、通常の生活を保障する社会的インフラを発展さ

せる。 
4 身体障害者、戦争と労働の功労者、これらのカテゴリーに属する人々への特典

とサービスを確立する。 
5 母子家庭、父子家庭に経済的自立を促すための支援、そしてその子供たちの権

利を擁護するための環境整備。 
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6 連邦の法律と沿海地方の法律で定められている社会的特典と保障を財政的に

確立する。 
7 社会福祉活動の奨励 
第９９条 住民の社会的擁護 
・沿海地方の国家権力機関は地方自治体の意見を考慮に入れて、社会的な擁護

と住民の就職率の向上を促す計画を作成、実施し、そのための資金を捻出する。

そして新しい雇用を創出し、専門的に優遇される労働者の就職のための措置を

講じる。 
・沿海地方の法律では、連邦の法律に抵触しない限りで住民への社会保障を確

立し、その提供の要件、額、手続きを定める。 
第１００条 教育・研究・文化における国家政策の原則 
・沿海地方国家権力機関は、教育・研究・文化における政策を、以下の諸原則

に基づいて実施する。 
1 愛国主義とロシア民族意識の高揚 
2 沿海地方にすむ民族の文化的独自性の発展 
3 市民の宗教的信念と心の尊敬 
4 教育・研究・文化・芸術への国家的な支援と発展 
5 市民の自由な創造力、その発展、創造活動とその結果の保護 
7 学術、文化、教育的な価値の創造、利用、普及における市民活動の促進、施設

にたいする平等な権利の保障、そしてこの分野における独占の排除 
8 財政的基盤、商業的基盤、社会的慈善の統合 
第１０１条 教育・研究・文化の制度 
・沿海地方では住民の合理的、文化的、専門的な発展のために、教育、研究、

文化の国家的、私的な組織と施設を創設する。 
・これらの組織と施設の管理手続き、それらの地位と権限は、連邦の法律と沿

海地方の法律で制定される。 
・教育・研究・文化の内容と有効な活動にたいする監督は、関連執行機関が行

う。この目的のために、さまざまなレベルに監査審議会が設置される。 
・監査審議会の設置と活動の手続きは、連邦の法律と沿海地方の法律で制定さ

れる。 
・教育・研究・文化の分野で活動する組織と施設には、連邦の法律と沿海地方

の法律で制定された優遇税制を適応する。 
第１０２条 教育、研究、文化の財政 
・教育、研究、文化の予算化のための沿海地方予算からの最低限の資金とその

配分は、沿海地方の法律で規定される。 
・国家権力機関と地方自治体は該当する予算と予算外資金と教育、研究、文化

の資金で、奨学金、表彰、補助金を受け取る審査を設立し、発展させる。この

ことによって幼児、青少年、若者の創造的知性と能力、専門的な創作、かつ歴
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史的、文化的な価値の保存と利用が促進される。 
第１０３条 沿海地方の文化資産の国家リスト 
・沿海地方では文化的価値を保存するために、国家リストに入っている文化財

を法的に規制する。 
・リストに入っている文化財は、市民間で売買できない。そうした文化財の法

的規制、それらの保存、文化財の輸入と輸出の手続き、それらの保存は、連邦

の法律に基づいて沿海地方の法律で制定される。 
第１０４条 住民の労働、健康の保護と環境保護における国家政策の諸原則 
・沿海地方国家権力機関は、住民の労働、健康の保護と環境保全における政策

を、以下の諸原則に基づいて実施する。 
1 住民の健全な生活様式を促進し、労働環境を管理し、労働の安全を確立するた

めに監督し、体育文化の講習を発展させ、生活のための快適な環境を保護する。 
2 沿海地方では健康と環境保護の制度を国家的に支援し、住民を伝染病から守り、

良好な衛生状態を維持する。 
3 すべての国立病院と自治体病院において市民が平等な治療を受けられる制度

を確立し、社会医療保険制度を発展させる。 
4 保養施設と休息の家を整備する。 
5 医療サービスの提供を促進する。 
6 天然資源の状態とその合理的な利用を監督する。 
7 自然環境の悪化によって生じた損失を補償する。 
第１０５条 住民の労働、健康と自然環境の措置の予算化 
・労働、健康、体育文化とスポーツの維持、自然環境保護措置の予算化は、制

定されている最低限の予算計画を守りながら、資金、予算外資金、商業予算、

社会予算を組み合わせることで実現される。 
・沿海地方では、労働保護の基金、環境保護基金、天然資源の再生基金、自然

保護と合理的な利用を経済的に促進し、将来の世代に伝達する基金が創設され

る。これらの基金の設置と予算化の手続きは、連邦の法律と沿海地方の予算で

制定される。 
・沿海地方では連邦の法律と沿海地方の法律に基づいて、住民の健康と自然環

境保護のために活動する企業、施設、組織に優遇税制が適応される。 
第１０６条 自然環境保護法の遵守のための国家監督 
・沿海地方では、あらゆる所有形態の企業、施設、組織が連邦と沿海地方の自

然保護法を遵守する国家監督機能が国家権力機関によって担われる。 
・連邦の法律に基づく沿海地方の法律で、天然資源利用にかんする制限、ガイ

ドライン、法令が制定され、自然環境保護のための技術の導入にあたっては優

遇税制と優遇賃借が適応される。 
第１０７条 特別自然保護区域 
・特別自然保護区域、公園、自然記念公園、貴重な生物、または絶滅の危機に
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ある生物、動物の保護規制は、沿海地方の法律で制定される。 
第１０８条 非常事態と伝染病の特定区域 
・沿海地方は連邦レベルと協議のうえで、伝染病特定区域と環境危機特定区域

を導入する。これらの区域の導入手続きは、連邦の法律で制定される。 
 
第十章 沿海地方憲章の効力発生とその修正の手続き 
第１０９条 沿海地方憲章採択と効力発生 
・沿海地方立法議会議員定数の過半数の賛成があれば、本憲章は沿海地方立法

議会で採択されたことになり、知事によって署名され、沿海地方の法律で制定

されている手続きに基づいて公布される。 
・本憲章は、公布日に効力を発生する。 
・本憲章の公表日は、沿海地方の祝日とする。 
第１１０条 憲章の修正にかんする提案 
・沿海地方憲章の修正にかんする提案は、以下のように行われる。 
1 沿海地方に居住し、選挙権を有する市民の２パーセント以上の提案があった場

合 
2 沿海地方立法議会議員定数三分の一以上の議員からの提案があった場合 
3 沿海地方知事から提案があった場合 
・憲章の修正にかんする提案は、憲章の修正案が必ず添付されたうえで沿海地

方立法議会に送付され、その送付日から３ヶ月以内に審議される。 
第１１１条 憲章の修正手続き 
・憲章の修正は、沿海地方の法律に基づいて行われる。憲章の修正にかんする

沿海地方の法律は、沿海地方国民投票で採択することができる。この場合、沿

海地方の有権者の過半数以上が投票し、投票数の過半数以上が賛成すれば採択

される。 
第１１２条 沿海地方憲章の再審議 
・本憲章の再審議と新しい憲章の採択は、憲章の修正について盛り込まれてい

る手続きに基づいて行われる。 
第１１３条 ロシア連邦と連邦の法律の修正にかんする憲章の修正 
・ロシア憲法の修正、ロシア連邦の管轄事項、ロシア連邦と沿海地方の共同管

轄事項に修正があった場合、ロシア憲法と連邦の法律に抵触しない条項に限っ

て、本憲章の規定が適応される。 
・これらの場合、沿海地方憲章の関連する修正は、ロシア憲法の改正、新しい

法律の採択、またはその改正があった日から３ヶ月以内に行われる。 
 
第十一章 結語 
第１１４条 憲章に基づく沿海地方の法律の発生 
・本憲章の効力発生から一年以内に、憲章に基づいて、沿海地方国家権力機関
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と地方自治体の法律と法令が再審議され、効力を発生させる。 
・本憲章が効力を発生させるまでの間、沿海地方で効力を有する沿海地方の法

律と法令は、憲章の諸規定に抵触しない条項は採択される。 
・本憲章のなかに含まれている沿海地方の法律と法令は真っ先に、沿海地方立

法議会で採択される。 
第１１５条 削除 
第１１６条 削除 
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             ハバロフスク地方憲章 
前文 
・わたしたちはハバロフスク地方議会議員であり、ロシア連邦の一部であるハ

バロフスク地方国民の全権代表者である。 
・ロシア憲法と国際法を基盤とする。 
・ハバロフスク地方は、ロシア連邦の法的地位を確保する連邦主体である。 
・ハバロフスク地方住民のための十分な生活水準を創出する。 
・ハバロフスク地方の発展のために貢献する。 
・高齢者と青年、ロシア文化、ハバロフスク地方にすむすべての民族文化に配

慮する。 
・ハバロフスク地方の地政学的な特長を重視し、豊富な天然資源とその合理的

な利用の大切さをハバロフスク地方の全住民と未来の世代のために考案する。 
・ロシア連邦国民の一部であるハバロフスク地方市民の名において、市民の福

祉のために活動し、ハバロフスク地方の国家的、法律的な法の地位を明確にし、

ハバロフスク地方国家権力機関と地方自治体の効率的な制度を建設する。 
 
第一章 基本規定 
第１条 ハバロフスク地方憲章 
１．ハバロフスク地方憲章はハバロフスク地方の最高法であり、ロシア憲法に

基づいてハバロフスク地方の国家・法的な地位、その行政区域の分割、ハバロ

フスク地方国家権力機関制度、その形成の手続き、ハバロフスク地方国家機関

の活動と地方自治体の活動への参加の権利と形態、さらにはロシア憲法と連邦

の法律に抵触しないその他の諸規定を制定する。 
２．ハバロフスク地方憲章は直接的な効力を有し、ハバロフスク地方の全土で

適応され、本憲章に盛り込まれている手続きにしたがって修正される。 
 
第二章 ハバロフスク地方の国家と法を規定する原則 
第２条 ハバロフスク地方の国家・法的な地位 
１．ハバロフスク地方はロシア連邦主体であり、ロシア連邦から切り離すこと

ができず、しかもロシア連邦の構成から離脱する権利を有しない。 
２．連邦国家権力機関とその他のロシア連邦主体との相互関係では、ハバロフ

スク地方はその他のロシア連邦主体と平等な権利を有する。 
３．ハバロフスク地方の国家・法的な地位は、ロシア憲法、連邦条約、本憲章

によって規定される。 
４．ハバロフスク地方の地位の変更は、連邦の憲法的な法律に基づいて、ロシ

ア憲法とハバロフスク地方の両者の合意を前提とする。 
５．ハバロフスク地方の地位と名称の変更、そしてその他のロシア連邦主体と

の領土の分割または併合はロシア憲法に基づき、ハバロフスク地方に居住し、
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投票権を有するロシア連邦市民の国民投票による自由な意思表明のもとで実行

される。 
６．ハバロフスク地方国家権力機関の活動の法的な基盤は、ロシア憲法、連邦

条約、連邦の憲法的な法律、ロシア連邦の管轄事項にかんする連邦の法律、ロ

シア連邦とロシア連邦主体の共同管轄事項にかんする連邦の法律、本憲章、沿

海地方の法律とその他の法令、ハバロフスク地方と連邦国家権力機関、その他

の連邦関係の主体との間の協定と合意、対外経済関係と国際関係の分野におけ

る協定に基づく。 
第３条 国民権力 
１．ハバロフスク地方における権力の唯一の源泉は直接的な権力の行使にあり、

同様に国家権力機関と地方自治体を通して実現するロシア連邦国民の一部であ

るハバロフスク地方国民が担う。 
２．誰一人として、ハバロフスク地方の国民権力を違法に奪取することはでき

ない。権力の掌握または権力的な権限の付与は、連邦の法律に基づく。 
第４条 ハバロフスク地方国家権力 
１．ハバロフスク地方国家権力は、立法、行政、司法の分立に基づいて行使さ

れる。国家権力機関制度の統合と個々の機関の自立性、ロシア連邦国家権力機

関とハバロフスク地方国家権力機関の管轄・権限事項の分割、ハバロフスク地

方国家権力機関とハバロフスク地方の地方自治体間の管轄・権限分割事項に基

づく。 
２．ハバロフスク地方立法権力を行使するのは、ハバロフスク地方国家権力立

法（代表）機関、つまりハバロフスク地方立法議会である。 
３．ハバロフスク地方ではハバロフスク地方国家権力最高執行機関機構を制定

し、ハバロフスク地方知事をその長とする。 
４．ハバロフスク地方の司法権力は、ロシア連邦の統一的な司法制度に組み入

れられており、裁判所法廷で実現される。 
５．ハバロフスク地方国家権力の立法機関、執行機関、司法機関は、ロシア憲

法、連邦の法律、本憲章、ハバロフスク地方の法律、その他の法令に基づいて

各自の権限内で、各機関、さらには連邦国家権力機関と地方自治体とともに活

動する。 
第５条 ハバロフスク地方国家権力機関モスクワ代表部 
１．ロシア連邦国家権力機関レベルにおいてハバロフスク地方の利益を確保す

るために、ハバロフスク地方国家権力機関はモスクワ市に代表部を設置する。 
２．代表部の権限、組織、その財政的な保障、全権代表者の指名の手続きは、

ハバロフスク地方の法律で制定される。 
第６条 ハバロフスク地方における立法活動の国家的保障 
１．ハバロフスク地方憲章、ハバロフスク地方の法律、ハバロフスク地方の管

轄事項にかんして採択された法令、ロシア連邦とハバロフスク地方の共同管轄
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にかんして採択された法令は、ロシア憲法と連邦の法律と同様に、裁判所と検

事局によって国家的に保障される。 
２．ハバロフスク地方にあるすべての国家権力機関、その他の権力機関、国立

施設、地方自治体、組織、社会団体、それらの役職者と市民はハバロフスク地

方憲章、ハバロフスク地方の法律、ハバロフスク地方知事の法令、ハバロフス

ク地方政府の法令、国家権力機関の権限内で採択されたその他の法令を遵守す

る。 
３．上記の法令の不履行、または違反の場合には、連邦の法律とハバロフスク

地方の法律で定められている責任を負うことになる。 
４．国家権力機関は、連邦の法律とハバロフスク地方の法律に基づいて、国家

権力機関によって採択された決定に責任を負う。 
第７条 ハバロフスク地方の管轄事項 
１．ハバロフスク地方の権限事項は以下の通りである。 
1 ハバロフスク地方憲章、ハバロフスク地方の法律、ハバロフスク地方のその他

の法令 
2 ハバロフスク地方の国家権力機関制度 
3 ハバロフスク地方の自治体行政区分 
4 ハバロフスク地方の国有財産 
5 ハバロフスク地方の財政、税金と徴税、予算外資金と外貨資金 
6 経済、社会、エコロジー、文化の各分野におけるハバロフスク地方の政策 
7 ハバロフスク地方の地域間関係 
8 表彰、褒章、奨学金 
9 ロシア連邦の管轄事項以外の諸問題、ロシア連邦と連邦主体の共同管轄事項に

かんするロシア連邦の管轄事項以外の諸問題 
第８条 ハバロフスク地方の管轄事項、ロシア連邦とハバロフスク地方の共同

管轄事項にかんする法律的な統制 
１．ハバロフスク地方の管轄事項に基づいて、ハバロフスク地方はハバロフス

ク地方の法律とその他の法令を採択する権利を有する。それらの公表の手続き、

発効の手続き、効力停止の手続きは、連邦の法律、本憲章、ハバロフスク地方

の法律で定められる。 
２．ロシア連邦の管轄問題についての法律とその他の法令を採択した場合、ま

たロシア連邦とハバロフスク地方の共同管轄の問題にかんして発効した連邦の

法律にたいしてハバロフスク地方の法令が抵触した場合には、連邦の法律が優

先的に適応される。 
３．ハバロフスク地方管轄事項に基づいて採択されたハバロフスク地方の法律

が、ロシア憲法には抵触しないものの、連邦の法律との間で齟齬が認められた

場合、ハバロフスク地方の法律が優先する。 
４．ロシア連邦とハバロフスク地方の共同管轄事項にかんして連邦の法律が採
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択されるまでは、ハバロフスク地方立法議会はこの共同管轄事項に基づいて固

有の法律的な統制を行使する。この共同管轄事項に基づいて連邦の法律が公布

された場合、ハバロフスク地方の法律とその他の法令は連邦の法律に準ずる。 
第９条 ハバロフスク地方の地域間関係、国際関係、対外経済関係 
１．ハバロフスク地方は自己の権限内で、地域間、対外経済関係の自立したア

クターである。 
２．ハバロフスク地方は、ロシア憲法、連邦の法律、ロシア連邦国家権力機関

とハバロフスク地方国家権力機関間の管轄・権限分割協定に盛り込まれている

権限内で国際関係と対外経済関係を実現する権利を有する。 
３．ハバロフスク地方の国際関係の組織的・法律的な形態は、国家間レベルの

条約（合意）をのぞいて、国際舞台での一般的な形式を基盤とする。 
第１０条 ハバロフスク地方のシンボル 
１．ハバロフスク地方は、旗、紋章、国歌を有する。ハバロフスク地方のシン

ボルとその利用の手続きは、ハバロフスク地方の法律で制定される。 
 
第三章 ハバロフスク地方の自治体行政区分 
第１１条 ハバロフスク地方の自治体の地位 
１．ハバロフスク地方は統一された領土を有し、ロシア連邦領土の構成体であ

る。本憲章の効力発生と同時に、ハバロフスク地方が行政的に管轄する領土は

ハバロフスク地方を構成する。 
２．ハバロフスク地方の境界線の変更は、ハバロフスク地方で実施される直接

国民投票によって表明される住民の意思を尊重する。 
３．ハバロフスク地方の自治体行政区分の再編成は、地元自治体の住民投票に

よって表明される住民の意思を尊重する。 
第１２条 ハバロフスク地方の自治体 
１．ハバロフスク地方の自治体は、行政単位で区分けされる。ハバロフスク地

方の行政単位は、市、地区、村、集落、その他の居住区である。行政単位の一

覧表は、ハバロフスク地方の法律で制定される。 
２．ハバロフスク地方の行政上の中心地は、ハバロフスク市とする。ハバロフ

スク地方の行政中心地としてのハバロフスク市の地位は、ハバロフスク地方の

法律で制定される。 
 
第四章 ハバロフスク地方における人間と市民の権利、自由、義務 
第１３条 ハバロフスク地方における個人の法的な地位 
１．ハバロフスク地方においては、ロシア憲法で盛り込まれている人間と市民

の権利、自由、名誉と尊厳が尊重、保障される。 
２．特別な優遇措置を利用する要件はハバロフスク地方の法律に基づき、ハバ

ロフスク地方の居住者と決める。 
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３．ハバロフスク地方の居住者は、連邦の法律で定められている手続きに基づ

いて、ハバロフスク地方にすむロシア市民と認定される。 
４．ハバロフスク地方にすむ市民は、ハバロフスク地方の物質的、財政的、そ

の他の資源の補充的な特典を受けることができ、一時的な滞在者よりも優遇さ

れる。 
第１４条 市民の経済的な権利と自由 
１．市民は法律で経済活動を禁じられていない企業活動のために、自己の能力

と資産を自由に利用する権利を有する。 
２．ハバロフスク地方国家権力機関は、経済と財政分野において関連する優先

的政策の策定を通して、企業活動への支援と刺激策を講じる。 
第１５条 社会・政治的な権利と自由 
１．ハバロフスク地方に居住するロシア連邦市民は、社会・政治生活、社会・

経済生活、さらには文化生活に広範に参加する権利を有する。 
２．ハバロフスク地方においては、多元的なイデオロギーを前提に自由・平等

な社会・政治活動と多党制が確立、保障される。 
３．政党と社会団体の目的と活動は、ロシア憲法、ハバロフスク地方憲章、ハ

バロフスク地方の法律を犯してはならない。 
４．ハバロフスク地方の国家権力機関は、社会団体の活動を妨害してはならな

い。 
５．ハバロフスク地方のすべての社会団体は、法律のもとで平等である。 
６．ハバロフスク地方の業務管理への参加の権利は、以下のように認められて

いる。 
1 市民には連邦の法律とハバロフスク地方の法律に基づいて、国家権力機関と地

方自治体への選挙権と被選挙権が付与される。 
2 個人的、または集団的な手続きに基づいて、国家権力機関と地方自治体にたい

して提案、申請、苦情を提出する。ハバロフスク地方国家権力機関、地方自治

体、国家権力機関の役職者と公務員は、連邦の法律とハバロフスク地方の法律

で制定されている期限内に市民にたいして文書、または口頭で回答する。 
3 労働組合、政党はさまざまな社会・政治団体を通して自己の利益を表明し、正

当な要求を行う。 
4 ハバロフスク地方国民投票、さらにはハバロフスク地方の法律で制定されてい

る直接民主主義制度を通して、ハバロフスク地方の重要な問題について意思を

表明する。 
第１６条 社会・文化的な権利と自由 
１．ハバロフスク地方では、社会・文化的な権利と自由が保障されている。そ

れらを確立するために、ハバロフスク地方国家権力機関と地方自治体は以下の

ような措置を講じる。 
1 ハバロフスク地方の経済を安定化させ、経済の段階的な発展をはかる。 
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2 教育施設、教育組織、研究、文化、保健、体育文化、スポーツへの全面的な支

援と発展を促進する。関連する予算、予算外資金、様々な社会資金を用いて、

上記の分野に資金を提供する。 
3 連邦の法律とハバロフスク地方の法律の範囲内で、教育施設、教育組織、研究、

文化、体育文化とスポーツ、創造活動と文化慈善活動を行っている人々に、税

優遇を行う。 
4 ハバロフスク地方にある天然資源保護区域、民族的・文化的遺産、博物館の再

登録と保存、それらの経済取引からの除外措置とそれらの保存と活動の特別な

法律的体制を確立する。 
第１７条 居住権 
１．ハバロフスク地方では、住居にたいする権利を実現するための条件が創出

される。ハバロフスク地方国家権力機関と地方自治体は、すべての財源を用い

て住居建設を促進する。 
２．低所得者、連邦の法律とハバロフスク地方の法律で記されているその他の

該当市民には、住居が保障される。住居は連邦の法律とハバロフスク地方の法

律で定められている基準に基づいて、連邦所有住居、地方自治体所有住居、そ

の他の住居ファンドから無料、または一定の負担金のもとで提供される。 
第１８条 社会保障と社会保護にたいする権利 
１．ハバロフスク地方では、病気、身体障害、扶養者の喪失、連邦の法律で制

定されている事項に遭遇した場合、年齢別に社会保障を受けられる権利が保障

されている。低所得者、身体障害者、高齢者、その他の保障を必要とする者に

社会保護が実施され、社会的に支援される。 
２．家族、母親、子供の擁護と社会支援を目的に、ハバロフスク地方国家権力

機関と地方自治体は、住民死亡率の低下、母子の健康維持のための計画を作成・

実施する。子供と青年の正しい育成のための環境を整備、発展させる。女性の

就業を国家的に支援し、女性の失業者を削減させる措置を講じ、ハバロフスク

地方予算で認められている資金内で、一人暮らしの女性と子沢山の母親に社会

的な支援を提供する。 
第１９条 少数民族の権利保障 
１．ハバロフスク地方国家権力機関と地方自治体はハバロフスク地方領土内に

すむすべての少数民族にたいして、民族の独自文化、伝統、習慣の保護と発展

の権利を実現するために、そして少数民族の言語の利用とその研究のために支

援する。 
第２０条 ハバロフスク地方北方地域住民の社会保護にたいする権利 
１．ハバロフスク地方国家権力機関は、北方地域住民、なかでも北方少数民族

の権利と正当な利益を実現するために、連邦とハバロフスク地方の計画を実現

し、それらを優先的に適応する。その具体策は以下の通りである。 
1 伝統的な狩猟と職人業への支援と発展を含む、北方地域住民の就業を保障する。 
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2 北方地域住民の生活保障のために食料と製品を適時に供給する。 
3 社会・文化目的の施設を建設する。 
4 北方地域における職人を育成する。 
5 北方少数民族の古来の住居環境と伝統的な生活習慣を保護する。 
第２１条 ハバロフスク地方の情報をえる権利 
１．各人は、ハバロフスク地方と地方自治体の社会状況にかんする情報、さら

には国家権力機関と地方自治体での議論内容を障害なく入手する権利を有する。

この場合、連邦の法律とハバロフスク地方の法律で公表が制限されている情報

を除く。 
第２２条 快適な環境を求める権利 
１．ハバロフスク地方では、健康で快適な環境と信頼できる十分な環境情報を

求める権利を保障するために必要な措置を講じる。環境と住民の日常活動にと

って特別な危険をもたらす工場とその関連施設の建設は、ハバロフスク地方国

民投票と自治体住民投票の結果を含む世論を考慮に行われる。 
第２３条 健康維持と医療支援を求める権利 
１．各人には、ハバロフスク地方予算と保険料、その他の資金から構成される

資金の範囲内で、国立病院と自治体病院において無料で医療サービスを受ける

権利が保障されている。ハバロフスク地方では、住民の健康維持と強化を目的

とする計画に資金が提供され、国立、自治体、民間の医療体制を発展させる措

置が講じられる。医療保険の発展のための条件が創出される。 
第２４条 市民の権利と自由の法的な保障 
１．各人には、権利と自由の国家保障があたえられ、専門的な法律的な支援を

受けるための権利が保障されている。各人は、法律で禁止されていないすべて

の手段を通して、自己の権利と自由をまもる権利を有する。 
 
第五章 ハバロフスク地方の立法(代表)権力 
第２５条 ハバロフスク地方立法議会(ドューマ) 
１．ハバロフスク地方国家権力立法(代表)機関は、ハバロフスク地方立法議会(ド
ューマ)である。ハバロフスク地方立法議会はハバロフスク地方の常設、最高、

唯一の立法権力機関である。 
２．ハバロフスク地方立法議会は２５人の議員から構成され、任期は４年であ

る。議員は専門家として常時活動するが、同時に本職の業務に障害をあたえて

はならない。 
３．ハバロフスク地方立法議会は法人格と検印を有する。 
４．ハバロフスク地方立法議会の活動、議員選出の方法と組織的・法律的な原

則は、連邦の法律、本憲章、ハバロフスク地方の法律、ハバロフスク地方立法

議会の決議で制定される。 
第２６条 ハバロフスク地方立法議会議員 
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１．ハバロフスク地方立法議会議員は、連邦の法律に基づいて、選挙権を有し、

ハバロフスク地方の領土内にすむロシア連邦市民によって選挙される。 
２．議員選挙は、平等、直接、秘密投票のもとで全有権者によって行われる。 
３．ハバロフスク地方立法議会議員に選出されるのは、連邦の法律、本憲章、

ハバロフスク地方の法律に基づいて被選挙権を有する２１歳以上のロシア連邦

市民である。 
４．ハバロフスク地方立法議会議員には、立法と代表の機能が期待されている。 
５．議員が議員活動を本務として行う場合は、当の議員はその他の有給の仕事

を行うことはできない。ただし、ロシア連邦の法律で明記されていない場合、

教師、研究活動、芸術活動を除く。 
６．議員は在任期間中、ロシア連邦議会国家会議議員、その他の連邦主体の国

家権力立法(代表)機関議員、地方自治体の代表機関議員、自治体首長、裁判長を

兼任できない。さらにはロシア連邦公務員、そのサービス機関職員、ハバロフ

スク地方国家公務員、そのサービス機関職員、地方自治体職員に就くこともで

きない。 
７．議員は、議員の権限行使に関係しない活動を行うために、その地位を利用

してはならない。 
８．ハバロフスク地方立法議会議員はハバロフスク地方の領土内では、議員の

不逮捕権を有する。議員にたいする責任追及、議員不逮捕権の侵害、議員の権

限停止にかんする手続きは、連邦の法律とハバロフスク地方の法律で制定され

る。議員不逮捕権の破棄にかんする決議は、ハバロフスク地方立法議会で採択

される。 
第２７条 ハバロフスク地方立法議会活動の組織化の原則 
１．ハバロフスク地方立法議会は、議員定数三分の二以上の議員が選出された

時点で、活動を正式に開始する。 
２．ハバロフスク地方立法議会第一回本会議は、選挙日から３０日以内にハバ

ロフスク地方有権者委員会によって招集される。本会議の開催を宣言するのは、

ハバロフスク地方有権者委員会議長である。ハバロフスク地方立法議会議長が

選出されるまでは、議員のなかの最高齢者が主宰する。 
３．ハバロフスク地方立法議会活動にかんする組織的、法律的、情報的、物質

的・技術的な保障は、ハバロフスク地方立法議会が自主的に解決する。 
４．ハバロフスク地方立法議会活動とその組織化の手続き、その役職者の権限

は、連邦の法律、本憲章、ハバロフスク地方の法律、ハバロフスク地方立法議

会決議によって制定される。 
第２８条 ハバロフスク地方立法議会議長 
１．ハバロフスク地方立法議会議長は、本会議において秘密投票で選出される。

新しい会期の議長が選出されるまでは職務を遂行する。 
２．ハバロフスク地方立法議会議長は、選出された議員の過半数の賛成で選出
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される。 
３．副議長は、議長の提案に基づいて秘密投票で選出する。その場合、選出議

員の過半数の賛成が必要である。 
４．議長はハバロフスク地方立法議会に責任を負っており、以下の事項によっ

て任期満了前に解任される。議長の職務不履行に関連して一つ、または複数の

委員会の提案、または議員定数三分の一以上の議員グループの提案があり、そ

の解職案が議員定数の過半数以上の賛成があった場合である。議長の選出、辞

職、任期満了前の解職案の手続きは、本憲章とハバロフスク地方の法律で制定

される。 
５．ハバロフスク地方立法議会議長は、以下の事項を遂行する。 
1 連邦国家権力機関、その他のロシア連邦主体権力機関、諸外国との関係におい

て権限内でハバロフスク地方を代表する。 
2 ハバロフスク地方知事と政府、ハバロフスク地方の地方自治体、法人と役職者、

さらにはハバロフスク地方住民との関係において、ハバロフスク地方立法議会

を代表する。 
3 本会議を召集し、議員と住民に本会議開催の時間と場所、さらに議事日程を告

知する。 
4 本会議の準備を指示し、審議事項を準備する。 
5 ハバロフスク地方の法律に基づいて本会議を主宰し、内規を作成する。 
6 ハバロフスク地方の法律、ハバロフスク地方立法議会決議、本会議議事録、そ

の他の文書に署名する。 
7 ロシア連邦議会のためのハバロフスク地方立法議会からの代表者の選出にあ

たっての候補者を本会議において審議にかけ、同様にその代表者の権限の任期

満了前停止にかんする提案を行う。 
8 ハバロフスク地方立法議会事務局活動を指導し、その事務局の役職者の任命と

解職を行う。 
9 専門家を雇用、解任する。 
10 ハバロフスク地方の法律とハバロフスク地方立法議会の法令で制定されてい

るその他の権限を行使する。 
第２９条 ハバロフスク地方立法議会事務局 
１．ハバロフスク地方立法議会活動を組織的、法律的、情報的、物質・技術的

に保障するために、事務局を設置する。 
第３０条 ハバロフスク地方立法議会の権限 
１．ハバロフスク地方立法議会は、以下の権限を行使する。 
1 ハバロフスク地方憲章を採択し、その変更と補足を行う。 
2 ハバロフスク地方の管轄事項、ロシア連邦と連邦主体の共同管轄事項に基づい

て、ハバロフスク地方の権限内で法律的な監督を行う。 
3 決議を採択する。 
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4 ロシア憲法、連邦の法律、ハバロフスク地方の法律で制定されているその他の

権限を行使する。 
２．ハバロフスク地方憲章とハバロフスク地方の法律を解釈する。 
３．ハバロフスク地方の法律で、以下の事項が制定される。 
1 ハバロフスク地方予算とその執行報告を承認する。 
2 ハバロフスク地方の行政管理機構を承認する。 
3 ハバロフスク地方政府の構成を定める。 
4 本憲章に基づいて、ハバロフスク地方立法議会の組織と活動の原則を制定する。 
5 ハバロフスク地方国家財産の管理と処分の手続きを制定する。 
6 ハバロフスク地方の予算外資金と外貨資金の形成と執行の手続きを制定し、こ

れらの資金の歳出にかんする報告を承認する。 
7 連邦の法律でハバロフスク地方の管轄となっている税金とその徴収、さらには

その徴税の手続きを制定する。 
8 ハバロフスク地方の社会･経済発展計画を承認する。 
9 現行の法律に基づいて、ハバロフスク地方国家財産事項の民営化の目的、手続

き、要件を承認する。 
10 連邦の法律に基づいて、連邦財産、地域共同財産、ハバロフスク地方財産の

土地の譲渡と没収の手続き、その他の天然資源の利用手続き、天然記念物の保

存手続き、文化遺産の保存手続きを制定する。 
11 ハバロフスク地方国民投票の決定と実施の手続きを制定する。 
12 ハバロフスク地方立法議会と知事の選挙の実施手続きを制定する。 
13 議員選挙の実施手続き、地方自治体代表機関の議員選挙実施手続き、地方自

治体首長の選挙実施手続きを制定する。 
14 地方自治体代表機関を解散し、選挙日を決定する。 
15 地方自治体諸機関の原則と構成を制定する。 
16 ハバロフスク地方の地方自治体区分とその変更手続きを制定する。 
17 ハバロフスク地方憲章、ハバロフスク地方の法律、ハバロフク地方のその他

の法令の違反にたいする行政責任を制定する。 
18 ハバロフスク地方が交わす協定の締結と破棄を承認する。 
19 ハバロフスク地方の褒章、名誉賞、賞金、奨学金とそれらの授与手続きを承

認する。 
20 ロシア憲法、連邦の法律、本憲章、ハバロフスク地方の法律に基づいてハバ

ロフスク地方の管轄と権限に帰するその他諸問題を処理する。 
４．ハバロフスク地方立法議会は、以下の事項を採択する。 
1 ハバロフスク地方立法議会の活動手続きを規定する。 
2 ハバロフスク地方法案の破棄、または採択にかんする決議を作成する。 
3 連邦議会へのハバロフスク地方立法議会からの代表者の選出(権限の任期満了

前の停止)にかんする決議を作成する。  
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4 ロシア連邦国家会議への法案提出権を実現する。 
5 本憲章第３８条で盛り込まれている原則に基づいて、ハバロフスク地方知事が

任期満了前に権限を停止した場合、ハバロフスク地方知事の職務執行のための

役職者を任命する。 
6 ハバロフスク地方知事への不信任にかんする決議を含む、ハバロフスク地方知

事の権限任期満了前停止を作成する。 
7 ハバロフスク地方有権者委員会委員の半数の指名、解職を行う。 
8 新たに選出されたハバロフスク地方立法議会議員の権限を承認する。 
9 ハバロフスク地方の法律に基づいて派生する人間の権利にしたがって役職者

の任命と解職を行う。 
10 ハバロフスク地方の個々の役職者を任命し、解任する。任命の手続きがロシ

ア憲法、連邦の法律、本憲章で盛り込まれている場合、役職者任命の合意が作

成される。 
11 ハバロフスク地方立法議会の選挙日と知事選挙日を決定する。 
12 ハバロフスク地方知事の権限が任期満了前に停止した場合、知事選挙日を決

定する。 
13 ハバロフスク地方の法律で定められている場合に、ハバロフスク地方国民投

票日を決定する。 
14 ハバロフスク地方の境界線の変更にかんする合意を承認する。 
15 連邦の法律に基づいて、地方自治体代表機関の政策採択を認める。 
16 ロシア連邦大統領にたいして、地方自治体の長の解職にかんする提案を行う。 
17 経済問題と財産関係を担当するハバロフスク地方政府第一副首相、建設と燃

料・エネルギー部門担当のハバロフスク地方政府第一副首相、ハバロフスク地

方財務相、ハバロフスク地方財産関係相の任命にかんするハバロフスク地方知

事への同意、上記の役職者の不信任（信任）表明にかんするハバロフスク地方

立法議会の決議にたいする知事の同意を求める決議を採択する。上記の役職者

の任命同意の手続きは、本憲章第 40 条第１項で規定される。  
18 ロシア憲法と連邦の法律によってハバロフスク地方立法議会の権限となって

いる問題にかんするその他の決議を採択する。 
５．本憲章とハバロフスク地方の法律で制定されている権限と形態に基づいて、

ハバロフスク地方立法議会は以下の事項を実現する。 
1 ハバロフスク地方憲章と法律の遵守と執行、ハバロフスク地方予算執行、ハバ

ロフスク地方国家予算の処分にかんして制定されている手続きの監督を、関係

機関と協力して実行する。 
2 連邦の法律とハバロフスク地方の法律で制定されているその他の権限を行使

する。 
６．ハバロフスク地方予算の歳入と歳出項目の執行、ハバロフスク地方予算外

資金と外貨資金の利用、ハバロフスク地方国家財産の利用についての監督を組
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織化し、実現する目的で、ハバロフスク地方立法議会はハバロフスク地方の法

律で制定される監督機関を創設し、その法的な地位、組織化と活動の手続きを

定める。 
第３１条 ハバロフスク地方立法議会への法案提出権 
１．法案提出権を有するのは権限で認められている範囲内で、ハバロフスク地

方立法議会議員、ハバロフスク地方立法議会常設委員会、ハバロフスク地方知

事、ハバロフスク地方選出のロシア連邦議会連邦会議議員、ハバロフスク地方

選出のロシア連邦議会国家会議議員、地方自治体議員、ハバロフスク地方裁判

官、ハバロフスク地方調停裁判所裁判官、ハバロフスク地方検察局判事である。 
２．法案提出権の実現の手続きは、ハバロフスク地方の法律で制定される。 
第３２条 ハバロフスク地方立法議会における法律と決議の採択手続き 
１．ハバロフスク地方の法律は、ハバロフスク地方立法議会議員定数の過半数

で採択される。法令にかんする決定は、選出されている議員の過半数で採択さ

れる。活動にかんするハバロフスク地方立法議会決定は、本会議に出席してい

る議員の過半数で採択される。 
２．ハバロフスク地方知事の承認が必要な法案は、必ず本会議定例会の議事を

経る。税金の導入と廃止、税金支払いの免除にかんする法案、ハバロフスク地

方の財政負担の変更にかんする法案、ハバロフスク地方予算の資金による歳出

項目にかんする法案は、ハバロフスク地方知事の提案、または彼の承認に基づ

いてハバロフスク地方立法議会で審議される。ハバロフスク地方の法案は、二

回以上の読会で審議されねばならない。 
二回の読会を経て採択された法案がハバロフスク地方知事によって修正された

場合、ハバロフスク地方立法議会は必ず本会議定例会の第二読会に差し戻し、

知事の修正を審議しなければならない。 
このような場合の採択は、一回に限られる。 
３．ハバロフスク地方の法律は公表され、その公表の後に効力を発する。人間

と市民の権利と自由の擁護にかんするハバロフスク地方立法議会の法律と決議

は、公表から１０日後に効力を発する。その他の問題にかんする決議は、ハバ

ロフスク地方の法律で制定されている期限で効力を発する。 
４．ハバロフスク地方立法議会で採択されたハバロフスク地方の法律と決議は、

議長によって署名される。ハバロフスク地方立法議会で採択されたハバロフス

ク地方の法律は、採択から１０日以内に公表のためにハバロフスク地方知事に

送付される。ハバロフスク地方知事は、特別の法令集を発行して法律の公表を

するか、もしくは先の法律が知事に送付されてから１０日間の作業期間内に法

律の拒否を発表しなければならない。ハバロフスク地方知事がハバロフスク地

方の法律を拒否した場合、上記の法律はハバロフスク地方立法議議員定数三分

の二以上の議員の賛成があれば、原案のままで採択される。原案で採択された

ハバロフスク地方の法律をハバロフスク地方知事は再度拒否することはできず、
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法律がハバロフスク地方立法議会で採択されてから１４日以内に公表される。 
第３３条 
１．ハバロフスク地方立法議会の権限は以下の場合に、任期満了前に停止する。 
1 議員定数三分の二以上の賛成で解散の決議を採択した場合。ハバロフスク地方

立法議会は、ロシア憲法違反にかんするロシア連邦憲法裁判所の判決、さらに

は連邦の法律とハバロフスク地方の法律の何度かの違反にかんするロシア連邦

最高裁判所の判決、またはハバロフスク地方裁判所の判決があった場合、正規

の手続きに基づいて一ヶ月以内に解散にかんする議題を審議する。 
2 本憲章第３３条第２項により、ハバロフスク地方立法議会の解散はハバロフス

ク地方知事が行う。 
3 議員の権限も含めてハバロフスク地方立法議会議員の違法性について、ハバロ

フスク地方裁判所の判決があった場合。 
4 連邦の法律で記されている手続きと原則に基づいて、ハバロフスク地方立法議

会が解散した場合。 
２．ハバロフスク地方知事は、ロシア憲法、ロシア連邦の専権事項、ロシア連

邦と連邦主体の共同権限事項、ハバロフスク地方憲章に抵触する法律を、ハバ

ロフスク地方立法議会が採択し、しかもそれらの違法性が関係裁判所で確定し、

裁判所の判決から六ヶ月間にハバロフスク地方立法議会が訂正しない場合、ハ

バロフスク地方立法議会任期満了前解散にかんする決定をくだすことができる。

ハバロフスク地方立法議会権限任期満了前の解散にかんするハバロフスク地方

知事の決定は、決議の形式をとる。 
３．ハバロフスク地方立法議会が任期満了前に解散した場合、ハバロフスク地

方知事は立法議会(ドューマ)の選挙日を決定する。選挙日は、選挙の実施が決定

してから１８０日以内に、７０日以上を経過した後に実施される。 
４．ハバロフスク地方立法議会議員の権限は、議員定数三分の二以上が選出さ

れた時点で効力を停止する。 
 
第六章 ハバロフスク地方国家執行権力 
第 3４条 ハバロフスク地方知事 
１．ハバロフスク地方知事はハバロフスク地方の首長であり、ハバロフスク地

方最高国家権力執行機関（政府）を指揮する。ハバロフスク地方知事は連邦の

法律とハバロフスク地方の法律に基づいて、ハバロフスク地方領土内では不可

侵の権限を有する。 
２．ハバロフスク地方知事は、ハバロフスク地方に在住し、連邦の法律に基づ

いて選挙権を有するロシア連邦市民によって、有権者の平等を原則に直接、秘

密投票のもとで選挙される。ハバロフスク地方知事の被選挙権は、連邦の法律

とハバロフスク地方の法律に基づいて被選挙権を有するロシア連邦市民に付与

される。ハバロフスク地方知事は４年の任期で、連続二期を限度に選出される。 



132

３．ハバロフスク地方知事に委任される基本原則は、連邦の法律とハバロフス

ク地方の法律を基盤に執行・管理活動にある。 
４．ハバロフスク地方知事の地位、組織、選挙手続きは、連邦の法律、本憲章、

ハバロフスク地方の法律で制定される。 
５．ハバロフスク地方知事は、３０歳以上のロシア連邦市民でなければならな

い。 
６．ハバロフスク地方知事はロシア連邦の法律で制定されていない限り、ハバ

ロフスク地方立法議会議員、地方自治体代表機関議員を兼任することはできず、

教師、研究活動、創作活動をのぞく有給の職に就くことはできない。 
第３５条 ハバロフスク地方知事の権限は以下の通り。 
１．連邦国家権力機関、ロシア連邦主体国家権力機関、地方自治体との関係に

おいてハバロフスク地方を代表し、国際関係と対外経済関係においては協議す

る権利を有し、ハバロフスク地方の名において協定と合意書に署名する。ロシ

ア連邦主体の管轄、ロシア連邦とロシア連邦主体の共同管轄事項における連邦

主体の権限にかんする諸問題でロシア連邦が締結する国際条約に、連邦の法律

で制定されている手続きに基づいて同意する。ハバロフスク地方予算からの補

足的な資金の提供が求められる条約については、批准のためにハバロフスク地

方立法議会に提出される。 
２．連邦の法律とハバロフスク地方の法律に基づいて、ハバロフスク地方最高

国家権力執行機関（ハバロフスク地方政府）を構成する。 
３．ハバロフスク地方政府の活動を指導する。 
４．ハバロフスク地方立法議会、ハバロフスク地方のその他の国家権力機関、

地方自治体、法人と役職者、ハバロフスク地方住民との関係では、ハバロフス

ク地方政府を代表する。 
５．ハバロフスク地方政府からロシア連邦議会連邦会議に派遣される代表者を

指名する。 
６．ハバロフスク地方年次予算とその執行報告をハバロフスク地方立法議会で

行う。 
７．ハバロフスク地方の社会・経済状況とハバロフスク地方政府の活動の基本

方針を、半年に一度ハバロフスク地方立法議会で発表する。 
８．ハバロフスク地方立法議会にかんする予算の歳出を除いて、ハバロフスク

地方予算の執行責任者である。 
９．ドューマにたいして、ハバロフスク地方の次年度予算案と同時にハバロフ

スク地方政府の構成を提案する。 
１０．ハバロフスク地方立法議会に法案を提出する。 
１１．審議権をもってハバロフスク地方立法議会の活動に参加する。 
１２．特別な法令集を作成し、ハバロフスク地方の法律を公表し、またはそれ

を破棄する。 
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１３．本憲章第 33 条第 2 項で記されている場合、ハバロフスク地方立法議会権

限任期満了前の停止にかんする決定を採択する。 
１４．ハバロフスク地方立法議会権限任期満了前の停止の際、新しい議員選挙

日を決定する。 
１５．ハバロフスク地方立法議会本会議臨時会を招集し、同様に制定されてい

る期限内に第一回本会議を開催する。 
１６．ハバロフスク地方領土内で非常事態が導入された場合、速やかに ハバロ

フスク地方立法議会に報告する。 
１７．ハバロフスク地方の経済、エコロジー、社会、文化、民族的な発展のた

めにハバロフスク地方としての政策を作成し、実現する。 
１８．ロシア連邦大統領、ロシア連邦政府にたいして、権限の範囲内でロシア

大統領令案とロシア政府決定案を審議のために提出する。 
１９．ロシア連邦国家勲章、褒章、賞金を提案する。 
２０．ロシア連邦憲法裁判所に提訴する権利を有する。 
２１．連邦執行権力機関地方事務所の役職者の任命と解任に合意する。 
２２．ハバロフスク地方領土内では、連邦執行権力機関地方事務所と相互協力

しあう。 
２３．連邦の法律とハバロフスク地方の法律に基づいて、ハバロフスク地方国

家財産である企業、機関、施設の役職者を任命する。 
２４．ハバロフスク地方有権者委員会の半数の委員を指名、解職を行う。 
２５．ロシア連邦の法律に基づいて、地方自治体の長にたいして措置を講じる

ように文書で進言する。 
２６．ハバロフスク市内の地方自治体の長を除いて、地方自治体の長を解任し、

新しい選挙日を決める(地方自治体の長が自治体住民に選挙で選ばれている場

合に限る)。 
２７．地方自治体憲章で手続きが制定されていない場合、地方自治体の長を解

任したあと、新しい長が選挙で選出されるまでの期間、地方自治体の長の代行

者を指名する。 
２８．ハバロフスク市内の地方自治体の長の解任にかんする提案を、ロシア大

統領に行う権利を有する。 
２９．連邦の法律によって連邦執行権力機関の権限の一部は地方自治体に譲渡

されている場合、その執行を監督する。 
３０．自己の権限内で法令(決定と処分)を採択する。 
３１．ハバロフスク地方の行政単位の変更に必要な要件を作成し、それにかん

する措置を実現する。 
３２．ハバロフスク地方立法議会における全権代表者を任命する。 
３３．ハバロフスク地方政府構成メンバーの候補者にかんする提案を、ハバロ

フスク地方立法議会に行う。 
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３４．連邦の法律とハバロフスク地方の法律で制定されているその他の権限を

行使する。 
３５．ハバロフスク地方知事は自己の権限の行使にあたって、ロシア憲法、連

邦の法律、ハバロフスク地方憲章、ハバロフスク地方の法律を遵守し、ロシア

大統領令とロシア政府の決定を遂行する。 
第３６条 ハバロフスク地方政府 
１．ハバロフスク地方政府は、ハバロフスク地方において常設で活動する最高

国家権力執行機関である。 
２．ハバロフスク地方政府は、合議制機関である。 
３．ハバロフスク地方政府の構成メンバーとして、ハバロフスク地方政府議長

の地位にあるハバロフスク地方知事、ハバロフスク地方第一副議長、ハバロフ

スク地方政府副議長、ハバロフスク地方閣僚が加わる。 
４．ハバロフスク地方政府は法人格を有し、印章を有する。 
５．ハバロフスク地方政府は、ハバロフスク地方の法律で制定されている権限

内でハバロフスク地方立法議会に報告義務を負う。 
６．ハバロフスク地方政府の地位、構成、組閣手続き、権限は本憲章、連邦の

法律、ハバロフスク地方の法律で制定される。 
７．ハバロフスク地方政府は、ハバロフスク地方執行権力の権限を実現し、社

会・経済発展の職務を遂行し、ハバロフスク地方領土内でロシア憲法、連邦の

法律、ロシア大統領とロシア政府の法令、ハバロフスク地方憲章、ハバロフス

ク地方の法律、ハバロフスク地方のその他の法令を遵守する。 
８．ハバロフスク地方政府の財政は、個々の規定に基づいてハバロフスク地方

予算から歳出される。 
第３７条 ハバロフスク地方政府の権限 
１．ハバロフスク地方政府の権限は以下の通りである。 
1 人間と市民の権利と自由の実現、保障、擁護、財産と社会秩序の維持、犯罪撲

滅にかんする措置を自己の権限内で講じる。 
2 ハバロフスク地方知事がハバロフスク地方立法議会に提出するハバロフスク

地方予算案、さらにはハバロフスク地方社会・経済発展計画案を作成する。 
3 ハバロフスク地方知事がハバロフスク地方立法議会に提出するために、ハバロ

フスク地方予算を執行し、その予算報告を作成し、ハバロフスク地方社会・経

済発展計画の実施報告を準備する。 
4 連邦の法律とハバロフスク地方の法律に基づいてハバロフスク地方国有財産

を管理、処分する。さらに連邦の法律とロシア連邦のその他の法令に基づいて

管理が委ねられている連邦財産を管理・処分する。 
5 その他のハバロフスク地方執行権力機関を構成し、その効率的な活動を確立す

る。法律で付与された権限内で、地方自治体執行権力の機能を監督する。 
6 地方自治体の法律がロシア憲法、連邦の法律、ロシア連邦のその他の法令、ハ
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バロフスク地方憲章、ハバロフスク地方の法律、ハバロフスク地方のその他の

法令に抵触している場合、地方自治体、その選出機関、またはその役職者にた

いして抵触している法律をロシア連邦の法律に基づいて採択するように提言す

る。同時に、裁判所に提訴する権利を有する。 
7 ロシア憲法、本憲章、連邦の法律、ハバロフスク地方の法律に抵触しない限り、

管轄と権限分割にかんする連邦執行権力機関との協定、権限の一部の実行にか

んする相互の付与にかんする合意を、ロシア連邦の法律に基づいて締結する。 
第３８条 ハバロフスク地方知事任期満了前の権限停止。ハバロフスク地方政

府の退陣 
１．ハバロフスク地方知事は以下の場合、任期満了前に権限を停止する。 
1 知事の死亡 
2 ハバロフスク地方立法議会による知事不信任表明にともなう解職 
3 自己都合による辞任 
4 連邦の法律に記されている手続きと原則に基づくロシア大統領による解職 
5 裁判所による職務遂行の不能、またはその一部不能の決定 
6 裁判所による行方不明の認定、または死亡宣告 
7 裁判所による有罪判決 
8 永住を目的としたロシア連邦領土外への退去 
9 ロシア連邦国籍の喪失 
２．ハバロフスク地方立法議会は以下の事項の場合、ハバロフスク地方知事に

不信任を表明する。 
1 ロシア憲法、連邦の法律、ハバロフスク地方憲章、ハバロフスク地方の法律に

抵触する法令を発布し、それらの抵触が関連裁判所によって確定し、しかもハ

バロフスク地方知事が裁判所の判定から一ヶ月以内にその抵触を修正しない場

合。 
2 ロシア憲法、連邦の法律、ロシア大統領令、ロシア政府決定、ハバロフスク地

方憲章、ハバロフスク地方の法律を重大に侵犯し、しかも市民の権利と自由を

強く侵害する場合。 
３．ハバロフスク地方知事不信任にかんするハバロフスク地方立法議会の決定

は、議会議員定数三分の一以上の議員の発案があり、議員定数三分の二以上の

賛成で採択された場合。 
４．ハバロフスク地方知事にたいするハバロフスク地方立法議会による不信任

の決定があった場合、ハバロフスク地方知事は速やかに辞任する。 
５．連邦の法律と本憲章第３８条第４項に記されている原則に基づいて、ハバ

ロフスク地方政府が退陣した場合、その政府は新しい組閣があるまで活動を継

続する。 
６．本条第１項に記されている原則に基づいてハバロフスク地方知事の権限が

任期満了前に停止した場合、知事の代行としてハバロフスク地方政府第一副議
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長がハバロフスク地方立法議会によって指名される。 
７．ハバロフスク地方知事代行は、ハバロフスク地方立法議会の解散にかんす

る決定を採択することはできない。本会議臨時会の招集を要求できない。ハバ

ロフスク地方憲章の修正と補足の提案をできない。本会議第一回定例会を招集

できない。 
８．ハバロフスク地方知事の権限が任期満了前に停止した場合、ハバロフスク

地方立法議会はハバロフスク地方知事投票日を決定する。その投票日は、選挙

の実施決定が採択されてから１８０日以内、７０日経過したあとに設定される。 
９．ハバロフスク地方政府の閣僚にたいするハバロフスク地方立法議会の不信

任表明があった場合、その閣僚は速やかに職を辞する。地方立法議会における

閣僚にたいする不信任決定は、議会議員定数三分の一以上の議員の発案があり、

議員定数三分の二以上の賛成で採択される。ハバロフスク地方立法議会が閣僚

にたいする不信任表明を決定できる根拠は、連邦の法律とハバロフスク地方の

法律の違反が明らかであり、裁判所の判決がある場合に限られる。 
第３９条 ハバロフスク地方知事令、ハバロフスク地方政府の決定、その他の

ハバロフスク地方執行権力機関の決定 
１．ハバロフスク地方知事は、ロシア憲法、連邦の法律、ロシア大統領令、ロ

シア連邦政府の決定、ハバロフスク地方憲章、ハバロフスク地方の法律を実施

するにあたって、決定と知事令を発表する。 
２．ハバロフスク地方政府は、ロシア憲法、連邦の法律、ロシア大統領令、ロ

シア連邦政府の決定、ハバロフスク地方憲章、ハバロフスク地方の法律を実施

するにあたって、決定を発表する。ハバロフスク地方政府の決定は、ハバロフ

スク地方知事、つまりハバロフスク地方政府議長によって署名される。 
３．ハバロフスク地方のその他の執行権力機関は、ハバロフスク地方政府によ

って制定される場合、その権限内で決定を発表する。 
４．権限内で採択されたハバロフスク地方知事令、ハバロフスク地方政府の決

定は、ハバロフスク地方において執行される。 
５．ハバロフスク地方知事令、ハバロフスク地方政府の決定は、ロシア憲法、

ロシア連邦の管轄事項とロシア連邦・連邦主体の共同管轄事項に基づいて採択

されている連邦の法律、ロシア大統領令、ロシア連邦政府の決定、ハバロフス

ク地方憲章、ハバロフスク地方の法律に抵触してはならない。 
第４０条 ハバロフスク地方政府役職者の責任 
１．ハバロフスク地方政府役職者は、連邦の法律とハバロフスク地方の法律に

盛り込まれている責任を負う。 
第４０条第１項 ハバロフスク地方政府閣僚の任命同意の手続き 
１．ハバロフスク地方知事は本憲章に記されている閣僚の辞任から一ヶ月以内

に、経済・財産問題担当のハバロフスク地方第一副議長、建設・燃料・エネル

ギー担当の第一副議長、ハバロフスク地方財務相、ハバロフスク地方財産関係
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相の任命同意にかんする提案をハバロフスク地方立法議会に行う。 
２．この提案は、ハバロフスク地方立法議会で１０日以内に審議される。 
３．閣僚任命にかんするハバロフスク地方立法議会の決定は、一人ひとりの閣

僚ごとに行われ、議会議員定数の過半数の賛成で採択される。この議案にかん

する議会の不採択は、閣僚に任命の同意を拒否することを意味する。 
４．この議案をハバロフスク地方立法議会が不採択した場合、ハバロフスク地

方知事は１０日以内に新しい閣僚案を再び議会に提案する。 
５．ハバロフスク地方知事は任命に同意を得るために、ハバロフスク地方立法

議会にたいして三人を限度に候補者を提案する。この場合、そのなかのひとり

の候補者については二度以上提案することはできない。 
６．ハバロフスク地方立法議会がハバロフスク地方知事によって提案された三

人の候補者のだれ一人として同意しなかった場合、知事は三人のなかから自由

に一人を任命できる権利を有する。 
 
第七章 ハバロフスク地方立法権力機関と執行権力機関の相互関係 
１．国家権力を立法、行政、司法に分立するという憲法的原則に基づいて、ハ

バロフスク地方立法議会、知事、政府は自己の権限を自主的に行使する。 
２．ハバロフスク地方立法議会、知事、政府、その他の執行権力機関はロシア

憲法と連邦の法律、ハバロフスク地方の法律を基盤に、ハバロフスク地方の経

済、社会発展の過程を効率的に管理する目的で、ハバロフスク地方とその住民

のために相互に協力する。 
３．ハバロフスク地方知事令、ハバロフスク地方執行権力機関の決定は、それ

らに署名があった日にハバロフスク地方立法議会に送付される。 
４．ハバロフスク地方立法議会は、本憲章第４１条第３項に記されている内容

に基づいて、法令の修正と(または)補足、さらにはそれらの廃止にかんする提案

をハバロフスク地方知事、またはハバロフスク地方執行権力機関に提案する。

ハバロフスク地方立法議会はそれらの法令を、法的な手続きにおいて、もしく

は制定されている手続きにおいて、ロシア連邦憲法裁判所に提訴する権利を有

する。 
５．ハバロフスク地方立法議会はハバロフスク地方の法律で制定されている期

間内に、活動、ハバロフスク地方の法案、議会決議案をハバロフスク地方知事

に送付する。 
６．ハバロフスク地方立法議会で採択されたハバロフスク地方の法律と決議は、

署名の日にハバロフスク地方知事に送付される。 
７．ハバロフスク地方知事はハバロフスク地方立法議会決議に修正と(または)
補足を提案する権利を有する。同時に、法律的な手続きに基づいて決議と発効

したハバロフスク地方の法律を公表する。 
第４２条 ハバロフスク地方立法議会の活動へのハバロフスク地方知事と政府
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閣僚の参加 
１．ハバロフスク地方立法議会との相互協力を実現するために、ハバロフスク

地方知事、または知事全権代行者、政府閣僚は以下の権利を有する。 
1 ハバロフスク地方立法議会の公開と非公開の本会議に参加する。 
2 ハバロフスク地方立法議会の議事日程にかんして報告する。 
3 法案採択前に報告する。 
２．ハバロフスク地方知事、またはその全権代行者は、ハバロフスク地方の法

律で記されている期間内にハバロフスク地方立法議会の審議にかけられる法案

について報告する。期間内に報告がなかった場合、報告なしで法案は審議され

ることになる。 
３．ハバロフスク地方政府閣僚は、ハバロフスク地方立法議会招聘に基づいて

本会議と議会各種委員会に出席し、議員の質問に答えなければならない。関連

する議会議員の招聘については、議会本会議、または議会委員会会議の開催の

５日以上まえにハバロフスク地方政府閣僚に告知される。議会本会議、または

議会内委員会会議への出席が不可能な場合、ハバロフスク地方政府閣僚はこの

ことを議会に連絡し、本会議に出席、質問に答えられる役職者を指名する。 
第４３条 ハバロフスク地方国家権力執行機関の活動におけるハバロフスク地

方立法議会議員の参加 
１．ハバロフスク地方立法議会議員は、ハバロフスク地方国家権力執行機関の

活動に参加し、議事日程に基づいて報告、提案を行う。 
第４４条 ハバロフスク地方国家権力機関間の対立の解決 
１．権限行使の問題で生じるハバロフスク地方立法議会とハバロフスク地方知

事、さらにはハバロフスク地方政府の間の対立は、本憲章とハバロフスク地方

の法律で記されている合意手続きに基づいて解決される。合意が達成されない

場合には、法的な手続きで解決される。 
２．ロシア連邦国家権力機関とハバロフスク地方国家権力機関との間の権限に

かんする対立、ハバロフスク地方立法議会、ハバロフスク地方知事、ハバロフ

スク地方政府間の権限にかんする対立は、ロシア連邦憲法裁判所で解決される。 
 
第八章 司法権力 
１．ハバロフスク地方における司法活動は、裁判所法廷で実現される。ハバロ

フスク地方における司法権力は連邦司法制度を構成し、世界的な規範に適合す

る。 
２．司法権力は独立しており、立法権力と執行権力に関係なく機能する。 
３．裁判所の組織化と活動の手続きは、ロシア連邦憲法と連邦の法律によって

規定される。 
第４６条 ハバロフスク地方裁判所、ハバロフスク地方調停裁判所、市裁判所、

地区裁判所 
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１．裁判所判事の任命は、連邦の法律に基づく。 
第４７条 裁判所の活動への協力 
１．ハバロフスク地方立法議会と知事は、裁判所の活動に協力する。 
 
第九章 法律、法秩序、社会安全の確立 
第４８条 ハバロフスク地方検事局 
１．ハバロフスク地方検事局は、連邦の法律「ロシア連邦検事局」に基づいて

活動する。 
２．ハバロフスク地方検事長は、ハバロフスク地方立法議会と地方政府の同意

に基づいて、ロシア連邦検事総長によって任命される。その他の検事は、ロシ

ア連邦検事総長によって任命される。 
第４９条 国家安全保障の確立 
１．ハバロフスク地方領土内の個人、住民、社会、国家の安全保障は、ロシア

連邦国防軍、国境警護隊と国内警備隊、内務省機関、連邦安全省、税務機関、

非常事態委員会、市民防衛隊の結成によって実現される。 
２．ハバロフスク地方立法議会と知事は、権限内においてハバロフスク地方の

安全状況にかんする情報を得る。 
第５０条 内務機関、警察 
１．警察を含む内務機関は、市民の生活、健康、権利、自由を保護し、法的な

侵害から社会と国家の利益を防衛する。これらの機関の活動は、連邦の法律と

ハバロフスク地方の法律に基づく。 
２．ハバロフスク地方政府はハバロフスク地方予算を用いて、ハバロフスク地

方社会安全警察を創設する。その設置、任務、活動にかんする手続きは、連邦

の法律とハバロフスク地方の法律に基づいて定められる。 
 
第十章 地方自治 
第５２条 地方自治の原則 
１．ハバロフスク地方の地方自治は、ロシア憲法によって認められ、保障され

る。自治体の諸問題を直接に、または地方自治体の諸機関を通して解決する。

地方自治は、歴史的な伝統と地方の慣習に基づく。 
２．地方自治は、ハバロフスク地方全土の市、村、その他の区域で実現される。

地方自治の区域(地区、市、村、その他の行政単位)は、歴史的な伝統と地域的な

慣習を考慮に入れて、連邦の法律とハバロフスク地方の法律に基づいて制定さ

れる。 
第５３条 地方自治実現への市民権 
１．ハバロフスク地方領土にすむロシア連邦市民は、住民投票、選挙、会合、

会議、その他の直接的な意思表示の方法を通して、さらには地方自治体の選出

機関とその他の機関を通して、市民の権利としての投票権の保障に基づいて地
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方自治の権利を行使する。 
第５４条 ハバロフスク地方における地方自治の法的原則 
１．ハバロフスク地方における地方自治は、ロシア憲法、連邦の法律、ハバロ

フスク地方憲章、ハバロフスク地方の法律、地方自治体憲章、地方自治体の条

例に基づいて実現される。 
第５５条 地方自治体憲章 
１．地方自治体は憲章を有し、そのなかで地方自治体の区域と構成、地方自治

体の管轄事項、形態、地方自治体の諸問題の解決にむけての住民参加の手続き

と保障、選出機関とその他の機関の権限と構成、地方自治体の経済基盤と財政

基盤、さらには地方自治体の組織と活動のその他の諸規定を制定する。 
２．地方自治体憲章は、ハバロフスク地方の法律に盛り込まれている手続きに

基づいて、国家登録を行う。 
第５６条 地方自治体の諸機関 
１．地方自治体における代表機能、管理機能、執行機能、監督機能、その他の

機能を実現するために、地方自治体機関が設立され、関連する権限が付与され

る。 
２．ハバロフスク地方の市、地区、村、その他の居住区における地方自治体機

関とは、選出（代表）機関とその他の諸機関である。住民数の少ない居住区に

おいては、住民の意思表示を実現するために、地方自治体機関にかわって直接

民主主義（市民会議）を利用することができる。 
３．地方自治体機関は、ハバロフスク地方国家権力機関機構には加わらない。 
４．地方自治体の選出機関は、全住民の平等、直接選挙、そして秘密投票を原

則に構成される。選挙実施の手続きは、ハバロフスク地方の法律で制定される。 
５．コミュニティーは、市民の会合、審議機関（ソビエト、住宅委員会、町内

会、住居区画委員会、小地区の委員会とソビエト）を通して、住民によって直

接的に運営される。 
第５６条第１項 地方自治体の長、その他の地方自治体選出役職者 
地方自治体憲章では、地方自治体において地方自治を行使するために活動を指

揮する地方自治体の長（選出役職者）、さらには地方自治のその他の選出役職者

のポストが設置される。 
第５７条 地方自治体におけるハバロフスク地方管轄事項 
１．ハバロフスク地方の管轄は、以下の通りである。 
1 ハバロフスク地方の地方自治法の採択と修正、その遵守の監督 
2 ハバロフスク地方の地方自治法をロシア憲法、連邦の法律に合致させる 
3 ハバロフスク地方国家財産の地方自治体財産への譲渡手続きとその調整 
4 ハバロフスク地方予算と地方自治体予算間の調整 
5 地方自治体財政の健全化 
6 ハバロフスク地方の法律による個々の国家権限の地方自治体への委任とそれ
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らを実現するために必要な物質的、財政的な資金の譲渡、付与された権限の実

現にたいする監督 
7 地方自治発展のためのハバロフスク地方としてのプログラムの採択 
8 地方自治にたいする市民権の擁護 
9 地方自治体の財政的自立にむけての国家保障の付与 
10 地方自治体の形成、統合、改編、または廃止の手続きの制定、その境界線と

名称の変更 
11 ハバロフスク地方国家権力機関で採択された決定によって生じた補足的歳出

の地方自治体への出費 
12 ハバロフスク地方の法律に基づいて、歴史的伝統と地域的慣習を考慮して少

数民族がすむ地方自治体を発展させる 
13 地方自治の実現に関連して、行政による法律違反にかんするハバロフスク地

方の法律の採択と修正 
14 地方自治体憲章登録手続きの制定 
第５８条 地方自治体の管轄事項 
１．ハバロフスク地方において自治体の管轄になっているのは地方の諸問題、

地方自治体と分割している個々の国家的権限である。 
２．地方自治体の問題となっているのは、以下の通りである。 
1 地方自治体財産の所有、利用、処分 
2 自治体予算の形成、承認、執行。自治体税とその徴収の制定。自治体にかんす

るその他の財政問題の解決。 
3 地方自治体の総合的な社会・経済発展 
4 地方自治体所有住宅とその非居住区画の管理と利用 
5 自治体の運営する幼稚園、小学校、専門学校の組織化、運営、発展 
6 自治体の運営する保健所、住民衛生施設の建設 
7 社会秩序の維持、社会秩序管理機関の運営、それらの活動の監督 
8 地方自治体建設計画の調整 
9 住居、社会・文化、日常生活にかかわる施設の建設のための条件づくり 
10 地方自治体内の土地利用の監督 
11 自治体管轄の水資源、天然資源の利用の規制 
12 自治体のエネルギー、ガス、上下水道の組織化、供給、発展 
13 住民と自治体施設への燃料供給のための条件づくり 
14 自治体管理道路の建設 
15 自治体教育の充実 
16 廃材の再利用 
17 自治体文書の整理 
18 交通網、郵便網の整備 
19 商業サービス、公共食堂、日常サービスの整備 
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20 文化施設の整備 
21 歴史と文化の記念碑の保存 
22 情報サービスの組織化 
23 自治体教育における情報活動の整備 
24 自治体教育における体育文化とスポーツの発展整備 
25 住民への社会支援と就業保障への協力 
26 環境整備 
27 火気安全対策 
地方自治体は、管轄から除外され、その他の自治体と国家権力機関の管轄に入

っていない、その他の諸問題を審議する。 
３．自治体の管轄事項、自治体所有物、自治体財源はハバロフスク地方の法律

で明記され、市については市憲章で明記される。地方自治体の管轄事項分割は、

地方自治体の経済、財政の自主性を保障する。地方自治体間の従属関係は認め

られない。 
４．個々の国家権限の地方自治体への分割は、連邦の法律で行われ、必要な物

質的、財政的な資金移転についてはハバロフスク地方の法律で定められる。付

与された権限の実現は、ハバロフスク地方国家権力機関が監督する。個々の国

家権限を地方自治体が行使するにあたっての監督の要件と手続きは、連邦の法

律とハバロフスク地方の法律に準じて制定される。 
第５９条 地方自治体の経済基盤 
１．地方自治体の経済基盤を構成するのは、自治体所有財産、管理が地方自治

体に委任されている国有財産、ハバロフスク地方の法律に基づいて地方自治体

住民の要求を満たすために必要なその他の財産である。 
第６０条 地方自治体予算 
１．地方予算とは、地方自治体予算を意味する。 
２．地方予算の作成、承認、執行、予算執行の監査は、地方自治体が自主的に

実施する。予算の作成、承認、さらには予算執行報告の承認にたいする干渉は

認められない。 
３．地方予算では、地方自治体ではない居住区、領土への歳出は可能である。 
 
第十一章 ハバロフスク地方の経済・財政基盤 
第６１条 ハバロフスク地方の経済基盤 
１．ハバロフスク地方の経済基盤を構成するのは国有財産、地方自治体所有財

産、私有財産、社会組織の財産、一人ひとりの市民の知的財産、創造団体の知

的財産、その他の財産形態である。これらは、社会・経済と文化領域の効率的

な発展、人間の生活と発展のための要件の創設に利用される。 
第６２条 土地と天然資源 
１．土地、地下資源、水、植物、その他の天然資源は、ハバロフスク地方にす
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む住民の生活と活動の基盤となる。 
２．ハバロフスク地方住民の財産である土地とその他の天然資源の所有、利用、

処分の手続きは、連邦の法律とハバロフスク地方の法律で制定される。 
第６３条 ハバロフスク地方所有財産 
１．ハバロフスク地方財産は、以下の通りである。 
1 連邦の法律とハバロフスク地方の法令に関係する天然資源(土地、地下資源、

水資源、植物、動物など) 
2 ハバロフスク地方予算と予算外予算、外貨基金 
3 ハバロフスク地方予算で創設、または取得された、または制定されている手続

きに基づいてハバロフスク地方に譲渡された企業、施設、組織 
4 ハバロフスク地方債 
5 合意、協定に基づいて、その他の基盤にしたがって、さらには外国の法律を含

む連邦の法律、ハバロフスク地方の法律、その他の法律に基づいてハバロフス

ク地方の権限であるハバロフスク地方の財産 
6 ハバロフスク地方国家権力機関の財産 
7 その他のハバロフスク地方国家財産 
２．ハバロフスク地方財産は、国家財産の形態をとる。ハバロフスク地方は自

主的に、ハバロフスク地方財産を所有、利用、処分できる。 
３．ハバロフスク地方財産の内容は、ハバロフスク地方財産表に明記され、ハ

バロフスク地方政府の提示に基づいてハバロフスク地方立法議会によって定期

的に確認、変更される。 
第６４条 ハバロフスク地方財政 
１．ハバロフスク地方財政は、ハバロフスク地方予算、予算外予算、外貨資金、

連邦の予算からハバロフスク地方に歳出される割当金、現行の法律に基づいて

ハバロフスク地方が取得するその他の資金から構成される。 
２．企業と組織外の、そして直接にハバロフスク地方予算にかかわらないハバ

ロフスク地方財産である財政は、ハバロフスク地方国有財産である。 
３．ハバロフスク地方財政は共同の経済計画、法秩序計画、自然保護計画、社

会計画を予算化するために、その他のロシア連邦主体の財政、外国を含む法人

と市民の財政と結びつく。 
４．ハバロフスク地方の法律、執行の各機関は、ハバロフスク地方財政の全体

的な安定化を図る。 
５．ハバロフスク地方国家権力機関は、連邦とハバロフスク地方の法律に定め

られている手続きに基づいて、財政・貸与機関と組織を創設する。 
第６５条 ハバロフスク地方予算制度 
１．ハバロフスク地方予算制度は、ハバロフスク地方予算と地方自治体予算か

ら構成され、その一つひとつは自立している。 
２．ハバロフスク地方予算は、社会・文化分野と住民の社会保障計画の活動に



144

財政的な支援を行い、国民経済の重要分野の社会的な発展を促し、ハバロフス

ク地方の法律で制定されている割当金の範囲内で、ハバロフスク地方国家権力

機関の活動のための予算化を行う。 
３．ハバロフスク地方予算の歳入は、連邦の法律とハバロフスク地方の法律に

記されている財源、さらにはハバロフスク地方国家権力機関と地方自治体の活

動の結果として認められているその他の財源から構成される。 
第６６条 ハバロフスク地方税制 
１．ハバロフスク地方税制は権限内で、連邦の法律とハバロフスク地方の法律、

地方自治体の決定を基盤に形成される。 
２．ハバロフスク地方国家権力機関の合意に基づいて、連邦の法律によって規

定される控除の形で、またはその他の手続きにしたがって、連邦税の一部がハ

バロフスク地方予算とハバロフスク地方予算外予算に歳出される。 
第６７条 ハバロフスク地方予算外予算と外貨基金 
１．ハバロフスク地方立法議会と地方自治体代表機関は、銀行で特別口座をも

つ予算外予算を開設し、その目的にそってハバロフスク地方政府、市行政機関、

地区行政機関が歳出する。 
２．予算外予算の財源は、以下の通りである。 
1 ハバロフスク地方国家権力機関の政策によって取得される歳入 
2 法人の自主的な寄付金 
3 その他の歳入 
３．ハバロフスク地方立法議会と地方自治体代表機関は連邦の法律に基づいて、

法人による外貨支払いとその他の財源から構成される。 
 
第十二章 ハバロフスク地方の社会・文化分野の諸原則 
第６８条 教育 
１．ハバロフスク地方の教育機関は運営形態に関係なく、以下の施設から構成

される。 
1 就学前施設 
2 義務教育施設(小学校、中学校) 
3 中等職業専門学校 
4 教程を満たすための補習教育施設 
２．連邦の法律とハバロフスク地方の法律に基づいて、ハバロフスク地方立法

議会は以下の事項を制定する。 
1 教育発展の計画、プログラムを承認する。 
2 ハバロフスク地方管轄下にある教育施設の定数と配置にかんする一般的手続

きを制定する。 
3 教育予算化の規範を制定する。 
３．ハバロフスク地方政府は、以下の権限を行使する。 
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1 教育管理機関を設置し、その指導部を指名する。 
2 教育施設を開設する。 
3 ハバロフスク地方における教育発展計画を作成、実現する。 
4 教育幹部の養成、再養成、技術の向上を行う。 
４．ハバロフスク地方国家権力機関と地方自治体は、ハバロフスク地方予算、

予算外予算、その他の予算を用いて教育システムの発展を全面的に支援する。 
第６９条 研究 
１．ハバロフスク地方国家権力機関は、ロシア科学アカデミー研究所、アカデ

ミー研究支所、連邦省庁所属研究施設、さらにはハバロフスク地方研究施設に

協力と支援を実施し、ハバロフスク地方の利益のための研究活動を促進する。

ハバロフスク地方の天然資源の有効な利用と環境保全・経済、社会発展総合計

画、さらには母と子の医療・社会的な保護計画の研究拠点計画を作成、実現す

る。 
第７０条 文化 
１．ハバロフスク地方国家権力機関と地方自治体はハバロフスク地方予算を用

いて、文化施設(劇場、コンサート会場、図書館、文化学習施設)の活動を促進し、

文化発展計画を作成する。 
２．ハバロフスク地方国家権力機関は、ハバロフスク地方内の文化への支援と

発展のための追加資金の確保と利用を目的に、特別ファンドの創設、スポンサ

ーと事前活動の発展を支援する。 
第７１条 体育文化とスポーツ 
１．ハバロフスク地方国家権力機関と地方自治体は、住民の健康生活環境づく

りを促進し、体育文化とスポーツ学習を用意する。健康増進のために、自然環

境保護法に抵触しないかぎり、市民が無料で自然に触れ合う場を設ける。 
２．ハバロフスク地方国家権力機関と地方自治体は、地方予算を用いて体育文

化とスポーツを予算化し、体育とスポーツへの支援と発展のために国家ファン

ド、私的ファンド、社会ファンドを創設する。 
第７２条 住民の健康維持の組織化 
１．ハバロフスク地方国家権力機関の財産であり、管理下にある健康促進施設、

特別医療施設を開設し、居住地に関係なくハバロフスク地方住民への医療支援

を行う。 
２．自治体の健康促進施設は、地方自治体の所有物であり、地方自治体予算で

運営される。 
３．ハバロフスク地方国家権力機関と地方自治体は、ハバロフスク地方予算を

用いて、保険料の支払い、国立、自治体の医療施設では住民の医療費は無料が

原則であり、そのなかでも母と子への無料の医療サービスは優先的に十分に施

される。 
４．ハバロフスク地方では、私立医療施設発展のために貸与、税金における優
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遇が用意され、医療施設の建設にあたって企業、施設、組織、法人からの資金

的な支援を受ける。 
第７３条 住民の社会保障と就業 
１．ハバロフスク地方国家権力機関は市場経済の状況下で、住民社会保障の条

件整備に着手し、措置を講じる。ハバロフスク地方政府は、ハバロフスク地方

立法議会で承認された住民のための特別社会保障計画を作成する。低所得者、

身体障害者、年金生活者、社会的弱者への社会的協力と支援に大きな関心をも

つ。 
２．ハバロフスク地方国家権力機関は住民の就業にかんする措置を講じ、有効

的な就業、失業者の削減、新しい雇用の創出、経営幹部の再教育にかんする諸

計画を作成し、実行する。 
 
第十三章 ハバロフスク地方憲章の修正手続き 
第７４条 ハバロフスク地方憲章の修正と補足 
１．ハバロフスク地方憲章の修正と補足は、ハバロフスク地方立法議会議員定

数三分の二以上の賛成で採択されたハバロフスク地方の法律に基づいて行われ

る。 
２．ハバロフスク地方憲章の修正と補足にかんする提案は、以下の者によって

行われる。ハバロフスク地方立法議会議長、ハバロフスク地方知事、ハバロフ

スク地方立法議会議員定数三分の一以上から構成される議員グループ、地方自

治体代表機関、ハバロフスク地方裁判所、ハバロフスク地方調停裁判所、ロシ

ア極東管区連邦調停裁判所、ハバロフスク地方検事。 
 
第十四章 結語と一時規定 
第７５条 ハバロフスク地方憲章の効力発生 
１．ハバロフスク地方憲章は、ハバロフスク地方知事とハバロフスク地方立法

議会議長が署名し、公表日に効力を発する。 
第７６条 ハバロフスク地方憲章に基づくハバロフスク地方法令の発布 
１．本憲章の効力発生日から６カ月以内に、ハバロフスク地方の現行のすべて

の法律、ハバロフスク地方国家権力機関のすべての法令、地方自治体のすべて

の法令がハバロフスク地方憲章に抵触しているかどうかを検証する。 
２．本憲章の効力発生までのハバロフスク地方内のハバロフスク地方の法律と

法令は、本憲章の諸条項に抵触しないように採択される。 
第７７条 ハバロフスク地方立法議会の権限 
１．本憲章が効力を発生するまでに選出されたハバロフスク地方立法議会は、

新しい議会議員選挙が実施されるまでは、本憲章、ハバロフスク地方の法律、

その他の法令で制定されているハバロフスク地方立法議会の権限を行使する。 
第７８条 ハバロフスク地方憲章と連邦の法律の関係 
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１．ロシア連邦主体における国家権力機関と地方自治体の一般原則にかんする

連邦の法律が採択され、効力を発生した後は、本憲章は必ずそれに従う。 
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            サハー共和国憲法 
前文 
サハー共和国は多民族国家であり、共和国の国家主権宣言を基盤に据え、サハ

ー共和国をロシア連邦主体と規定する。民族自決権を行使し、共和国発展に貢

献した先代の人々を敬う。現在と将来を担う世代に大きな責任を負い、民主社

会の諸原則を重視する。自由、平等、平和、進歩にたいするすべての共和国市

民の関心と意思を表明し、共和国国民の保護と独自の発展を祈願する。本憲法

を制定し、サハー共和国憲法を国家主権の基本法と定める。 
 
第一章 サハー共和国の憲法的国家機構の諸原則 
第１条 
・サハー共和国（ヤクーチヤ）は、民族自決権を基盤に据えた主権国家、民主

国家、法治国家である。 
・共和国主権の担い手と国家権力の源泉は、共和国市民を構成するすべての民

族にある。民族の一部や個人が、国家権力実現の権利を独占することはできな

い。 
・国民は独立した意思を、代表機関を通して、または直接に表明する。 
第２条  
・国家は、国民の精神的な発展とすべての市民の平等な機会を提供する物質的

な条件を創出することを基本目的とする。 
第３条 
・サハー共和国（ヤクーチヤ）国家権力は、立法、執行、司法の各権力の分立

と均衡、さらには共和国権力機関と地方自治体の権限分割の原則にしたがって

行動する。 
・国家は、普遍的な価値と民族的な価値の結合と調和を基盤に、民主主義、社

会的な正義の原則にそって活動する。 
第４条 
・サハー共和国（ヤクーチヤ）の民主主義は、政治的多元主義を正当な基盤と

する。社会団体は、共和国主権と民主国家の諸原則を遵守し、ロシア憲法とサ

ハー共和国（ヤクーチヤ）憲法の枠内で活動する。 
・民族的、宗教的な敵対と憎悪の増長、共和国の憲法的国家機構の暴力による

転覆は法律に基づいて罰せられる。 
第５条 
・サハー共和国（ヤクーチヤ）領土内の土地、地下資源、水資源、森林、動植

物、その他の天然資源、空域、大陸棚は、サハー共和国（ヤクーチヤ）国民の

財産であり、共和国から切り離すことはできない。 
第６条 
・国家は、経営と工業活動の社会環境整備に努める。 
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・サハー共和国（ヤクーチヤ）の領土は、原爆、化学兵器、細菌兵器、その他

の大量殺戮兵器の製造、配備、保持の対象とはならず、それらの廃棄物の放置

も認めない。 
第７条 
・本憲法はサハー共和国（ヤクーチヤ）において市民社会を建設し、共和国内

では最高法であり、その規範は直接的な効力を有する。 
・共和国内の国家機関、企業、施設、社会組織は、その所有形態と従属関係に

かかわらず、サハー共和国（ヤクーチヤ）憲法を遵守し、憲法を基盤に活動す

る。 
第８条 
・サハー共和国（サハー）は、自由意志と平等の諸原則を実現し、連邦条約を

基盤に連邦国家としてロシア連邦主体を構成する。 
・自発的に譲渡とした権限にしたがって採択されたロシア連邦の法律は、サハ

ー共和国（ヤクーチヤ）領土内では上級法である。 
第９条 
・サハー共和国（ヤクーチヤ）は、国際・対外経済関係の舞台では自立的なア

クターである。共和国は諸外国と貿易、その他の関係を構築し、国際協定を締

結し、国際機関の活動に参加する。 
 
第二章 人間と市民の真理、自由、義務 
第１０条  
・サハー共和国（ヤクーチヤ）は、人間と市民の権利と自由を敬い、擁護する。 
・国家は、個人にたいする干渉から一人ひとりを守る。 
第１１条 
・家族、母と子は、国家の保護下にある。婚姻は、女性と男性の自主的な合意

に基づく。夫婦は、家族関係においては平等である。国家は、女性と子供の健

康を増進する制度を樹立する。 
・家庭教育と社会教育は、自由、理性、輝く個性、尊敬、他人の長所と自由、

普遍的な民族文化の担い手を形成することを目的とする。 
第１２条 
・サハー共和国（ヤクーチヤ）は、国籍を有する。サハー共和国（ヤクーチヤ）

国民は、ロシア連邦国民である。サハー共和国民となれるのは、共和国出身者、

またはサハー共和国（ヤクーチヤ）の永住者である。 
・国籍の取得と喪失の諸原則と手続きは、サハー共和国（ヤクーチヤ）国籍法

で制定される。 
第１３条 
・国家は、思考の自由、表現の自由、情報の交換、良心の自由、信仰の自由を

保障する。思考の自由にたいする迫害は、認められない。 
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・マスメディアへの検閲と独占は認められない。 
・法律に基づいて活動する集会、協会、団体の自由は保障される。 
・市民は法律で制定されている手続きにそって政党と社会組織を結成し、大衆

行動に参加する権利を有する。 
第１４条 
・市民は社会と国家管理、全連邦的・地域的な問題にかかわる法律と決定の議

論に参加する。さらに国民投票への参加権と選挙権、被選挙権を有する。 
第１５条 
・共和国民ではないが共和国内にすむ市民と個人は、出身地、社会的地位、財

産、民族的な帰属、年齢、性別、教育、言語、宗教、職業、現住所、その他の

要因に関係なく、法律のまえでは平等である。 
第１６条 
・何人も法律で制定されている手続きによらないで逮捕、拘束されない。 
・何人も効力を有する法律によらないで犯罪人と認定されない。 
・各人は、法律で守られる。 
・何人も、自分、夫婦、親戚に敵対して証言する義務を負わない。 
第１７条 
・各人は自由に移動し、居住地を自由に選択する権利を有する。 
第１８条 
・各人は、労働において自分の能力を自由に利用する権利を有する。市民の労

働権は、自由な就業権を除外しない。 
・各人は、能力、専門的な訓練の認定に基づいて、社会的な要求を考慮して、

職業を自由に選択する権利を有する。 
・国家は、雇用維持のために統一的な保障制度を確立する。 
第１９条 
・各人に、芸術、研究、技術活動の自由が保障される。著作権と知的財産権は、

法律で保護される。 
第２０条 
・各人は、私的財産を所有、利用、処分する権利を有する。財産の不可侵性と

相続権は、法律で保障される。 
第２１条 
・各人は法律に基づいて、休息と有給休暇を取得する権利を有する。 
第２２条 
・共和国市民は、共和国国立教育機関で教育を受ける権利、無料の初等・中等

教育、職業専門教育、高等教育をうける権利を有する。 
・制定されている手続きに基づいて身体障害者と認定されている人にたいして、

国家は特別教育施設で無料の学習と職業訓練を行う。 
第２３条 
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・各人は、病気、先天性障害による労働能力の完全または一部の喪失、失業、

扶養者の死亡、その他の法律で制定されている場合においては、社会保障を受

ける権利を有する。 
第２４条 
・各人は居住権を有する。何人も居住権を侵害されない。住居の不可侵性は、

法律で保護される。 
第２５条 
・各人は健康維持の権利を有し、北方地域という特殊性を考慮に、国立病院で

無料の医療サービスを受ける権利を有する。 
・国家は、健康増進と体育文化とスポーツの発展を促進する活動を予算化し、

支援・協力する。 
第２６条 
・市民は、ロシア連邦の法律で制定されている手続きに基づいて徴兵義務を負

う。 
・市民は徴兵の権利を有し、この場合サハー共和国（ヤクーチヤ）とロシア連

邦の法律に基づいて、共和国領土内で従軍する。 
第２７条 
・北方少数民族のために彼らの従軍地は、サハー共和国（ヤクーチヤ）とロシ

ア連邦の法律に基づいて彼らの希望を優先する。 
第２８条 
・各人は、国家、国家機関、社会組織、マスメディア、職務の遂行にあたって

の役職者と私人の非合法な行為が原因で被った道徳的、物質的な損失にたいし

て保障をうける権利を有する。 
第２９条 
・共和国内にあってはたとえ市民権を有しなくても、サハー共和国（ヤクーチ

ヤ）の憲法と法律を遵守する。 
第３０条 
・国家と社会の安全、社会秩序の維持のために、人間と市民の権利と自由は法

律にしたがって制限されることがある。 
第３１条 
・人間と市民の権利と自由の行使は、義務の遂行と不可分である。 
第３２条 
・各人は、他人の権利と正当な利益を尊重する。各人は、独自の文化と風習、

共和国民の伝統的な生活様式を尊重し、それらの復興、維持、発展に協力する。 
・各人は、隣人の生活と健康に配慮する。 
・民族的特質の侮蔑と軽蔑は、法律で制定されている手続きに基づいて審議さ

れる。 
第３３条 
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・各人は、自然を尊重、維持し、天然資源を合理的に利用し、自然環境の規範

を遵守する。 
・各人は、資料的に意義のある、歴史的な記念碑、文化的な価値を有するその

他の文化財の保存に協力する。 
第３４条 
・各人は子供の教育に従事し、社会的に有益な労働をするように教育し、社会

の正当な構成員になるように教育する。子供たちは両親を敬い、彼らに協力す

る。 
第３５条 
・サハー共和国（ヤクーチヤ）憲法に盛り込まれている人間と市民の権利と自

由の項目は消去されることがあってはならないし、その他の権利と自由を制限

してもならない。それらは、法律で保障される。 
 
第三章 サハー共和国（ヤクーチヤ）の民族・国家的な地位、行政区画の創設 
第３６条 
・サハー共和国（ヤクーチヤ）は、ロシア連邦主体であり、すべての市民の利

益を表明する。 
・サハー共和国（ヤクーチヤ）は、市民の自由な意思表明を基盤に民族自決権

を有する。 
第３７条 
・サハー共和国（ヤクーチヤ）は、ロシア連邦国家権力連邦機関の管轄にかん

する協定を基盤に、自発的に分割している権限を除いて共和国全土に完全な統

治権を行使する。 
第３８条 
・国家権力の最高機関としてのサハー共和国（ヤクーチヤ）の排他的な管轄事

項は、以下の通りである。 
1 サハー共和国（ヤクーチヤ）憲法の採択とその修正、補足 
2 国家機構の建設、サハー共和国（ヤクーチヤ）の領土と地位 
3 共和国主権の擁護と共和国憲法遵守の監督 
4 共和国の法整備 
5 社会・経済政策、地政学的政策、国民政策の形成と実施 
6 外貨ファンドの作成 
7 国家予算の作成と承認、共和国税と地方税の制定、財政機関の活動の監督、北

方少数民族の社会保障と発展ファンドを含む共和国予算から歳出されるファン

ドの形成、 
8 北方少数民族の慣習環境と伝統的な生活様式の保護 
9 所有関係の制定、土地、地下資源、水資源、森林の所有、利用、処分の各手続

き、環境保護の手続き 
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10 工業、農業コンビナート、住居と公共サービス、商業と公共食堂、住民日常

サービス、大規模住宅建設、居住区域内の福祉、道路建設と交通網の整備 
11 国民教育、文化・研究機関と施設、健康増進、体育文化とスポーツ、社会保

障、公文書の保存、歴史と文化記念碑の保護 
12 国家権力機関と管理の形成、裁判所、検事局、財政機関の形成 
13 諸外国との対外経済関係、学術・文化関係の樹立と調整 
14 国際機関における共和国代表部の設置 
15 連邦条約、議会間または政府間の協定と合意の締結 
16 共和国憲法で共和国国家機関の管轄に含まれているその他の諸問題 
第３９条 
・サハー共和国（ヤクーチヤ）は連邦条約に基づいて、自発的に主権の一部を

一定期間、ロシア連邦国家権力連邦機関の管轄に譲渡する。 
・サハー共和国（ヤクーチヤ）とロシア連邦間の条約において、共同権限事項

を制定する。 
第４０条 
・サハー共和国（ヤクーチヤ）は、条約、特別決定合意手続き、その執行の特

別合意手続きを基盤に、付与された権限を実現する。 
・共同権限にかかわる諸問題は、該当権力機関とサハー共和国（ヤクーチヤ）

の同意、特別な合意によって解決される。 
第４１条 
・サハー共和国（ヤクーチヤ）の法律は、ロシア連邦国家権力連邦機関の管轄

になっている事項を除いて、共和国内のすべての問題で最高法である。 
・共同権限になっている諸問題について採択されたロシア連邦の法律は、サハ

ー共和国（ヤクーチヤ）国家会議（イル・トゥーメン）上院での批准後に、サ

ハー共和国（ヤクーチヤ）領土内で効力を発する。 
・サハー共和国（ヤクーチヤ）は連邦条約に違反し、サハー共和国（ヤクーチ

ヤ）の憲法、または法律に抵触した場合、条約で制定されている手続きに基づ

いて、ロシア連邦の法律とその他の法令の効力を共和国領土内で停止する権利

を有する。 
第４２条 
・サハー共和国（ヤクーチヤ）は、共和国の原住民、さらには古くからすむロ

シア人とその他の諸民族の保護と復興を保障する。 
・共和国は、原住民と北方少数民族の伝統、文化、風習を保護し、以下に事項

にたいする不可分の権利を保障する。 
(1)法律に基づいて森林経営と漁業を含む土地と天然資源の所有と利用 
(2)社会医療網の整備 
・本憲法で記されていない北方少数民族の権利の実現にあたっての手続きと要

件は、法律で制定される。 
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第４３条 
・北方少数民族の居住区には、住民の意思表示を可能とする民族行政区域が創

設される。この行政区の地位は、共和国の法律で制定される。 
第４４条 
・サハー共和国（ヤクーチヤ）の領土には多民族が住み、原住民の古くからの

土地である。 
・本憲法の採択された今日、既存の境界線内の共和国領土は、統一体であり、

不可分である。 
第４５条 
・サハー共和国（ヤクーチヤ）は自主的に行政区画を制定する。 
・共和国の行政区画の変更は、地方代表機関の合意のもとで、サハー共和国（ヤ

クーチヤ）国家議会（イル・トゥーメン）共和国会議で行われる。 
第４６条 
・サハー共和国（ヤクーチヤ）の公式国家言語は、サハー語とロシア語である。

共和国北方民族の言語は、居住区では公式言語である。 
 
第四章 サハー共和国（ヤクーチヤ）の国家権力機構 
第４７条 
・サハー共和国（ヤクーチヤ）国家権力最高機関は諸民族の正当な代表者であ

り、その意思を表明する。 
・国家機関と役職者は、市民と社会に責任を負う。 
第４８条 
・共和国領土内では、サハー共和国（ヤクーチヤ）主権と共存しない権力機関

の活動を認めない。 
第４９条 
・国家は以下の事項を担う。 
1 サハー共和国（ヤクーチヤ）の主権と領土の一体性を保障する。 
2 共和国の人間と市民の権利を擁護、保障する。 
3 憲法的国家機構建設と法律を遵守し、法秩序を維持する。 
4 経済発展にむけた政策を作成、実施し、自由な経済的イニシアティブを発展さ

せ、市民の社会保障を整備する。 
5 人間の適切な日常環境を維持、確保する目的で、社会と自然の相互関係を整備

する。 
6 国民主権を保障し、母国語、民族文化、特殊性を維持、発展させる。 
第５０条 
・サハー共和国（ヤクーチヤ）の最高国家権力機関は以下の通りである。 
1 サハー共和国（ヤクーチヤ）国家議会（イル・トゥーメン） 
2 サハー共和国（ヤクーチヤ）大統領 
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3 サハー共和国（ヤクーチヤ）憲法裁判所 
4 サハー共和国（ヤクーチヤ）最高裁判所 
・権力分立の原則に基づいて、上記の機関は自主的に活動する。 
第５１条 サハー共和国（ヤクーチヤ）国家議会（イル・トゥーメン） 
・サハー共和国（イル・トゥーメン）の最高代表・立法・監督機関は、国家議

会（イル・トゥーメン）、つまりサハー共和国議会である。 
・国家議会（イル・トゥーメン）は、共和国会議と代表者会議の二院から構成

される。 
第５２条 
・国家議会（イル・トゥーメン）議員の任期は、５年である。選挙手続きは、

法律で制定される。 
・国家議会（イル・トゥーメン）の議員は、２１歳以上で被選挙権を有するサ

ハー共和国（ヤクーチヤ）市民のなかから選出される。 
第５３条 
・国家議会（イル・トゥーメン）の活動手続きとその議院は、サハー共和国（ヤ

クーチヤ）の憲法的法律と議事規定で制定される。 
・国家議会の議院本会議は個別に開催される。共同開催は、以下の場合に限ら

れる。 
1 サハー共和国（ヤクーチヤ）大統領の教書演説。 
2 サハー共和国（ヤクーチヤ）大統領の報告 
3 サハー共和国（ヤクーチヤ）憲法裁判所の判決報告 
4 サハー共和国（ヤクーチヤ）憲法の採択、その修正と補足にかんする法律の採

択 
5 全共和国民投票、サハー共和国（ヤクーチヤ）大統領選挙、国家議会（イル・

トゥーメン）議員選挙、国家権力地方機関の選挙 
6 法律で触れられているその他の諸問題の報告 
・国家議会（イル・トゥーメン）の議院第一回本会議は、各議院の議員定数三

分の二以上の議員が選出され、選挙日から一ヶ月以内に開催される。選出され

た議員の権限は、議院資格審査委員会で承認される。国家議会（イル・トゥー

メン）議員の権限は、新しい議員が召集された第一回本会議の開催と同時に停

止する。 
第５４条 
・国家議会（イル・トゥーメン）の各議院の第一回本会議で、議員のなかから

議長と副議長を選出する。 
第５５条 
・サハー共和国（ヤクーチヤ）国家議会の各議院の議長は、共和国の出身者で、

１５年以上の居住期間があり、共和国の公式国家言語（サハー語とロシア語）

を自由に話すことができる市民とする。 
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・サハー共和国（ヤクーチヤ）国家議会（イル・トゥーメン）代表者会議議長

は、連続して二期以上務めることはできない。 
・サハー共和国（ヤクーチヤ）国家議会（イル・トゥーメン）代表者会議副議

長は、議長の欠席、議長による職務遂行不能の場合に、議長の職務を代行し、

議長の委任にしたがって職務を遂行する。 
第５６条 
・共和国会議議長と代表者会議議長は本会議を主宰し、議院内規を作成する。 
第５７条 
・共和国議会は、共和国内の各市が一選挙区となり、そこで選出される議員か

ら構成される。 
・代表者会議は、地域選出の議員から構成され、議員定数は共和国会議と同一

である。 
・国家議会（イル・トゥーメン）議員は、サハー共和国（ヤクーチヤ）国民議

員である。議員解職の原則と手続きは、サハー共和国（ヤクーチヤ）の法律に

基づく。 
第５８条 
・共和国各議院の管轄は、以下の通りである。 
1 サハー共和国（ヤクーチヤ）の憲法的法律の審議と採択、国家的共和国予算の

審議と採択、代表者会議に委ねられている財政、外貨、貸与の諸問題にかんす

る法律の審議と採択 
2 共和国の国内政策、対外政策、経済政策、社会文化政策の基本問題にかんする

決議の採択、将来の国家計画案の承認 
3 共和国政府の信任問題の決議の採択 
4 サハー共和国（ヤクーチヤ）大統領の辞職と解職の採択 
サハー共和国（ヤクーチヤ）の国家管理機関機構の承認 
5 サハー共和国（ヤクーチヤ）憲法裁判所判事の選出、サハー共和国（ヤクーチ

ヤ）最高調停裁判所長の選出 
6 サハー共和国（ヤクーチヤ）政府首相と副首相の任命と解職、国立銀行総裁の

任命と解職、内務大臣の任命と解職、対外関係省大臣、年金基金総裁の任命と

解職、公認会計検査局長の任命と解職、税務局長の任命と解職、貴金属委員会

議長の任命と解職にかんしてサハー共和国（ヤクーチヤ）大統領への同意 
7 ロシア連邦検事総長によるサハー共和国（ヤクーチヤ）検事長の任命、ロシア

連邦特務機関共和国機関長の任命の同意 
8 代表者会議の提案に基づいて国家議会（トル・トゥーメン）監査委員会議長の

承認 
9 中央選挙管理委員会メンバーの承認 
10 行政単位を区分する境界線の変更 
11 法律の手続きに基づくロシア連邦議会連邦会議への提案 
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12 サハー共和国（ヤクーチヤ）の大統領と政府によって提案された個々の法案

の審議 
13 国家予算と共和国予算、予算外ファンド、外貨ファンド、貴金属ファンドの

執行にたいする監査 
14 サハー共和国（ヤクーチヤ）の法律執行の監督 
15 法律に盛り込まれているその他の権限 
・議院の管轄事項になっている諸問題については、議院が決議を採択する。 
第５８条-１ 
・代表者会議の管轄事項は、以下の通りである。 
1 管轄事項にかんする共和国の法律の作成と採択 
2 共同管轄となっているロシア連邦の法律と法令の批准 
3 国家間の条約と合意の批准と破棄 
4 共和国の国内問題、対外問題、経済・社会・文化の発展にかんするこんにちの

諸問題の解決 
5 本憲法第５８条で触れられている役職者を除く、各省の役職者と国家委員会の

幹部の任命と解職への合意 
6 共和国会議にたいする国家議会(イル・トゥーメン)監査委員会議長の承認の提

案 
7 ウルース(市)裁判所判事の選出、サハー共和国（ヤクーチヤ）最高裁判所判事

の選出、サハー共和国（ヤクーチヤ）最高調停裁判所判事の選出 
8 連邦の法律、サハー共和国（ヤクーチヤ）の憲法と法律に抵触し、サハー共和

国（ヤクーチヤ）の主権を制限し、共和国民の権利を侵害するような共和国と

ロシア連邦の法律、共和国政府・省の決定、命令、その他の法令、さらには連

邦機関と省庁の決定と命令の効力の停止にかんする決議の採択と承認 
9 法律の手続きに基づくロシア連邦議会への法案の提出 
10 共和国領土への非常事態宣言の導入、停止、縮小の諸問題にかんする決議の

採択 
11 サハー共和国（ヤクーチヤ）大統領と政府によって発表される個々の法令の

審議 
12 国家予算と共和国予算の歳出項目にたいする監査、予算外ファンド、外貨フ

ァンド、貴金属ファンドの執行にたいする監査 
13 サハー共和国（ヤクーチヤ）の法律執行の監督 
14 サハー共和国（ヤクーチヤ）の法律の解釈 
15 法律で触れられているその他の権限 
・議院の管轄事項になっている諸問題については、議院が決議を採択する。 
第５９条 
・法案提出権は、サハー共和国（ヤクーチヤ）大統領、国家議会(イル・トゥー

メン)議員、共和国会議常設委員会、代表者会議委員会、サハー共和国（ヤクー
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チヤ）政府、政治団体と社会団体の共和国内の諸機関に付与される。さらに法

案提出権は各自の権限内で、サハー共和国（ヤクーチヤ）憲法裁判所、サハー

共和国（ヤクーチヤ）最高裁判所、サハー共和国（ヤクーチヤ）最高調停裁判

所、サハー共和国（ヤクーチヤ）検事長に付与される。 
・サハー共和国（ヤクーチヤ）の法律の審議と採択は、法律「国家議会(イル・

トゥーメン)について」と議事規定に従う。 
・採択された法律は、該当会議議長によって署名され、サハー共和国（ヤクー

チヤ）大統領に送付される。大統領に送付されてから１４日以内に却下されな

い場合、法律は公表され、それと同時に効力を発生する。 
・サハー共和国（ヤクーチヤ）大統領が法律の送付を受けて、１４日以内にそ

れを却下した場合、議会は制定されている法律の手続きに基づいてその法律を

再度審議する。 
・サハー共和国（ヤクーチヤ）大統領が議会で採択された法律を再び却下した

場合、両院合同会議で審議する。 
・合同会議で採択された法律は、国家議会(イル・トゥーメン)の両院議長によっ

て署名、公表され、それと同時に効力を発する。 
第６０条 
・国家議会(イル・トゥーメン)両院は、議員から構成される常設委員会を設置す

る。 
・常設委員会は、国家議会(イル・トゥーメン)の法律とその他の決議の執行を監

督する法案とその他の草案を審議する。 
第６０条－１ 
・法律の執行、国有財産の保護にたいする監督は、国家議会(イル・トゥーメン)
監督委員会が行う。 
第６１条 削除 
第６２条 削除 
第６３条 削除 
第６４条 
・国家議会(イル・トゥーメン)議員の地位は、法律で定められる。 
第６５条 サハー共和国（ヤクーチヤ）大統領 
・サハー共和国（ヤクーチヤ）大統領は、共和国の最高役職者であり、共和国

における執行権力の長である。 
・サハー共和国（ヤクーチヤ）大統領は、国家主権と共和国領土の一体性を保

障し、サハー共和国（ヤクーチヤ）の憲法と法律、さらには共和国が採択した

共和国間の義務と国際間の義務を遵守する。 
第６６条 
・サハー共和国（ヤクーチヤ）大統領は共和国の出身者で、１５年以上の居住

年数があり、４０歳以上６０歳以下の年齢であり、共和国の二つの国家言語を
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自由に話し、選挙権を有する共和国市民とする。 
第６７条 
・サハー共和国（ヤクーチヤ）大統領は、共和国市民による秘密直接投票で選

出される。大統領の任期は５年であり、連続して二期以上の再任はできない。 
第６８条 
・サハー共和国（ヤクーチヤ）大統領候補者は、政党、社会組織、社会運動団

体、労働集団、有権者グループによって選出される。 
・サハー共和国（ヤクーチヤ）大統領候補者選出の申請書は、共和国内の七地

区以上の有権者の支持があり、各地区では全有権者の５パーセント以上の署名

が必要である。 
・サハー共和国（ヤクーチヤ）大統領選挙は、法律で制定されている手続きで

実施される。 
第６９条 
・サハー共和国（ヤクーチヤ）大統領の就任にあたっては、サハー共和国（ヤ

クーチヤ）国家議会(イル・トゥーメン)において二つの国家言語を用いて以下の

ように宣誓する。「自己の名誉と能力を生かし、大統領の職務を自発的に遂行す

ることを誓います。サハー共和国（ヤクーチヤ）の憲法と法律を遵守し、共和

国主権を堅持します。人間と市民の権利を尊重し、サハー共和国（ヤクーチヤ）

の多民族国家の利益を推進します」 
第７０条 
・サハー共和国（ヤクーチヤ）大統領の専権事項は以下の通りである。 
1 ロシア連邦、CIS 構成国、共和国、各地域との関係において、さらには国際関

係において、サハー共和国（ヤクーチヤ）を代表する。 
2 サハー共和国（ヤクーチヤ）国家議会(イル・トゥーメン)で年次教書を発表す

る。 
3 国家議会(イル・トゥーメン)に共和国予算案を提出する。 
4 共和国両院の事前の同意を受けて、政府首相と副首相の任命、国立銀行総裁の

任命、内務大臣の任命、対外関係省大臣と年金基金総裁の任命、公認会計検査

局長の任命、税務局長の任命、貴金属委員会議長の任命を行う。 
5 代表者会議の事前の同意を受けて、各省庁の役職者と国家委員会の幹部の任命

と解職を行う。 
6 サハー共和国（ヤクーチヤ）政府の活動を全般的に指導する。 
7 法案提出権を有する。 
8 国家議会(イル・トゥーメン)議院で採択された法律を１４日以内に却下する権

利を有する。全国民投票(レフェレンダム)の結果で承認された法律に１４日以内

に署名、公表する。 
9 国家議会(イル・トゥーメン)にたいして、国内政策と対外政策の重要課題を報

告する。 



160

10 サハー共和国（ヤクーチヤ）国家議会(イル・トゥーメン)の活動に参加する

権利を有する。 
11 サハー共和国（ヤクーチヤ）国家管理機関機構を指揮し、サハー共和国（ヤ

クーチヤ）最高国家権力機関との相互関係を確立する。 
12 法律で制定されている手続きで、サハー共和国（ヤクーチヤ）政府の総辞職

を採択する。 
13 共和国のダイヤモンド・ファンド、外貨ファンド、金ファンドを運営する。 
14 大統領ファンドの資金を管理する。 
15 連邦条約で盛り込まれている諸問題の解決にあたって、サハー共和国（ヤク

ーチヤ）を代表して参加する。 
16 サハー共和国（ヤクーチヤ）の憲法と法律、サハー共和国（ヤクーチヤ）大

統領令に抵触している場合、共和国政府の決定と命令、共和国各省庁の法令を

停止し、地方自治体の法令の効力を停止する。 
17 サハー共和国（ヤクーチヤ）の利益に直接かかわるロシア連邦国家機関の法

令が共和国の憲法と法律に抵触すると考えられる場合、共和国憲法裁判所に提

訴する。ロシア連邦の立法機関と執行機関、役職者によってサハー共和国（ヤ

クーチヤ）の利益が損なわれる場合、サハー共和国（ヤクーチヤ）憲法裁判所

の判決を考慮に入れて、サハー共和国（ヤクーチヤ）領土内での法令の効力を

停止する。 
18 サハー共和国（ヤクーチヤ）市民の諸問題を解決する。 
19 国家勲章と表彰を行う。 
20 代表者会議の承認を受けて、サハー共和国（ヤクーチヤ）領土または個々の

地域に非常事態を三カ月を限度に発令する。 
21 国際交渉を行い、サハー共和国（ヤクーチヤ）の国際条約と国際協定に署名

する。批准された条約の枠内で、合意文書を交わす。 
22 諸外国と国際組織に通商代表部と事務所を開設する。 
23 国家議会(イル・トゥーメン)の同意を受けて、ロシア連邦との交渉にあたる

サハー共和国（ヤクーチヤ）全権代表者を任命する。 
24 サハー共和国（ヤクーチヤ）領土内に部隊配置にかんする決議を採択する。

部隊の移動と活動を監視する。部隊による協定義務違反を定める。 
25 陸上部隊の編成とその他の編成にかんする手続きを制定する。 
26 共和国の国家主権違反事項を制定し、採択された措置を国家議会(イル・トゥ

ーメン)に報告する。 
27 サハー共和国（ヤクーチヤ）の憲法と法律で盛り込まれているその他の権限

を実現する。 
・サハー共和国（ヤクーチヤ）国家議会(イル・トゥーメン)は、サハー共和国（ヤ

クーチヤ）の全議員の過半数以上の賛成があれば、サハー共和国（ヤクーチヤ）

大統領にたいして、国家議会(イル・トゥーメン)両院合同本会議で緊急報告を求
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めることができる。 
第７１条 
・サハー共和国（ヤクーチヤ）大統領は、国家議会(イル・トゥーメン)両院と国

家権力地方代表機関の解散権とそれらの活動を停止させる権利を有しない。 
第７２条 
・サハー共和国（ヤクーチヤ）大統領は自己の権限を、サハー共和国（ヤクー

チヤ）憲法的国家機構を変更するために利用することはできない。 
第７３条 
・サハー共和国（ヤクーチヤ）大統領の権限を執行するにあたって、共和国全

土にたいして大統領令、命令を公布し、それらの執行を保障する。 
第７４条 
・サハー共和国（ヤクーチヤ）大統領は、サハー共和国（ヤクーチヤ）の憲法

と法律に違反した場合、解職されることがある。その決定は、サハー共和国（ヤ

クーチヤ）憲法裁判所の判決を基礎に、両院全議員三分の二以上の賛成で採択

される。 
第７５条 
・サハー共和国（ヤクーチヤ）大統領の選出と同時に、５年任期のサハー共和

国（ヤクーチヤ）副大統領が選ばれる。副大統領は、共和国大統領候補者が指

名する。 
第７６条 
・サハー共和国（ヤクーチヤ）副大統領の専権事項は、以下の通りである。 
1 大統領府の活動を調整する。 
2 大統領とサハー共和国（ヤクーチヤ）国家議会(イル・トゥーメン)、地方自治

体との関係を調整する。 
3 共和国の状況を大統領に報告する。 
4 財政・経済監督諸機関の相互協力関係を確立する。 
5 共和国市民の権利の実現を監督し、サハー共和国（ヤクーチヤ）国家議会(イ
ル・トゥーメン)に年次報告を行う。 
6 大統領の委任を受けて、大統領権限の一部を代行する。 
7 大統領の死亡、解職の場合、新しい大統領の選出まで大統領権限を行使する。 
第７７条 
・サハー共和国（ヤクーチヤ）副大統領は大統領と同時に、同一の原則と手続

きに基づいて解職される。 
第７８条 
・サハー共和国（ヤクーチヤ）大統領と副大統領は、自己の職務にたいして賞

与を受ける。組織、施設、個人からのその他の賞与を受けることはできない。 
・大統領と副大統領は、議員を兼任できない。 
・大統領と副大統領は不逮捕権を有し、その地位は法律で規定される。 
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第７９条 
・サハー共和国（ヤクーチヤ）政府は、国家権力の執行・管理機関である。サ

ハー共和国（ヤクーチヤ）政府首相は、政府の活動を指導し、組織化する。 
・共和国政府は、決定、命令、その他の法令を公布する。 
・共和国政府は、サハー共和国（ヤクーチヤ）国家議会(イル・トゥーメン)の第

一回本会議において権限を明確にする。 
第８０条 
・自己の権限内で採択された政府の命令は、共和国全土において執行されなけ

ればならない。 
第８１条 
・サハー共和国（ヤクーチヤ）政府は、社会・経済政策を作成、実現し、その

実現に完全な責任を負う。 
・政府は毎年、または国家議会(イル・トゥーメン)の要請を受けて、自己の活動

報告を行う。 
第８２条 
・国家議会(イル・トゥーメン)の信任を失った政府は、総辞職する。政府信任に

かんする諸問題の審議権は、サハー共和国（ヤクーチヤ）大統領と国家議会(イ
ル・トゥーメン)に帰属する。 
・サハー共和国（ヤクーチヤ）政府は総辞職することができ、サハー共和国（ヤ

クーチヤ）大統領によって承認、または否認される。 
・総辞職または権限停止の場合、サハー共和国（ヤクーチヤ）政府はサハー共

和国（ヤクーチヤ）大統領の委任を受けて、新しい政府の組閣が完了するまで

は活動を継続する。 
第８３条 
・国家機関と政府諸機関の職員は、法律に基づいて活動する。 
第８４条 国家権力地方機関と地方自治体 
・サハー共和国（ヤクーチヤ）では、住民、その民族的な特質、その他の特長

を考慮に入れて、地方にかかわる経済問題、社会・文化問題、環境問題、その

他の諸問題を自発的に解決するために、市民団体は国家権力地方機関機構と地

方自治体とともに活動する。 
第８５条 
・国家権力を実現するためにウスルース、市、村においては、地方代表機関、

つまりウルース議会、市議会、村議会が設置され、それらに相当する執行機関、

つまり自治体行政機関が開設される。 
・各議会の議員、それらに相当する自治体行政機関の長は、地域内の住民によ

って選出される。選挙では、自治体代表権力機関の役職者と自治体執行権力機

関の役職者の兼任は認められる。 
・北方少数民族がすむ地域では国家権力地方機関は、法律で制定されている手
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続きに基づいて、民族的特質を考慮に入れて構成される。 
第８６条 
・国家権力地方機関と地方自治体の組織と活動は、以下の事項に基づく。 
1 地方のかかわる諸問題で市民権を実現する。 
2 国家権力代表機関、国家権力執行機関、地方自治体の間で専権事項、経済と財

政の各権限を分割する。 
3 自治体行政機関の代表機関への従属 
4 地方と国家の利益の統合 
5 国家権力地方機関、地方自治体の住民への責任 
第８７条 
・国家権力地方機関と地方自治体の活動は、サハー共和国（ヤクーチヤ）憲法

と共和国の法律、その他の法令に基づく。 
・国家権力地方機関の組織化の手続き、構成、権限分割は、サハー共和国（ヤ

クーチヤ）の憲法的法律によって定められる。 
第８８条 
・国家権力地方機関と地方自治体の活動の経済基盤は、公共財、地方経済、地

方財源、土地・水資源・森林の各所有から構成される。 
第８９条 
・法人は法律で制定されている手続きに基づいて、自己によって引き起こされ

た地方経済への損失にたいして物質的、その他の責任を国家権力地方機関と地

方自治体に負う。 
・市民は、国家権力地方機関と地方自治体の決定と活動を司法手続きにそって

提訴する権利を有する。 
第９０条 
・地方権力機関は、以下の事項を行使する。 
1 住民利益のために公共財を所有、利用、処分する。 
2 社会・文化施設の建設、住居の建設、健康と国民教育の発展、余暇産業の発展、

日常サービスと公共サービスの整備。 
3 歴史と文化の記念碑を保護する。 
4 地方権力機関に従属する企業、組織、施設、ファンドを指導する。 
5 天然資源利用の問題、自然と環境の維持の問題を解決、調整、監督する。土地

と森林の合理的な配分と有効利用を確立する。 
6 共和国の法律の遵守と執行、社会・国家秩序の維持を行う。サハー共和国（ヤ

クーチヤ）の法律と、共和国内で効力を有するロシア連邦の法律を監督する。 
7 国家管理機関、企業、組織、施設、市民との間に経済関係と税制を確立する。

所有と経営の多様な形態を発展させる。消費者の権利と利益を保護する。 
8 市民権の実現と保護、個人の不可侵性、住居の所有権を保障する。 
9 法律で定められた手続きに基づいて、住民投票を実施する。 
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第９１条 
・国家権力地方代表機関は、サハー共和国（ヤクーチヤ）の法律で定められて

いる権限内で、法令と決定を採択する。 
・国家権力地方代表機関の決議は、地域内にあるすべての企業、施設、組織、

さらには役職者、市民、外国人を拘束する。 
第９２条 
・国家権力地方機関は、サハー共和国（ヤクーチヤ）の法律と抵触する場合、

下位の国家権力機関の法令を破棄する権利を有する。 
第９３条 
・国家権力地方代表機関は法律で制定されている手続きに基づいて、地方行政

機関の長に不信任を表明できる。 
第９４条 
・地方行政機関は権限内で、決議を採択し、該当地域にあるすべての企業、施

設、組織、役職者、市民、国籍をもたない個人、外国人を拘束する。 
・地方行政機関は、下位行政機関の決定と命令を破棄できる。 
第９４条－１ 
・サハー共和国（ヤクーチヤ）では地方自治が実現、保障される。地方自治は

地方自治体の選出機関とその他の諸機関、または住民投票、選挙、その他の直

接的な意思表示の形態をとる。歴史的な伝統とその他の地域的な伝統を考慮に

入れて、市、農村、その他の地域において、市民が地方自治を担う。 
・地方自治体の境界線の制定と変更は、地元住民の意見を考慮に入れて実施さ

れる。 
第９４条－２ 
・地方自治体の諸機関の構成は、地元住民によって自主的に定められる。 
・自己の権限内で地方自治体の諸機関は自主的に活動し、国家権力機関制度に

は加わらない。 
・地方自治体の諸機関は法律に基づいて個々の国家的な権限を、自分たちに必

要な物質的、財政的な資金を受けて実施する。譲渡された権限の実現は、国家

の管理下にある。 
・地方自治体の諸機関は自主的に、所有財産を処分する。 
第９５条 
・法令的な内容を含む協定締結にかんする国家権力地方諸機関と地方自治体の

権利は、サハー共和国（ヤクーチヤ）の法律で規定される。 
第９６条 
・地方行政機関はサハー共和国（ヤクーチヤ）の市民を対象に職員採用試験を

実施し、雇用関係に基づいて採用する。 
第９７条 
・サハー共和国（ヤクーチヤ）政府の地方行政諸機関への監督は、法律で制定



165

されている権限内で実施される。 
第９８条 サハー共和国（ヤクーチヤ）における司法権力、法律と法秩序の維

持 
・サハー共和国（ヤクーチヤ）の司法権力は、憲法的な国家建設、市民の権利

と自由、法人の権利と利益を保護する。 
・共和国における司法権力は、裁判所に帰する。 
・サハー共和国（ヤクーチヤ）の裁判は、法廷においてのみ実現される。 
・裁判所の判決は独立しており、立法、執行権力に関係なく機能する。 
・司法権力は、憲法訴訟手続き、民事訴訟手続き、刑事訴訟手続き、行政訴訟

手続きに基づいて実施される。 
第９９条 
・共和国の司法制度は、以下の諸組織から構成される。サハー共和国（ヤクー

チヤ）憲法裁判所、サハー共和国（ヤクーチヤ）最高裁判所、サハー共和国（ヤ

クーチヤ）最高調停裁判所、市裁判所。 
・裁判所の構成と活動の手続きは、共和国の憲法と法律で制定される。 
第１００条 
・サハー共和国（ヤクーチヤ）憲法裁判所は、共和国の憲法的国家建設を確立

する最高司法権力機関である。 
・サハー共和国（ヤクーチヤ）憲法裁判所は、七つの法廷から構成される。憲

法裁判所裁判長の任期は５年で、憲法裁判所判事のなかから選出される。 
第１０１条 
・サハー共和国（ヤクーチヤ）憲法裁判所は、共和国の憲法的国家建設を確立

するために、以下の事項を実施する。 
1 サハー共和国（ヤクーチヤ）憲法規範を解釈する。 
2 サハー共和国（ヤクーチヤ）国家議会(イル・トゥーメン)の憲法的規範を審査

する(サハー共和国（ヤクーチヤ）憲法を修正する法律と国家権力地方機関の法

令を除く)。 
3 共和国大統領と共和国政府の法令の合法性と適合性を審査し、それらにそって

該当する法令を採択する。 
4 ロシア連邦内の協定の合法性、サハー共和国（ヤクーチヤ）の国際条約の合法

性、ロシア連邦の締結した国際条約のサハー共和国（ヤクーチヤ）内での有効

性と合法性を判断する。 
5 ロシア連邦が交わす条約とその他の法令が、連邦条約とロシア憲法に照らして

合法性があるかどうかを判定する。 
6 ロシア連邦国家管理権力機関によるサハー共和国（ヤクーチヤ）の国家主権の

侵害があるかどうかを判定する。 
7 サハー共和国（ヤクーチヤ）とロシア連邦の間の憲法・法律上の紛争解決に参

加する。 
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8 政党とその活動の合法性、国家管理権力諸機関と裁判所の役職者の解職につい

て判定する。 
第１０２条 
・管轄の諸問題にかんする共和国憲法裁判所のすべての決定と判決は、サハー

共和国（ヤクーチヤ）領土内では、発表と同時に効力を有し、全国民は遵守す

る義務を負う。 
・憲法裁判所の構成と活動の手続きは、サハー共和国（ヤクーチヤ）の法律で

定められる。 
第１０３条 
・サハー共和国（ヤクーチヤ）最高裁判所は、最高司法権力機関であり、民法、

刑法、行政法に基づいて審議する。 
・サハー共和国（ヤクーチヤ）最高裁判所は、民法と刑法の審議にかかわる第

一審を検討し、市裁判所の活動に司法的な監督を実施する。 
・市裁判所は選挙を原則に、サハー共和国（ヤクーチヤ）市民からえらばれる

人民裁判委員から構成される。 
・共和国の市裁判所と最高裁判所の人民裁判委員は任期５年、市民会議で公開

投票を原則に選出される。 
第１０４条 
・サハー共和国（ヤクーチヤ）最高調停裁判所は、行政分野の法律問題も含め

た市民の法律問題を引き起こす企業と経営の諸問題を解決するにあたって、司

法権力を行使する。 
第１０５条 
・共和国市民は、判事と人民裁判委員の資格で被告の法的審議に参加する。 
第１０６条 
・すべての裁判所の判事は一同に解職されない。判事の権限は、定年または個

人的な理由による退職、または裁判所での有罪判決を受けたときに停止する。 
・判事は国家権力機関で勤務することはできない。また、国家権力代表機関の

議員になったり、政党に所属したり、企業活動を行ったり、有給の職に就くこ

ともできない。ただし学術活動、教師、その他の創造活動は除外される。 
第１０７条 
・判事は独立しており、法律に従う。サハー共和国（ヤクーチヤ）憲法裁判所

は、サハー共和国（ヤクーチヤ）憲法に従う。 
・判事の不可侵性は、法律で保障される。 
・具体的な案件の審議において法廷が、採択されている法規範が共和国憲法に

抵触していることを認識した場合、裁判所は審理を中断し、法規範の合法性を

サハー共和国（ヤクーチヤ）憲法裁判所に提訴する。 
第１０８条 
・すべての法廷での審理は公開である。非公開の法廷における審理の傍聴は、
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法律で制定されている場合に限られる。訴訟手続きは、サハー語とロシア語で

行われる。国家言語を理解できない被告の場合、母国語での審理が保障される。 
・訴訟手続きは、競争原理を基盤とする。専門的な法律相談は、訴訟のすべて

の段階で認められる。 
・第一審法廷では、民法と刑法の審理は判事と人民裁判委員の協議とする。専

門的な判事からなる人民裁判所判事にたいしては、各自の権限にかかわる情報

は法律に基づいて伝達される。 
第１０９条 
・弁護士会は自立組織であり、市民、企業、結社、組織の法律で守られるべき

権利と利益の保護のために設置、活動する。 
・弁護士会の組織と活動手続きは、サハー共和国（ヤクーチヤ）の法律で制定

される。個人的な法律活動の手続きは、共和国の法律で定められる。 
第１１０条 
・サハー共和国（ヤクーチヤ）検事局と検事は、以下の事項を監視する。 
1 地方代表機関、執行権力と行政の諸機関、法人、社会結社、役職者、さらには

法令の合法性。 
2 予審を行う諸機関の法律の遵守。 
3 軍管理局、軍隊組織、部隊の法律の遵守。 
・検事局は、法廷の審理に参加する。 
・サハー共和国（ヤクーチヤ）検事は、サハー共和国（ヤクーチヤ）国家議会(イ
ル・トゥーメン)共和国会議の賛成を受けて、ロシア連邦検事総長に任命される。 
・検事局の組織と活動の手続きは、ロシア連邦の法律で制定される。 
第１１１条 サハー共和国（ヤクーチヤ）の選挙制度 
・サハー共和国（ヤクーチヤ）人民議員、国家権力代表機関、地方行政機関の

長は任期５年で選挙される。 
第１１２条 
・選挙は小選挙区制で実施され、候補者の自由な選出が保障され、全有権者に

よる平等、秘密投票で行われる。 
・北方少数民族選挙区は、有権者数に関係なく設置される。 
・選挙権があるのは、１８歳以上の共和国市民である。 
第１１３条 
・裁判所で禁治産者の認定、または有罪判決により公民権が停止している市民

は、選挙権は付与されず、選挙に参加することはできない。 
第１１４条 
・議員選挙と解職の手続き、地方行政機関の長の選挙実施手続き、国家権力地

方代表機関の活動手続きは、サハー共和国（ヤクーチヤ）の法律で制定される。 
第１１５条 
・サハー共和国（ヤクーチヤ）の議員は、国民の全権代表者である。 
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・共和国市民は、国家代表権力機関の二つ以上の議員を兼任できない。 
・共和国代表権力機関の全権代表者の兼任の禁止は、選挙法で制定される。 
第１１６条 
・社会組織とその他の社会結社の決定は、サハー共和国（ヤクーチヤ）の議員、

市長、地方行政機関の長、大統領を拘束するものではない。 
 
第五章 サハー共和国（ヤクーチヤ）の経済基盤 
第１１７条 
・サハー共和国（ヤクーチヤ）の経済基盤は、国家財産、集団財産、私有財産、

共有財産、その他の経営形態から構成される。 
・所有者は法律のまえに平等であり、同一条件のもとで法律の保護を受ける。 
・所有形態の地位、それらの形態の発生と活動の要件と条件は、法律で制定さ

れる。 
・所有と経営活動において一定の客体にたいするサハー共和国（ヤクーチヤ）

の権利は、法律で制定される。 
・法律は、共和国にたいして特別な経済的な権利と要求を認める。 
第１１８条 
・所有権は不可侵である。市民財産と社会団体の財産にたいする強制収用は、

法律で制定された手続きに基づいて、同一条件のもとでの公平さを保障された

うえで社会的必要性に応じて実施される。 
・所有の譲渡の内容と限界は、法律で制定される。 
第１１９条 
・地下資源は、個々の市民と社会団体の所有物の対象とはならない。市民は土

地を、譲渡、所有、利用する権利を有する。 
第１２０条 
・合理的な天然資源利用と経済発展のために、共和国内での必要性から発生す

る天然資源の利用の許可は、国家権力地方機関が行う。生産物の共和国外への

搬出には、サハー共和国（ヤクーチヤ）政府の許可が必要である。 
第１２１条 
・労働者の収入の基本的な財源は、自由な労働力から派生する。企業活動の自

由は、法律で認められ、保護されている。 
第１２２条 
・経済主体は、非独占と良心的な競争のもとで活動を自主的に展開し、その結

果に責任を負う。 
第１２３条 
・あらゆる所有形態の企業は、労働法に基づいて雇用権を有する。 
第１２４条 
・企業と組織は自主的に、対外経済活動を行う。 
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第１２５条 
・共和国内で活動する企業と組織はその所有形態に関係なく、法律で制定され

ている手続きに基づいて納税する。 
第１２６条 
・社会利益のための経済にたいする国家監督は、経営の法律的な統制、財政政

策、税政策、国営企業の経済活動を通して行われる。企業には、自由な契約が

保障される。 
第１２７条 
・共和国の財政上の自立性は、税金、天然資源利用代金、関税、国家財産から

の歳入、その他の歳入から構成される共和国予算と地方予算の制度のうえに確

立される。 
第１２８条 
・共和国の国家権力地方機関は、上級機関の干渉を受けずに、自主的に予算を

作成、承認、執行する。 
第１２９条 
・共和国国家予算歳出は、共和国予算を用いてサハー共和国（ヤクーチヤ）政

府によって執行される。 
第１３０条 
・サハー共和国（ヤクーチヤ）予算は、次年度までに法律に基づいて承認され

る。共和国国家議会(イル・トゥーメン)は、予算の補足歳出にかんする法律を採

択する。同時に、この歳出の財源を特定する。 
第１３１条 
・ロシア連邦予算へのサハー共和国（ヤクーチヤ）からの拠出金は、サハー共

和国（ヤクーチヤ）国家議会(イル・トゥーメン)で制定される。 
第１３２条 
・サハー共和国（ヤクーチヤ）の税法の遵守にたいする監督は、共和国国家税

務署が実施する。 
・共和国国家税務署は、サハー共和国（ヤクーチヤ）国家議会(イル・トゥーメ

ン)に従属する。 
第１３３条 
・共和国金融制度の基盤は、サハー共和国（ヤクーチヤ）国立銀行と民間銀行

から構成される。 
・サハー共和国（ヤクーチヤ）国立銀行は、金融活動と貸付業務、その他の管

理を実施する。 
第１３４条 
・共和国の外貨ファンドは、ダイヤモンド、金、その他の天然資源の処分を通

して形成される。 
・共和国には、ダイヤモンド・ファンド、金ファンド・特別財政ファンドがあ
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る。 
 
第六章 サハー共和国（ヤクーチヤ）の対外関係 
第１３５条 
・共和国は自己の権限を基盤に、諸外国、その地方自治体、諸地域と関係を結

ぶ。 
第１３６条 
・権力と管理のいかなる連邦機関も、その他の国家組織も、権限の範囲外で共

和国の名において協定と合意書を締結することはできない。 
第１３７条 
・共和国内のすべての企業、組織の対外経済活動は、共和国の法律に基づく。 
第１３８条 
・共和国は自主的に、諸外国との間で直接的な経済関係、貿易関係、文化関係、

その他の諸関係を確立する。 
第１３９条 
・共和国は自主的に、経済分野、文化分野、その他の諸分野の地域組織、国際

組織のメンバーにかんする問題を解決する。 
 
第七章 サハー共和国（ヤクーチヤ）の国家シンボルと首都 
第１４０条 
・サハー共和国（ヤクーチヤ）は、国章、国旗、国歌を有する。 
・サハー共和国（ヤクーチヤ）の国章は円形で、その中心にはレナ河が描かれ、

旗をもって原野を駆けまわる旗手がいる。円盤の背景には、七つの結晶状の菱

形に伝統的な民族模様の縁取りがついており、「サハー共和国（ヤクーチヤ）」

と「サハー共和国」という文字が刻まれる。 
・サハー共和国（ヤクーチヤ）の国章の色は、騎乗者は銀色と濃い赤色、縁取

りは濃い青色、装飾と題銘は白色である。 
・サハー共和国（ヤクーチヤ）の国旗は、青色、白色、赤色、緑色が真横に引

かれた直角三角形の布地である。色の幅の配置関係は、青色は旗の幅の四分の

三、白色は十六分の一、赤色は十六分の一、緑色は八分の一とする。 
・青色の真ん中に、白色の円形が配置される。円の直径は、旗の幅の五分の二

とする。旗の縦横の比率は、横２にたいして縦は１とする。 
第１４１条 
・サハー共和国（ヤクーチヤ）の首都は、ヤクーツク市と定める。 
 
第八章 サハー共和国（ヤクーチヤ）憲法の効力発生とその修正の手続き 
第１４２条 
・サハー共和国（ヤクーチヤ）最高ソビエトで採択された本憲法は、その公表
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の翌日に効力を発生する。 
第１４３条 
・サハー共和国（ヤクーチヤ）憲法の修正と補足は、共和国全人民議員定数三

分の二以上の賛成で、サハー共和国（ヤクーチヤ）国家議会(イル・トゥーメン)
において採択される。 
第１４４条 
・憲法の修正と補足の提案権は、法案提出権を有するサハー共和国（ヤクーチ

ヤ）の主体が有する。提案提出の手続きは、法律で制定される。 
 
 








